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はじめに 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェ

クトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価分科会を

研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価

を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定している。 

 

本書は、「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発」の中間評価報告書で

あり、第３５回研究評価委員会において設置された「ノーマリーオフコンピューテ

ィング基盤技術開発」（中間評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、

第３７回研究評価委員会（平成２５年１２月４日）に諮り、確定されたものである。 
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● 第１回 分科会（平成２５年８月６日） 

公開セッション 

１．開会、分科会の設置、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法と評価報告書の公開について 

４．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 

５．プロジェクトの詳細説明 

６．全体を通しての質疑 

公開セッション 

７．まとめ・講評 

８．今後の予定、その他 

９．閉会 

 

● 第３７回研究評価委員会（平成２５年１２月４日） 
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評価概要 

 

１．総論 

１）総合評価 

世界的にみてノーマリーオフコンピューティングの国家プロジェクトはユニーク

であり、我が国が先端を走るという観点において本プロジェクトは高く評価できる。

世界最高水準の高速動作性能と省電力性能を備えた不揮発メモリの開発に成功し、

ノーマリーオフコンピューティング技術の開発、及び、その応用製品・システムの

実現に向けた卓越した研究開発成果が得られている。デバイス、回路、計算機アー

キテクチャ、ソフトウェアに至る様々な技術分野を包括した総合的な研究開発が推

進され、開発対象とする応用製品、応用システム毎に省電力化の隘路や実用化に際

しての課題が明確化され、解決の具体的方策も立てられていることから、情報機器

やセンサーシステムの飛躍的な省電力化に向けたプロジェクトとして、新規産業創

出に繋がる高度の技術蓄積が期待される。 

今後、「ノーマリーオフコンピューティング」の概念を現実のものとし、かつ、普

及させるためには、集中研と分散研の連携をより深め、各企業で得たフィールドデ

ータ等を積極的に集中研にフィードバックし、集中研側で技術として一般化するプ

ロセスをさらに加速することを期待する。 

 

２）今後に対する提言 

本プロジェクトの成果により、大きな成功を実現するシナリオ（新応用の創出も

含む）を現段階から描くべきである。今後、メモリアーキテクチャだけでなく、コ

ンピューティング・システム全体としての体系化を視野に入れて欲しい。 

成果については、個別企業間で共有できないものもあり、ここをどう共通化しフ

レームワーク化していくのかというのが集中研の最大のミッションであり、ノーマ

リーオフ技術を普及させるためにビジネス戦略上で非常に重要である。 

また、世界最高性能の STT-MRAM 等これらの技術が他国の企業に廉価にコピー

されないようにその対策をしっかりとしてほしい。更に、知財の活用戦略、特に事

業を実施している 3 社以外への知財のライセンスポリシーを早急に策定すべきであ

る。 

 

２．各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

不揮発性メモリ技術をコンピューティング・システムへの適用を考慮して発展さ

せることは、情報機器の低消費エネルギー化のためにも、我が国の産業の国際競争

力向上の観点でも重要である。半導体産業からソフトウェア産業に至る情報通信機

器、さらには組込みシステムの基盤として、本プロジェクトのもたらされる効果は
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大きい。コンピューティングと言う要素技術からソフトウェアまで事業化・実用化

を目指した総合的な技術開発がノーマリーオフコンピューティングでは不可欠であ

り、NEDO が率先して公共事業として実施することは極めて妥当である。また、ノ

ーマリーオフコンピューティングの必要性/有効性は認識されているものの、世界的

にも未だ本格的な研究開発の展開には至っておらず、先行開発により技術的優位性

を確保し、我が国の電子産業活性化に繋げるためにも本プロジェクトの推進が望ま

れる。 

 

２）研究開発マネジメントについて 

共通で必要となるプラットフォームは集中研で実施し、実用化につながる個別技

術を各社単位で分散研で実施する体制は妥当である。特に集中研については、階層

連携を行える人材が不可欠であり、その知見と見識から最適任な PL であり、リー

ダシップも十分に発揮している。分散研で実施している 3 つのテーマに関しては応

用が明確になっており、実用化・事業化戦略も明確である。 

一方、開発目標については、その成果を活用する方策を重視し、コストを勘案し

た上で、トータルシステムとしての効果の活用、さらにはソフトウェア層までの検

討が必要である。また、知財マネジメント戦略が知財の創出/権利化の戦略のみにな

っているが、活用戦略についても検討すべきである。 

 

３）研究開発成果について 

世界最高性能の高速動作性能や低電圧動作性能を有する新型不揮発メモリの開発

をはじめとし、様々なハードウェア技術及びソフトウェア技術を包含する優れた技

術基盤が確立されつつある。これら一連の成果は、携帯情報機器、スマートセンサ

ー、ヘルスケアセンサー等の応用製品、応用システムにおける技術競争力の向上に

資するものとして高く評価できる。集中研で取り組まれた各個別技術分野の成果統

合と汎用化は、ノーマリーオフコンピューティング技術の新しい展開を目指す意欲

的な試みとして評価できる。各機能モジュールを組み込んだ低電力性能評価用の汎

用ボード試作、パワーゲーティング時の消費電力モデリング、電力低減のための各

種最適化技術開発など、各個別テーマで共有できる様々な具体的成果も得られ始め

ている。 

一方、標準化については、世界で広く使われるデファクトスタンダードを取るた

めの方策を良く考えていただきたい。成果の普及については、日本の産業としてユ

ーザーを巻き込む形を含めて検討してほしい。オープンにして層を広げる部分と、

クローズにして知財化するところを良く見極めて取り組んでいただきたい。 

 

４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

本プロジェクトが目的とする電力効率向上に係るハードウェアからソフトウェア

に跨る総合技術は、市場規模及び波及効果の大きな産業分野への成長が期待される。

本プロジェクトに参画する各企業は、各々、メモリシステム、マイコン、LSI 応用
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の分野で高い技術力と製造実績を有しており、プロジェクト終了時点での成果を各

社の戦略的事業として展開することが期待できる。分散研での個々の成果も非常に

高く、各テーマともに応用を明確に設定し研究開発を進めていることが高く評価で

きる。集中研における共通技術の研究開発の適用を含め、分散研における研究開発

では各社の事業に直結した活動が行われており適切な実用化と事業化に向けた活動

が行われている。 

⁷一方、要素技術の事業化については、コストと課題をより明確化した方が良く、

なアプリケーションへの展開を各社で具体的に検討すべきであると思われる。

また本成果はハードウェアだけではなく、ソフトウェアと協調することで効果を増

すことから、ソフトウェア面の更なる強化も検討していただきたい。
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研究評価委員会におけるコメント 

 

第３７回研究評価委員会（平成２５年１２月４日開催）に諮り、本評価報告

書は確定された。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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第 1 章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員の主な指摘事項を、

参考として掲載したものである。 
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1．プロジェクト全体に関する評価結果 

1．1 総論 

1）総合評価 

世界的にみてノーマリーオフコンピューティングの国家プロジェクトはユニ

ークであり、我が国が先端を走るという観点において本プロジェクトは高く評

価できる。世界最高水準の高速動作性能と省電力性能を備えた不揮発メモリの

開発に成功し、ノーマリーオフコンピューティング技術の開発、及び、その応

用製品・システムの実現に向けた卓越した研究開発成果が得られている。デバ

イス、回路、計算機アーキテクチャ、ソフトウェアに至る様々な技術分野を包

括した総合的な研究開発が推進され、開発対象とする応用製品、応用システム

毎に省電力化の隘路や実用化に際しての課題が明確化され、解決の具体的方策

も立てられていることから、情報機器やセンサーシステムの飛躍的な省電力化

に向けたプロジェクトとして、新規産業創出に繋がる高度の技術蓄積が期待さ

れる。 

今後、「ノーマリーオフコンピューティング」の概念を現実のものとし、かつ、

普及させるためには、集中研と分散研の連携をより深め、各企業で得たフィー

ルドデータ等を積極的に集中研にフィードバックし、集中研側で技術として一

般化するプロセスをさらに加速することを期待する。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 世界的にみてノーマリーオフの国家プロジェクトはユニークで、我が国が

先端を走るという観点において本プロジェクトは高く評価できる。省エネ

および低炭素社会の実現のために、ノーマリーオフというコンセプトを導

入し、コンピューティングの低消費電力化を目指す事は大変に意義深い。

世界最高性能の STT-MRAM（Spin Transfer Torque-Magnetoresistive 

Random Access Memory；スピン注入磁気抵抗メモリ）を開発し、日本

が得意とする材料科学の最前線を活用していることが素晴らしい。 

○ 世界最高水準の高速動作性能と省電力性能を備えた不揮発メモリの開発

に成功し、これを活用した 10 倍程度の電力効率を有するノーマリーオフ

コンピューティング技術の開発、及び、その応用製品・システムの実現に

向けた卓越した研究開発成果が得られている。 

○ 複数の個別テーマを平行して開発する分散研体制に加え、各個別テーマ成

果を統合して汎用技術としての展開を図る集中研体制を組織し、2 元的な

研究開発体制を採ることにより、広範な技術分野からなる本プロジェクに

一体性を持たせると共に、各個別テーマ成果の共有と相互活用が図られて

いる。 



 

 
1-2 

○ デバイス、回路、計算機アーキテクチャ、ソフトウェアに至る様々な技術

分野を包括した総合的な研究開発が推進され、開発対象とする様々な応用

製品、応用システム毎に省電力化の隘路や実用化に際しての課題が明確化

されている。課題解決の具体的方策も立てられていることから、情報機器

やセンサーシステムの飛躍的な省電力化に向けた世界初の総合的開発プ

ロジェクトとして、新規産業創出に繋がる高度の技術蓄積が期待される。 

○ モバイル機器の省エネルギー技術は社会の発展に伴い必然的にでてくる

要求であり、これからますます複雑化して一企業では総合することが難し

くなってきている。NEDO が総指揮をとって事業化の方向性を示すこと

は極めて重要な位置づけだと思われる。 

○ 全体を通して着実に最終目標に向け成果を挙げている。また、要素技術開

発完了後の応用（出口）も明確に定められており、プロジェクト終了時の

実用展開にも大きく期待できる。プロジェクトマネジメントも適切に行わ

れており、総じて、本事業の中間点としては極めて順調と判断できる。今

後も継続的な本プロジェクトの推進が期待される。 

○ NEDO の研究テーマとして、国策とも合致し、実用化・製品化までを考

慮した統合的なプロジェクトは学術機関、民間企業単体では困難であり、

公共事業として率先し優先的に行うべき課題である。 

○ 研究開発については、すべてのテーマで中間目標時点における目標を達成

している。特に、集中研の内容については、要素技術の深化だけではなく、

計算機システム化として重要なテーマであり、本事業の特徴となっている。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 各企業による研究開発に関しては、若干、各論に留まりすぎていると感じ

られる。当然、それぞれのテーマにおいて、目標を設定し、その達成に向

かって研究開発を推進することは重要である。しかしながら、世界をリー

ドするグリーンイノベーションの実現には、各要素技術だけでは不十分で

あり、コンピューティング・システム全体を見渡した最適化が必要不可欠

となる。このような取り組みは、主に集中研で議論されているが、分散研

で実施される「次世代不揮発素子を活用した電力制御技術の開発」におい

ても、システム全体見渡し、かつ、技術的インパクトをシステム全体へと

拡大することを意識して今後進めるべきである。これにより、本事業終了

後も、更に次の展開へと活きる研究成果を挙げることが期待できる。 

また、本事業に留まらず、「ノーマリーオフコンピューティング」の概念

を現実のものとし、かつ、普及させるためには、集中研の役割は非常に大

きい。現段階でもすでに企業と大学が連携して成果を挙げているが、より
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連携を深め、実世界の特性等を捉えた研究開発の推進が望まれる。そのた

めにも、各企業で得たフィールドデータ等を積極的に集中研にフィードバ

ックし、集中研側で技術として一般化するプロセスをより加速することを

期待する。 

● 分散研で一部に、成果がいまひとつのところがある。集中研に常駐の研究

者を置くなど、集中研の機能を強化することで、分散研の成果を底上げす

べきである。 

● 事業化・製品化については、分散研の課題と成果を整理した上で後半での

計画を立てると良い。 

● 現在も十分に能力を発揮している集中研について、分散研の成果をより効

果的にとりまとめるために、今一度体制を見直すできである。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ 本事業では、様々なフィールドデータの取得や各種評価環境の開発が進め

られている。可能な範囲で良いので、これらの一般公開も検討すべきであ

る。このような取り組みは、ノーマリーオフコンピューティングに関する

流れを形成するためには極めて重要であり、本事業の成果がプロジェクト

終了後も学術界/産業界に大きく貢献できる。 

・ 事業全体が 1/2 補助ということだが、集中研については 100%補助の方が

良いと思われる。1/2 補助では、大学の指導力が十分に発揮できない。 
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２）今後に対する提言 

本プロジェクトの成果により、大きな成功を実現するシナリオ（新応用の創

出も含む）を現段階から描くべきである。今後、メモリアーキテクチャだけで

なく、コンピューティング・システム全体としての体系化を視野に入れて欲し

い。 

成果については、個別企業間で共有できないものもあり、ここをどう共通化

しフレームワーク化していくのかというのが集中研の最大のミッションであ

り、ノーマリーオフ技術を普及させるためにビジネス戦略上で非常に重要であ

る。 

また、世界最高性能の STT-MRAM 等これらの技術が他国の企業に廉価にコ

ピーされないようにその対策をしっかりとしてほしい。更に、知財の活用戦略、

特に事業を実施している 3 社以外への知財のライセンスポリシーを早急に策定

すべきである。 

 

〈主な今後に対する提言〉 

・ 分散研に関しては、応用こそ明確であるものの、その先に大きなビジネス

に展開できるのか否かが不明である。今後、「実用化」だけではなく、「本

プロジェクトの成果により、大きな成功を実現するシナリオ（新応用の創

出も含む）」を現段階から描くべきである。 

また、今後、「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的

なノーマリーオフ化を実現する新しいコンピューティング技術の検討」に

おいて、設計方法論の体系化を進めていくと思われる。現段階では、メモ

リシステムに関しては様々な検討がなされているものの、計算と記憶、記

憶と通信、通信と計算、など、コンピューティングの基本処理間の相互作

用（ならびに各種トレードオフ）に関する議論が不足していると思われる。

今後、不揮発性メモリを用いたメモリ階層（メモリアーキテクチャ）だけ

でなく、コンピューティング・システム全体としての体系化を視野に入れ

るべきである。 

・ 集中研、分散研という体制という観点では、ソフトウェアをどちらでやる

というより合同で成果を出していくことで良いが、逆に個別のテーマでは

企業間で共有できないものもあり、ここをどう共通化しフレームワーク化

していくのかというのが集中研の最大のミッションと思う。これが前述の

ビジネス戦略、標準化を含めたビジネス戦略を実現していく上でノーマリ

ーオフ技術を普及させるために非常に重要と思うので引き続き強化してほ

しい。 

・ 世界最高性能の STT-MRAM 等を開発したのはよいが、これらの技術が他
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国の企業に廉価にコピーされる事だけはさけなければいけない。その対策

をしっかりとしてほしい。 

・ 知財の活用戦略、特に事業を実施している 3 社以外への知財のライセンス

ポリシーを早急に策定すべきである。 

 

・ 今後、人口規模の大きな発展途上国における情報化の進展に伴い、情報機

器の消費電力総量が現状予測を超えて増大することも懸念される。本プロ

ジェクトが取り組む省電力に焦点をあてた研究開発は技術先進国の責務と

して重要である。一方、その遂行には当面の収益性を一時期的には犠牲に

せざるを得ない場合も想定される。国内の電子関連産業も厳しい状況下に

あるため、新規産業分野の創出促進と参画企業の負担緩和の観点からも、

特に公益性の高い技術分野に対しては公的資金の積極的な導入が望まれる。

深刻化する情報機器のエネルギー消費問題に対し、ハードウェア技術とソ

フトウェア技術を統合してその解決に取り組み、将来的には市場規模の大

きな新規産業分野の創出を目指す本プロジェクトの波及効果は多大である。

異なる技術分野、かつ様々な応用製品・システム開発に係る研究者間の連

携を集中研においてさらに強化し、他国では追随できないハードソフト融

合領域での革新的な技術創出を目指して頂きたい。 

・ 研究の成果は製品として売り出されることによって顕現化される。すべて

が完成するのを待つのではなく、何らかの形で成果を製品の形にして売り

出すべきかと思う。 

・ システム全体、またビジネス戦略という観点ではソフトウェアや開発手法、

そして標準化をからめたエコシステムという点も重要。そのため後半では、

ソフトウェアに関する部分の更なる検討と強化を進めていくことが重要と

考える。 

・ テーマに対しては、政府の計画にも適合していると同時に、産業再生、新

産業創出の観点から、予算追加も考慮に入れて計画の加速と拡大を検討い

ただければと思う。 

・ 研究開発体制として、中間評価以降は集中研がさらに重要な役割を果たす

ことから、集中研が円滑に行われる体制を考慮していただければと思う。

そもそも、集中研については、1/2 ルールがなじまないのではないだろう

か。大学人の広い知見と見識に基づき、各社の利害から独立に遂行するこ

とで、新しい概念と産業創出のアイデアを提案することが不可欠であり、

各社からの1/2負担ではなく本来はNEDOが全額負担すべき体制が望まし

い。集中研については、2-1～2-3 については統合する方向性もあるように

思えるが、分散研各社からの実施体制も含め、後半に重要な役割を担う集
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中研が能力を発揮できる研究開発を行えるように今一度見直しを行うべき

である。 

・ 設計方法論さらには各テーマに対し、API（Application Programming 

Interface；アプリケーションプログラミングインターフェース）、センサ

ーネットワーク、組込み OS などの基盤ソフトウェアの専門家が加わると、

より各層の連携が強まり、トータルシステムとしての評価が行えるように

思える。可能であれば、これらのテーマを扱う専門家が参画しても良いの

ではないだろうか。 

・ 事業化・製品化については、要素技術単体のマーケティングだけではなく、

計算機システムとしてのトータルなソルーション、ソフトウェアサポート

などのエコシステム形成を各社ないしは NEDO でサポートできないだろ

うか。単に仕様を作るだけではユーザは作れない。デファクトスタンダー

ドとなるべく、実質的なユーザを獲得できる方策を模索いただきたい。す

べてをクローズにする知財戦略だけではなく、必要に応じて適切なオープ

ン戦略をとりまぜて、有効なエコシステムを作ることをご検討いただけれ

ばと思う。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ 本プロジェクトでは、種々の情報デバイス（メモリシステム、センサーシ

ステム）への動作電力の最適供給に関して、ハードウェアからソフトウェ

アに至る総合的技術開発が推進されている。時間軸と空間軸上で電力供給

を局所化することで電力利用効率の向上が図られているが、プロジェクト

で扱われた幾つかの応用分野に限っても、時間スケールや局所電力供給に

伴うデメリットは多様である。これらに共有しうる設計方法論の抽出は非

常に困難なプロジェクト目標であると推察される。この点に関しては、あ

る程度各論的な成果となることは止むを得ないと思われるが、今後、各個

別テーマの課題や対応技術を集中研組織の中で議論し、プロジェクト全体

の成果としての革新的なノーマリーオフコンピューティング技術の創出に

繋げていくことを期待する。 

・ 集中研による知見の共有と一般化は、ノーマリーオフコンピューティング

技術を確立し普及させるためにも極めて重要な課題である（かつ、本事業

後半のこれらからが重要な時期となる）。したがって、今後、分散研からの

積極的な各種実験データ等の提供のみならず、集中研への予算的/人的な更

なる強化も含めて、研究開発を加速するための仕組みを導入できるとよい。 
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１．２ 各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

不揮発性メモリ技術をコンピューティング・システムへの適用を考慮して発

展させることは、情報機器の低消費エネルギー化のためにも、我が国の産業の

国際競争力向上の観点でも重要である。半導体産業からソフトウェア産業に至

る情報通信機器、さらには組込みシステムの基盤として、本プロジェクトのも

たらされる効果は大きい。コンピューティングと言う要素技術からソフトウェ

アまで事業化・実用化を目指した総合的な技術開発がノーマリーオフコンピュ

ーティングでは不可欠であり、NEDO が率先して公共事業として実施すること

は極めて妥当である。また、ノーマリーオフコンピューティングの必要性/有効

性は認識されているものの、世界的にも未だ本格的な研究開発の展開には至っ

ておらず、先行開発により技術的優位性を確保し、我が国の電子産業活性化に

繋げるためにも本プロジェクトの推進が望まれる。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 不揮発性メモリ技術をコンピューティング・システムへの適用を考慮して

発展させることは、情報機器の低消費エネルギー化のためにも、我が国の

産業の国際競争力向上の観点でも重要である。不揮発性メモリ技術の研究

開発が、実用化まで長期間を要することを考えると、ＮＥＤＯの事業とし

てふさわしいものである。 

○ 本プロジェクトは、政府の計画からの要請も強く、エネルギー戦略上情報

通信機器の省電力化は急務の課題であると同時に、半導体産業からソフト

ウェア産業に至る情報通信機器、さらには組込みシステムの基盤として、

本プロジェクトのもたらされる効果は大きい。コンピューティングと言う

要素技術からソフトウェアまで事業化・実用化を目指した総合的な技術開

発がノーマリーオフコンピューティングでは不可欠であり、NEDO が率

先して公共事業として実施することは極めて妥当である。 

○ ノーマリーオフコンピューティングの必要性/有効性は認識されているも

のの、その体系化と実アプリケーションへの積極的応用ならびに実用化は、

未だ世界的にも成熟していない。ノーマリーオフコンピューティングがグ

リーンイノベーションを実現する一つの有望なアプローチであることは

明らかであり、このような領域に挑戦すること事態、NEDO としては極

めて適切なテーマ設定である。また、デバイス開発、回路設計、アーキテ

クチャ技術、応用展開までの幅広いレンジを見据えた事業であり、このよ

うな挑戦的かつリスクを伴う事業を国家プロジェクトとしてサポートす

ることは極めて妥当と考える。 
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○ 本プロジェクトは、情報の記憶に電力を全く要しない新規不揮発メモリを

開発し、情報機器への電力供給を局所的かつ間歇的に行なうノーマリーオ

フコンピューティング技術の実現を目指すものであり、高度情報化社会が

直面しつつある情報機器におけるエネルギー消費問題の緩和を図る公益

性の高いプロジェクトである。 

○ 当該プロジェクトは、第 4 期科学技術基本計画や科学技術イノベーション

総合戦略が重要課題として掲げる情報機器及びその応用システムの省エ

ネルギー化に合致している。ハードウェア技術とソフトウェア技術の統合

を要することから、世界的にも未だ本格的な研究開発の展開には至ってお

らず、先行開発により技術的優位性を確保し、我が国の電子産業活性化に

繋げるためにも NEDO 事業の一環として研究開発の推進が望まれる。本

プロジェクトが最終目標とする 10 倍程度の電力効率向上を実現するため

には、デバイス、回路、計算アーキテクチャを包括した総合技術開発が必

須であり、全体を俯瞰できるプロジェクトリーダーの統括と NEDO の調

整が不可欠である。 

○ 現在これだけ普及した PC、iPhone などの機器の省電力化は確実に必要な

ことであるが、総合的な判断が必要であり、誰かが総指揮をとる必要があ

る、今回 NEDO が音頭を取ってこのようなプロジェクトが発足したこと

は喜ばしいことだと思う。 

○ 世界的にみてノーマリーオフの国家プロジェクトは稀で、我が国が先端を

走るという観点において本プロジェクトは高く評価できる。省エネおよび

低炭素社会の実現のために、ノーマリーオフというコンセプトを導入し、

コンピューティングの低消費電力化を目指す事は大変に意義深い。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 低消費電力性能 10 倍は素晴らしい目標であるが、例えば 10 倍になった

としても完成した素子が極端に高額な場合は製品に搭載されないのでは

ないか？実用化という評価軸が評価委員に求められている以上、性能向上

と素子製品コストの関係を考えたプロジェクト運営が求められると思う。 

● ハードウェア開発に関しては極めて大きな成果を挙げつつある。その一方、

コンピューティング・システム全体を考えた場合には、システムソフトウ

ェアやアプリケーション、さらには、今後のクラウドコンピューティング

等を考慮するとネットワークも重要な構成要素となる。よって、ハードウ

ェアならびに不揮発メモリを主軸としたメモリ階層の再構築に主眼を置

きつつ、より広いレンジでの検討が望まれる。 

● 日本のエネルギー戦略、産業政策を考えると、要素部品からソフトウェア
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産業に至る総合的なプロジェクトは、より強化されるべきであると同時に、

継続的な事業を行うことで、第２次産業の体力強化と第３次産業との融合

を促進する事業を今後もさらに進めるべきである。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ 今後の巨大市場と位置づけられる発展途上国での応用を見据えた展開も意

識しておいた方が良い。特に、エネルギー供給インフラが十分に整備され

ていない環境では、エネルギー消費制約がより厳しくなると予想されるた

め、ノーマリーオフコンピューティング技術が大きく貢献できる可能性が

ある。 
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２）研究開発マネジメントについて 

共通で必要となるプラットフォームは集中研で実施し、実用化につながる個

別技術を各社単位で分散研で実施する体制は妥当である。特に集中研について

は、階層連携を行える人材が不可欠であり、その知見と見識から最適任な PL で

あり、リーダシップも十分に発揮している。分散研で実施している 3 つのテー

マに関しては応用が明確になっており、実用化・事業化戦略も明確である。 

一方、開発目標については、その成果を活用する方策を重視し、コストを勘

案した上で、トータルシステムとしての効果の活用、さらにはソフトウェア層

までの検討が必要である。また、知財マネジメント戦略が知財の創出/権利化の

戦略のみになっているが、活用戦略についても検討すべきである。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 集中研内で PL の東大と関連各社が協調をする試みは大変に良い。共通で

必要となるプラットフォームは集中研で実施し、実用化につながる個別技

術を各社単位で分散研で実施する体制は妥当である。 

○ マネジメントについては、PL と NEDO のそれぞれが持つ能力を活かすよ

うになっており、研究開発マネジメント体制として妥当である。分散研の

マネジメントだけではなく、特に集中研については、階層連携を行える人

材が不可欠であり、その知見と見識から最適任な PL である。 

○ 分散研で実施している 3 つのテーマに関しては応用が明確になっており、

実用化・事業化戦略も明確である。 

○ プロジェクトリーダーも十分にリーダシップを発揮しており、適切な研究

開発マネジメントが実施されていると判断される。 

○ 研究開発の目標ならびに計画は概ね妥当である。また、事業体制について

は、1 年時に実施者の構成を再検討し、成果の最大化を鑑みて体制変更に

踏み切ったことは適切な判断であり評価できる。 

○ スマートフォン等に代表される携帯情報機器や、様々な物理情報を扱うセ

ンサー応用システムは、高度情報化に伴い産業規模の拡大が期待される。

本プロジェクトでは、その際の重要課題となる動作エネルギーの低減につ

いて、ハードウェアとソフトウェアの両面から総合的に研究開発を推進し、

10 倍程度の電力効率向上を目指すものであり、上記状況に伴うエネルギ

ー消費量の増大と昨今の電力供給状況の逼迫とに鑑み優先度の高いプロ

ジェクトである。 

○ 開発目標は 1/10 と設定されており、目標は明確であると同時に、電力削

減効果からは妥当な数字であると考える。 

○ スケジュールについては、プロジェクト開始当初としては妥当である。予
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算については、要素技術を実施する企業に対しては 1/2 の体制とし、企業

からの資金投入を含めて開発することで、予算規模を拡大できると同時に、

企業側での成果利用を行いやすくした点においては、評価できる。 

○ 事業体制としては、日本の半導体産業の主力企業が参画しており、分散研、

集中研の実施者として妥当である。知財については、組合化により管理と

利用についての配慮がなされている。 

○ 実用化・事業化については、中間評価において説明のあった分散研につい

て明確であると同時に、対象外であるが集中研も設計方法論を通じて、基

礎技術の確立と一般化により、実用化に貢献していると判断する。 

○ 実績のある高レベルの実行部隊をそろえており、オールジャパンの様相と

呈していると思われる。ぜひとも成功してほしい。 

○ 集中研・分散研体制の設置など、各社の事業領域の違いと技術の共通性に

おける合同技術開発という課題に対する適切な取り組みがされている。 

○ 集中研の成果を、分散研に持ち帰りやすい体制になっていることは評価で

きる。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 知財マネジメント戦略が知財の創出/権利化の戦略のみになっているが、

活用戦略についても検討すべきである。 

3 社の企業（と大学）が共同でプロジェクトを実施している効果を出せる

体制になっていない。 

● 最終的に成果物としてどのようなものを売りに出すのかが現時点では必

ずしも明確ではない。最終評価の時には何を売り出すのかを明確にしてほ

しい。 

● 集中研内での各社間連携がやや薄いのでそれを改善すべく努力している

との説明があった。その部分に関して問題点を実施者が認知しているだけ

に、今後の改善に期待できる。 

● H23 年度で離脱した企業による成果をどうオープンにするかは、少なく

とも、離脱が正式に決定した段階で協議し明確にしておくべきである。 

● 企業が 50%負担の状況で、企業からの集中研への貢献のモチベーション

を高めることは、よほど体力がある企業でなければ難しいと考えられる。

よって、集中研に要する費用は 100%NEDO による補助が望ましい。 

● 開発目標の 1/10 については、数字にとらわれることなく、その成果を活

用する方策を重視することが重要である。特に、特定状況下の結果だけで

はなく、コストを勘案した上で、トータルシステムとしての効果の活用、

さらにはソフトウェア層までを検討することで単体以上の成果活用も期
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待できる。 

● 事業化については、最終評価に向けて各社での活用をより具体的に展開す

ると同時に、集中研としてこれらの成果がシナジー効果を発揮できる技術

的展開と研究開発マネジメントを心がけていただければと思う。特に、エ

コシステムの形成は必要不可欠であり、一社にとどまらず日本の産業体と

してノーマリーオフコンピューティングのあり方と成果活用を、半導体産

業だけでなく、情報通信機器産業、ソフトウェア産業など含めて世界に向

けて展開する方策を考えていただきたい。 

● 研究開発体制として、中間評価以降は集中研がさらに重要な役割を果たす。

集中研が円滑に行われる体制を考慮していただければと思う。そもそも、

集中研については、1/2 ルールがなじまないように思える。集中研につい

ては、大学人の広い知見と見識に基づき、各社の利害から独立に遂行する

ことで、新しい概念と産業創出のアイデアを提案することが不可欠なこと

から、各社からの 1/2 負担ではなく本来は NEDO が全額負担すべき体制

が望ましい。可能であれば、中間評価の結果を受けて後半からでも NEDO

の全額負担とすべきである。 

● 集中研の体制も、後半の個々の要素の深化と総合的なコンピューティング

確立に向けて見直しを行った方が良いように思われる。2-1～2-3 について

は統合する方向性もあるように思える。分散研各社からの研究開発者の体

制も含め、集中研が能力を発揮できるマネジメントを行えるように今一度

見直しを行うべきである。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ 例えば、②-1「ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォームの研究開発」

など、オープンにすることでより大きな波及効果を期待できる内容につい

ては、事業開始時から継続してオープン化に関する議論を積極的に行って

頂きたい。 

・ 事業体制については、主要企業が参画している点は評価できる。他の情報

通信機器の企業への成果の売込みと同時に、組込みシステムの利用者への

展開をハードとソフトともに強化すると良いと思われる。 

・ 評価システムについては、今後も NEDO 側で検討いただきたい。眼に見

える効果、単に数字の効果だけではなく、真に産業として発展できる評価

軸を心がけていただければと思う。特に、集中研のようにメタなレベルで

本質的な解決を計るプロジェクトに対しては、従来の評価軸の設定では正

しい判断を下せない可能性が高い。層を越えて、本質的な問題解決手法に

対しての評価に対しては、研究開発マネジメントとして今一度ご検討いた
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だきたい。 
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３）研究開発成果について 

世界最高性能の高速動作性能や低電圧動作性能を有する新型不揮発メモリの

開発をはじめとし、様々なハードウェア技術及びソフトウェア技術を包含する

優れた技術基盤が確立されつつある。これら一連の成果は、携帯情報機器、ス

マートセンサー、ヘルスケアセンサー等の応用製品、応用システムにおける技

術競争力の向上に資するものとして高く評価できる。集中研で取り組まれた各

個別技術分野の成果統合と汎用化は、ノーマリーオフコンピューティング技術

の新しい展開を目指す意欲的な試みとして評価できる。各機能モジュールを組

み込んだ低電力性能評価用の汎用ボード試作、パワーゲーティング時の消費電

力モデリング、電力低減のための各種最適化技術開発など、各個別テーマで共

有できる様々な具体的成果も得られ始めている。 

一方、標準化については、世界で広く使われるデファクトスタンダードを取

るための方策を良く考えていただきたい。成果の普及については、日本の産業

としてユーザを巻き込む形を含めて検討してほしい。オープンにして層を広げ

る部分と、クローズにして知財化するところを良く見極めて取り組んでいただ

きたい。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ プロジェクト参画企業が分散研で取り組む携帯情報端末およびセンサー

応用システムの低電力化技術開発において、最終目標に掲げる 10 倍以上

の電力効率の実現可能性を示す高い水準の研究開発成果が得られている。

世界最高性能の高速動作性能や低電圧動作性能を有する STT-MRAM（新

型不揮発メモリ）、 FeRAM（Ferroelectric Random Access Memory；強

誘電体メモリ）の開発及びその効果的活用のための新規メモリ階層設計、

センサーシステム低電力化のための自立適応型電源制御技術、低電力化回

路技術、センシングアルゴリズムの開発など、様々なハードウェア技術及

びソフトウェア技術を包含する優れた技術基盤が確立されつつある。これ

ら一連の成果は、高度情報化に向けて市場規模の急成長が見込まれる携帯

情報機器、スマートセンサー、ヘルスケアセンサー等の応用製品、応用シ

ステムにおける技術競争力の向上に資するものとして高く評価できる。 

○ 集中研で取り組まれた各個別技術分野の成果統合と汎用化は、ノーマリー

オフコンピューティング技術の新しい展開を目指す意欲的な試みとして

評価できる。各機能モジュールを組み込んだ低電力性能評価用の汎用ボー

ド試作、パワーゲーティング時の消費電力モデリング、電力低減のための

各種最適化技術開発など、各個別テーマで共有できる様々な具体的成果も

得られ始めている。 
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○ 省エネルギー技術の世界最先端であることは理解できた。色々な要素が複

雑にからみあっている技術のトータルの結果として使用電力の削減であ

り、日本が世界の先頭を走るべき分野であることは間違いないと思う。ハ

ードとソフトの両輪を総合しようとしていることも強みとして重要であ

り、良い方向であると思う。 

○ 世界的にみてノーマリーオフの国家プロジェクトは稀で、我が国が先端を

走るという観点において大変に優れている。大学と 3 企業が協調すること

から製品化に的を絞った開発をしていて大変によい。東大が中心となり、

学術的成果をノウハウに転嫁し企業の応用化に資する技術を提供する、そ

して、3 つの企業が協調するプラットフォームを整えるのが非常によい。 

○ 全てのテーマにおいて、中間目標で設定した内容は概ね達成されている。

未達の研究開発項目に関しても直に達成可能である見通しが立っており、

特に問題ではない。また、本事業より、世界的にもトップレベルの成果が

報告されており、今後のさらなる発展に大きく期待できる。総じて、現段

階では、いずれのテーマも最終目標を達成できる見込みは十分にある。 

成果の普及に関しては、シンポジウムの開催など、極めて積極的に実施し

ており高く評価できる。このような活動は今後も継続して頂きたい。 

○ 中間評価時点において、半導体産業として市場の拡大につながる成果が得

られている。分散研各社ともに目標を達成しており、今後の展開が期待で

きる。PL および集中研として東大もその知見と見識を発揮し、各社の取

組みに十分貢献している。 

○ 知財についても特許などを取得しているほか、標準化に対する取組みも検

討している。 

○ 成果公開については、特許・論文・解説などが行われている。事業化に伴

うユーザ開拓などは中間評価段階として適切に検討している状況である。 

中間評価段階で得られている各社の成果、および集中研での設計方法論確

立の成果は、開発として高い水準にあり、分散研・集中研ともに最終目標

を達成できると判断する。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 標準化については、単に仕様を決めるのではなく、デファクトスタンダー

ドを取るための方策を良く考えていただければと考える。仕様を決めるこ

とは重要だが、世界で広く使われる仕様でなければ意味がない。 

● 成果普及については、エコシステムを良く考えてほしい。機器での利用法、

ソフトウェア資産形成、ユーザ会などを含めて、単に旗をふるだけではな

く、日本の産業としてユーザを巻き込む形を含めて検討してほしい。オー
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プン化は世界的潮流だが、オープンにして層を広げる部分と、クローズに

して知財化するところを良く見極めて取り組んでいただきたい。個人的に

は、このような機器は必要なところに配布して使ってもらった方が良いと

考える。 

● プロジェクト提案の目標は達成しているが、この数字だけにとらわれるこ

となく、事業化・実用化の観点から実質的な目標を後半において明確にし

た上で取り組んでいただきたい。特に、分散研の要素技術については、単

に 1/10 ではなくシステムの中で真に意味のある価値判断の上で目標達成

を示すことが実質的な成果につながると考える。 

● 設定された実用化内容に対して、各研究項目の成果が貢献できることはよ

く理解できる。しかしながら、本事業の成果が更なる飛躍を生み出すか（す

なわち、市場の拡大、市場の創造にどの程度つながる見込みがあるか）の

ビジョンが不明確である。事業終了後の戦略までを見据えた将来予想に基

づき、本事業の成果が将来的にもどう活かされるか（逆に、将来に渡って

活かすには、現段階でどのような技術開発が必要か）を議論しておく必要

がある。 

また、「不揮発メモリを如何に活用/制御するか？」という観点から、必要

性が認められるのであれば、各種 API の策定とその標準化を推進すべき

である。 

● 知財の獲得戦略が、3 社で異なるものになっている点が妥当かの検討が必

要。 

● 知財については、戦略的な活用法を各社において、それから NEDO の具

体的かつ実質的なサポートをお願いしたい。 

● 最終目標達成には、集中研の役割が重要である。体制を含めて、集中研の

役割を達成し、効果があがる方策を期待する。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ 知的財産権の取得に関して、企業間でポリシー的な温度差がある。日本初

の技術を守るためにも、NEDO からのより積極的な補助を検討すべきであ

る。 
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４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

本プロジェクトが目的とする電力効率向上に係るハードウェアからソフトウ

ェアに跨る総合技術は、市場規模及び波及効果の大きな産業分野への成長が期

待される。本プロジェクトに参画する各企業は、各々、メモリシステム、マイ

コン、LSI 応用の分野で高い技術力と製造実績を有しており、プロジェクト終

了時点での成果を各社の戦略的事業として展開することが期待できる。分散研

での個々の成果も非常に高く、各テーマともに応用を明確に設定し研究開発を

進めていることが高く評価できる。集中研における共通技術の研究開発の適用

を含め、分散研における研究開発では各社の事業に直結した活動が行われてお

り適切な実用化と事業化に向けた活動が行われている。 

一方、要素技術の事業化については、コストと課題をより明確化した方が良

く、具体的なアプリケーションへの展開を各社で具体的に検討すべきであると

思われる。また本成果はハードウェアだけではなく、ソフトウェアと協調する

ことで効果を増すことから、ソフトウェア面の更なる強化も検討していただき

たい。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 今後、携帯情報機器やセンサーネットワークを介した、人・モノ・サービ

スの間を結びつける様々な産業システム分野の創成が見込まれる。利用の

普及拡大に伴う機能端末数の増大、それに応じた機器使用電力量の急増が

予測されることから、本プロジェクトが目的とする電力効率向上に係るハ

ードウェアからソフトウェアに跨る総合技術は、市場規模及び波及効果の

大きな産業分野への成長が期待される。 

○ 本プロジェクトでは、新型不揮発メモリ開発をハードウェアの核とし、そ

の電力効率化への活用のための回路技術、アーキテクチャ、ソフトウェア

の高度化が一体となって推進されている。各個別要素技術毎に、実用化に

向けた具体的数値目標が設定され、中間目標に関しては概ね達成されてい

る。現在の進捗状況から推して、最終目標である 10 倍程度の電力効向上

を実現できる可能性は高く、携帯情報機器分野における競争力向上や、ス

マートセンサー、ヘルスケアセンサー等の各種センサーシステムの普及に

有用な成果が期待される。 

○ 本プロジェクトに参画する各企業は、各々、メモリシステム、マイコン、

LSI 応用の分野で高い技術力と製造実績を有しており、プロジェクト終了

時点での成果を各社の戦略的事業として展開することが期待できる。 

○ 世界的にみてノーマリーオフの国家プロジェクトは稀で、我が国が先端を

走るという観点において大変に優れている。大学と 3 企業が協調すること
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から製品化に的を絞った開発をしていて大変によい。分散研での個々の成

果が非常に高く、その結果として実用化・製品化に向けてプロジェクト全

体が順調に推移している。 

○ すでに顧客と協力関係を築いているテーマに関しては、実用化・事業化の

見通しがほぼ立っていると判断できる。また、各テーマともに応用は明確

に設定し研究開発を進めていることも高く評価できる。 

○ 集中研における共通技術の研究開発の適用を含め、分散研における研究開

発では各社の事業に直結した活動が行われており適切な実用化と事業化

に向けた活動が行われている。 

○ サブテーマにもよって状況は異なるが、実用化・事業化に向けての戦略が

検討されていることは評価できる。 

○ 中間評価の観点から、あと少しで実用化・事業化が可能なものから、後半

において具体的検討が必要なものなどがあったが、事業化可能な成果が出

ていると考える。分散研の各社の取り組みも妥当である。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 要素技術の事業化については、コストと課題をより明確化した方が良いと

思われる。単に要素技術の開発だけではなく、プロセッサへの取り込み、

周辺回路との統合、IP 化など具体的なアプリケーションへの展開を各社

で具体的に検討すべきと思われる。また、OS などのシステムソフトウェ

ア、ランタイムライブラリ、アプリケーションプログラムなど、ソフトウ

ェア面からのサポートを検討していただきたい。本成果はハードウェアだ

けではなく、ソフトウェアと協調することで効果を増すこともできる。さ

らには、要素技術の新しい展開とソフトウェア産業への波及効果も期待で

きるからである。 

● 各企業が行っている研究を援助しただけではプロジェクトの意味はない

のではないかと思われる。各企業が個別に取り組んだのでは売り出せない

製品をプロジェクトの成果として作り出す必要があるように思われる。す

でにイメージを持っていると思うが、それをさらに具体化してもらいたい。 

● 一部のテーマに関しては、本事業の成果によってどの程度の事業化インパ

クトがあるのか（つまり、どの程度利益を上げることができるのか）が明

確ではない。開発した技術を実用化する上で必要となるコストも考慮した

上で、サクセスストーリをより明確に描いて戦略を練る必要がある。 

● サブテーマにより実用化・事業化のターゲット時期が異なるべきであるが、

現時点では、このことがあまり意識されていない。 

〈主なその他の意見〉 
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・ 顧客とのマッチングを推進する取り組みを NEDO 主導で実施するなどの

工夫があるとよい。 
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２．個別テーマに関する評価結果 

２．１ 高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 

 

「研究開発成果」、「実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み」および「今

後に対する提言」 

産官学の研究協力により、世界最高レベルの高速動作性能と低消費電力性能

を兼備した新型不揮発メモリ(STT-MRAM)の開発に成功するとともに、電流リ

ークの無い新規メモリアレイ回路が提案され、最終目標とする 10 倍以上の電力

効率を有する高速低消費不揮発メモリ実現への目処がつけられた。特に 10nm

オーダの微細領域に至るスケーリングメリットの実証は、競合する米国、韓国

の技術水準を凌駕しており、本プロジェクトによる不揮発メモリ技術開発のポ

テンシャルの高さを顕示している。また、STT-MRAM と DRAM とのハイブリ

ッドメモリセルは、メモリセル単位で揮発メモリと不揮発メモリの機能再構成

が可能な画期的メモリアーキテクチャとして高く評価できる。更に、担当企業

は柔軟な事業化戦略を立てていることも評価できる。 

一方、要素技術としては大きな成果をあげているが、トータルシステムでど

う活かせるか、例えば単に省電力なキャッシュだけではなく、計算機システム

の中で活用される技術を付加し、イノベーションの基本技術となる工夫を期待

したい。また、事業化の機会を逃さないように、知財のライセンス戦略を、策

定しておくことが必要である。更に、STT-MRAM では、一般的な半導体製造プ

ロセスでの技術蓄積が少ない強磁性金属を材料基盤としているため、早期に量

産レベルでのプロセス技術を確立し、製造コスト低減と歩留まり向上を図る必

要がある。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ 再委託先を含む産官学の研究協力により、世界最高レベルの高速動作性能

と低消費電力性能を兼備した新型不揮発メモリ(STT-MRAM)の開発に成

功するとともに、電流リークの無い新規メモリアレイ回路が提案され、最

終目標とする 10 倍以上の電力効率を有する高速低消費不揮発メモリ実現

への目処がつけられた。特に 10nm オーダの微細領域に至るスケーリン

グメリットの実証は、競合する米国、韓国の技術水準を凌駕しており、本

プロジェクトによる不揮発メモリ技術開発のポテンシャルの高さを顕示

している。 

○ STT-MRAM と DRAM とのハイブリッドメモリセルは、メモリセル単位

で揮発メモリと不揮発メモリの機能再構成が可能な画期的メモリアーキ

テクチャとして高く評価できる。 
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○ 単体 MTJ メモリ素子の開発において、SRAM を凌ぐ低消費エネルギーを

達成したことは高く評価できる。また、担当企業の国際競争力を踏まえて、

柔軟な事業化戦略を立てていることも評価できる。 

○ 大学の基礎研究、企業の製造技術を駆使して非常に高いレベルの技術を蓄

積してきていると思う。プロジェクトに参加したので用途が見えてきたと

言えるような実用化を期待したい。 

○ モバイル端末において省電力化は死活問題であり、これにノーマリーオフ

というコンセプトで挑戦することは意義深い。特にプロセッサの中のキャ

ッシュメモリ容量が年々増大するにつれ、ここでの待機状態でのエネルギ

ー消費が増大化していることから、この問題を解決するために

STT-SRAM で SRAM を置き換えることは有意義である。ここで

STT-MRAM の性能として 1ns、50uA などの具体的な目標を掲げ、これ

に材料開発レベルから取り組んでいる。これに対し、3ns をすでに達成し、

来年 3 月までには 2ns、50uA が達成できる見込みである。すでに世界最

小の低いバッテリー消費電流量を達成していて高く評価できる。またキャ

ッシュ用メモリアレイ回路開発に関しても適切な成果がでている。 

○ 材料/デバイスから回路、アーキテクチャと幅広いレンジで技術開発を行

っており、かつ、これらを連携させることですばらしい成果を挙げている。

評価結果の有効な範囲も明確に把握できており、高い技術レベルと判断で

きる。特に、MRAM デバイス開発に関しては世界トップクラスであり、

本事業の成果として非常にインパクトが大きい。学会活動を通して世界に

対する情報発信も積極的に行っており、この世界レベルでの有意性を十分

に活かして最終成果へと繋げて頂きたい。総じて、極めて順調に研究開発

を進めており、研究開発の加速のための支援も検討すべきと考える。 

○ 要素技術の研究開発成果として、目標を満たし、ノーマリーオフなキャッ

シュメモリの成果として優れている内容である。 

○ 研究開発体制としても今後も成果を出せるものとなっている。 

○ 実用化・事業化については、特に 3D混載などについて検討を行っており、

見通しはある。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 要素技術としては大きな成果をあげていると考えるが、トータルシステム

でどう活かせるかについては、後半でより具体的かつ効果が出せるような

検討を期待する。 

● 単に省電力なキャッシュだけではなく、計算機システムの中で活用される

技術を付加し、イノベーションの基本技術となる工夫を期待する。 
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● 省電力キャッシュの組込みプロセッサ、マルチコアへの応用、主記憶との

融合、ソフトウェア面からの応用と評価を期待したい。特に集中研とのシ

ナジーをよくご検討いただきたい。 

● 事業化については、実用面での課題を明確にした上で適切なビジネスモデ

ルを選択していただきたい。 

 

● 事業化の機会を逃さないように、知財のライセンス戦略を、現時点から策

定しておくことが必要である。 

● 世界最高性能の STT-MRAM を開発したのはよいが、この技術が他国の企

業に廉価にコピーされる事だけはさけなければいけない。その対策をしっ

かりとしてほしい。 

● 今後の期待としては、ラストレベルキャッシュに留まることなく、応用範

囲を拡大することを検討して欲しい。ラストレベルキャッシュだけに留ま

った場合、その市場規模も限定的となる恐れがあるためである。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ STT-MRAM では、一般的な半導体製造プロセスでの技術蓄積が少ない強

磁性金属を材料基盤としているため、早期に量産レベルでのプロセス技術

を確立し、製造コスト低減と歩留まり向上を図る必要がある。 

・ 今後は 3 次元積層を念頭に研究開発を進めるとの事であるが、ここではプ

ロセッサレイヤと MRAM キャッシュレイヤのインタフェースが非常に重

要になる。今後の MRAM キャッシュの普及を考慮し、インタフェースの

標準化も検討すべきである。 

・ 高付加価値を提供することでコスト勝負でない事業展開をにらんでおり、

実現に期待したい。 

・ ソフトウェアを含めた、CPU だけではない世界も考えていきたいというこ

となので、IPとソフトウェア側の制御の IPもセットでフレームワーク化、

I/F 化し、集中研での活動を含め、そこのデファクト、標準を取っていく

ようなことができると良いのでは。 
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２．２ スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術 

 

「研究開発成果」、「実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み」および「今

後に対する提言」 

スタンバイモードの自立的選択機構や、センサー動作のダイナミックスケジ

ューリング等、センサーの特性に適応した効果的な電源制御技術が開発されて

いる。一部のセンサーノードでは 80%以上の電力削減が達成され、常時電源 ON

領域においても超低電力発振回路の動作を確認する等、最終目標の実現可能性

を示す研究進捗が認められる。静的なモデルのみならず、センサーからの出力

の動的な変動に応じて電源制御の最適化を行う仕組みになっている点が良い。

製品化に関して、ノーマリーオフマイコンボードを試作して、顧客システム開

発のための開発環境を整備し、他社による競合製品とのベンチマークテストを

実施して優位性を示している点も大いに評価できる。既存のマイコンが複雑な

省電力機構を提供しているのに対して、ユーザに使いやすいチップを提供しよ

うとしている点は評価できる。事業化について、ハード面、ソフト面から検討

しており、最終に向けて期待できるものとなっている。 

一方、多様な物理情報を扱うマルチセンサーシステムを構築する際には、通

信部分の消費電力は無視できない場合が多いこと、各センサー系の特徴により、

周辺回路においても様々な課題が生じることが懸念されるので、最終目標の実

現に向け早期に総合的な電力効率評価を行いボトルネックの洗い出しを図るこ

とが望まれる。また、集中研においての設計方法論と連携し、より広範囲に適

用可能な方式を目指せると良い。なお、他社との差別化をはかり、競争的に有

利な製品とするには、より早い時期での実用化が必要である。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ スタンバイモードの自立的選択機構や、センサー動作のダイナミックスケ

ジューリング等、センサーの特性に適応した効果的な電源制御技術が開発

されている。一部のセンサーノードでは 80%以上の電力削減が達成され、

常時電源 ON 領域においても超低電力発振回路の動作を確認する等、最終

目標の実現可能性を示す研究進捗が認められる。 

○ 静的なモデルのみならず、センサーからの出力の動的な変動に応じて電源

制御の最適化を行う仕組みになっている点が良い。 

○ センサーノードの低電力化にむけてノーマリーオフプロジェクトを実施

している。集中研側のソフトウェア技術と分散研側のハードウェア技術を

融合することから、センサーネットワーク向けノーマリーオフマイコンシ

ステムスケジューリング技術によるアクティビティ局所化手法を開発し
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ている。低電力センサーノード向けノーマリーオフアーキテクチャを提案

し、そのなかでクロックなどの常時オンのものの低電力化に関しても着手

している。具体的にはセンサーの特性評価に基づき電源制御技術を開発し、

さらには評価環境の整備をすることから、統合的なセンサーノード低電力

化技術統合評価し、さらには実施デモを達成している。製品化に関しては

ノーマリーオフマイコンボードを試作して、顧客システム開発のための開

発環境を整備し、他社による競合製品とのベンチマークテストを実施して

優位性を既に示している。これらの成果は大いに評価できる。 

○ 既存のマイコンが複雑な省電力機構を提供しているのに対して、ユーザに

使いやすいチップを提供しようとしている点は評価できる。 

○ センサーの電力制御、プロセッサのスタンバイモードとスケジューリング、

評価環境の構築と実証実験は、中間評価として適切な成果である。デモに

よる成果提示はわかりやすいものであった。 

○ 事業化についても、ハード面、ソフト面から検討しており、最終に向けて

期待できるものとなっている。 

○ 電池の開発が現在世界中で非常に大きい努力でなされているが、このよう

な省エネルギー技術の方が実効あることは明らかである。今回の報告を読

むとより大きな体系の中の一つの部分のような印象を受ける。しかしこの

ような制御技術が基本になければ具体的な用途も見えてこないことも明

らかである。ノーマリーオフ評価ボードが出来上がったことの意義は非常

に大きいと思われるので、今後の発展が期待できる。 

○ センサーネットワーク応用に着目したノーマリーオフ技術の確立という

設定は今後の CPS（Cyber Physical Systems；実世界と IT が緊密に結合

されたシステム）社会を見据えるとよい内容である。また、アナログ回路

のノーマリーオフ化は、今後、様々な応用への展開の可能性があるため、

期待できる技術開発である。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 各センサーの特性評価において、特に湿度センサーの場合、現時点での動

作評価用アナログ出力回路では、電源 ON 時に長時間の出力安定時間を要

すること等が明らかにされている。多様な物理情報を扱うマルチセンサー

システムを構築する際には、各センサー系の特徴により、周辺回路におい

ても様々な課題が生じることが懸念されるので、最終目標の実現に向け早

期に総合的な電力効率評価を行いボトルネックの洗い出しを図ることが

望まれる。 

● センサーネットワークでは通信部分の消費電力は無視できない場合が多
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い。他プロジェクトで実施しているとの事であるが、それを理由に、本事

業において最初から十分に考慮しないのは適切でない。何らかの妥当な前

提を設定するなり、通信を踏まえた研究開発が必要である。 

● 開発したスケジューラ等が前提としている時間粒度と、実証実験でとりあ

げられているバスシステムの時間粒度が大きく異なる。これが問題、とい

う訳ではなく、センサーネットワーク応用ではどの程度の時間粒度のレン

ジがあり、どの技術がどの粒度に適しているのかを明確にし、適切な最適

化技術を導入することが重要となる。想定する各種応用が要求する時間粒

度と、それに対して適切な時間粒度を有するノーマリーオフ要素技術を整

理した上で、実用化・事業化を見据えたアプリケーションと開発する要素

技術の（最適化対象となる時間粒度に関する）マッチングを明らかにすべ

きである。 

● 目標達成については、システム的に 1/10 となると思うが、計算機システ

ムとしてのトータルな効果を、アプリケーション、ユースケースと合わせ

て、実質的な効果を検討していただきたい。 

● 特に、集中研においての設計方法論と連携し、より広範囲に適用可能な方

式を目指せると良い。 

● 事業化におけるノーマリーオフ API については、強みを活かした展開を

期待する。従来のプロセッサでもできるような API と同時に本成果を用

いると圧倒的な省電力が可能な API を期待する。また、従来のユーザを

取り込んだ形で拡充するようなエコシステムの形成については、積極的に

ご検討いただきたい。 

● 電源制御技術のキーテクノロジー（他社が持たない新規性）が不明確。従

来からある DPM 技術を組み合わせ、それをハードウェアで実現している

に過ぎないようにも思われる。 

研究項目①全体の題目が「次世代不揮発素子を活用した電力制御技術の開

発」であるが、この研究項目では、不揮発素子を有効に活用していない。 

現在の実用化スケジュールで競争的に有利な製品となるか疑問。より早い

時期に実用化しないと、他社との差別化は難しいと思われる。 

● 制御技術でノーマリーオフを実現しているが、アプリケーション次第で最

終形態が変化するため、最終製品の形態という具体性に関して向上が求め

られる。また、他国の様々な会社との技術的な圧倒的な優位性があるの

か？が不明であった。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ 多様な環境情報を抽出可能なマルチセンサーシステムの実用化に際しては、
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電力効率向上に向けて考慮すべきパラメータ数が増大すると思われる。集

中研で開発する汎用評価ボードの活用により、様々なセンサーノード群を

対象とする汎用性の高い電力効率向上技術の開発が望まれる。 

・ 各種センサーの特性の調査は価値あるデータだと思われるが、一般性がな

いため、これらの結果が本事業の最終目標にどう活かされるのか明確にす

べきである。 

・ 研究項目①-1と同様 IPとソフトウェア側の制御の IPもセットでフレーム

ワーク化、I/F 化し、集中研での活動を含め、そこのデファクト、標準を

取っていくようなことができると良いのでは。 

・ 本開発で述べられているような方式を盛り込んだプロセッサを作ることは

計画にないかもしれないが、本提案の内容は実チップで発揮されるように

見受けられることから、成果を見ながらプロセッサを作ることも検討でき

ないだろうか。 
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２．３ ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

「研究開発成果」、「実用化、事業化の見通し」および「今後に対する提言」 

 

ヘルスケアセンサーとしての実用的な使用状態として、具体的な省電力性能

を目標設定し、製品イメージを明確にした研究開発が推進されている。特に、

データ計測部及びデータバッファ用メモリ回路部においては、最終目標レベル

の成果が達成されている。課題として残されている動作時電力量の低減につい

ても、具体的な開発方針が明確化されており、実用レベルの成果が期待できる。

実用化した際に顧客となるパートナーと連携した技術開発であり、事業化の出

口がしっかりと見えている点は高く評価できる。 

一方、加速度センサーならびに MCU 部の消費電力が最終的には支配的とな

るので、これらに関しても、ノーマリーオフコンピューティング技術をより積

極的に活用できないかの検討を期待する。また、単にハード面だけにとどまら

ずソフトウェアとの検討を、後半で十二分に検討してより活かせるようにして

いただきたい。特に、集中研での設計方法論と合わせて、本成果がより発展で

きる実施体制を期待する。また、米国のベンチャー企業が積極的に参入してい

る市場であり、シェアを確保するためにはスピード感をもって製品投入をする

必要がある。 

 

〈主な肯定的意見〉 

○ ヘルスケアセンサーとしての実用的な使用状態として、２週間程度のバッ

テリー駆動を想定した具体的な省電力性能を目標設定し、開発体制に機器

メーカを加える等、製品イメージを明確にした研究開発が推進されている。 

計測回路、計測アルゴリズムの高度化、計測データ保持用 FeRAM の低電

圧化、間歇動作など、ハードウェア、回路、ソフトウェアに係る様々な角

度からの低電力化技術が開発されている。特に、データ計測部及びデータ

バッファ用メモリ回路部においては、最終目標レベルの成果が達成されて

いる。課題として残されている動作時電力量の低減についても、新規メモ

リアーキテクチャ、FeRAM の低電圧化、サンプリングソフトウェア部の

協調設計など具体的な開発方針が明確化されており、実用レベルの成果が

期待できる。 

○ 実用化した際に顧客となるパートナーと連携した技術開発であり、事業化

の出口がしっかりと見えている点は高く評価できる。特に、機能要求仕様

が明確になっており、最終目標に対しても着実に研究開発を進めている。

また、競合他社に対する優位性も明確であり、今後の進展に期待できる。 

○ 生体計測用のウェアラブルな計測装置に対するノーマリーオフの適用を
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進めている。2 週間の連続動作をする心拍・加速度センサーを目指すとい

うことで、それに向けたノーマリーオフ素子を FeRAM を用いて取り組ん

でいる。目的とするアプリケーションが明らかで、最終製品の形態も明ら

かなため、研究開発と実用化が一体化していることが評価できる。事業化

にむけて、FeRAM の採用によるコスト増に見合った十分な電力削減効果

が得られるか？が問題であるが、その対策を練っている。 

○ 応用分野を絞って、着実に成果を挙げている。投資に見合ったリターンが

期待できる。 

○ 事業化については、すでに予定ユーザもおり、検討されている。 

○ 試作した LSI の電力性能は目標を満たしていると判断する。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 最終目標である消費電力 1/10 の見通しは十分に立っていると判断できる

が、この目標値にとらわれることなく、より低電力化を目指して欲しい。

具体的には、特に、加速度センサーならびに MCU（Microcontroller；コ

ンピュータシステムをひとつの集積回路に組み込んだもの）部の消費電力

が最終的には支配的となる。これらに関しても、ノーマリーオフコンピュ

ーティング技術をより積極的に活用できないかの検討を期待する。 

● ソフトウェア面からの検討がなかった。単にハード面だけにとどまらずソ

フトウェアとの検討を、後半で十二分に検討してより活かせるようにして

いただきたい。特に、集中研での設計方法論と合わせて、本成果がより発

展できる実施体制を期待する。 

● 米国のベンチャー企業が積極的に参入している市場であり、ある程度のシ

ェアを確保するためにはスピード感をもって製品投入をする必要がある

と思われる。後追いにならないようにしてほしい。 

● ノーマリーオフ技術の適用が今一つ明確でない点があるので、後半でより

明確にしていただきたい。また、競合他社との優位性をより強調していた

だきたい。 

● 各コンポーネントに対して、効果の寄与を明確にし、ノーマリーオフでど

こがどれくらい効果があったか、また、後半を進める中で、何を、どこま

で削減できるのかを明らかにしながら、最終目標を達成していただきたい。 

事業化は IP コア（intellectual property core；LSI を構成するための部

分的な回路情報で、特に機能単位でまとめられているものを指す）となる

が、IP コアとしてのサポートの形態については、後半においてより具体

的な内容を期待する。他との優位性を明らかにした上で、市場を広げる方

策を示して検討いただければと思う。 
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● ここで開発した技術を、他の分野にも適用できるように一般化／汎用化す

ることも視野に入れると、さらに良い。 

 

〈その他の意見〉 

・ ヘルスケアは今後の大きな市場を期待できる。昨今では、個人の生態（も

しくは行動）情報をデータベース化し、一部、共有することでより健康志

向となるアプリケーションも多く存在している。このような、ヘルスケア

指向アプリケーションの動向を踏まえた上で、一歩先を行くデバイス開発

を続けるべきである。 

・ 直近の事業化では SW（Software；ソフトウェア）は少ないが、その更に

5 年先などを見ると、SW 量は増えてくると思われる。そうすると集中研

で行っている SW 関連の技術との連携が重要になってくるので後半ではそ

のような活動も検討してもらうと良いと思う。 
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２．４ 将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマ

リーオフ化を実現する新しいコンピューティング技術の検討 

 

「研究開発成果」および「今後に対する提言」 

種々の不揮発メモリやセンサーを接続可能な評価ボードの試作やエミュレー

ション環境の整備など、分散研での個別研究成果からプロジェクト全体で共有

できる汎用的な設計方法論の抽出を図る具体的な取り組みは高く評価できる。

特に、アーキテクチャやソフトウェア技術の高度化により達成された最終目標

レベルに近い従来比 7～8 割減の低電力化は、当該テーマの顕著な成果として評

価できる。 

一方、研究体制に関し、今後、各テーマ間での連携をより強化すべき観点か

らは、設計方法論におけるモデル化と、メモリシステム、プロセッサ、評価基

盤の密な連携が行える体制が望ましい。 

〈主な肯定的意見〉 

○ 種々の不揮発メモリやセンサーを接続可能な評価ボードの試作やエミュ

レーション環境の整備など、分散研での個別研究成果からプロジェクト全

体で共有できる汎用的な設計方法論の抽出を図る具体的な取り組みは高

く評価できる。特に、スマートセンサーシステムにおけるタスクスケジュ

ーリングや、メモリシステムにおけるハイブリッドキャッシュアーキテク

チャなど、アーキテクチャやソフトウェア技術の高度化により達成された

最終目標レベルに近い従来比 7～8 割減の低電力化は、当該テーマの顕著

な成果として評価できる。 

○ 中途半端ではなく飛躍的な省エネルギー型 PC、スマートフォンを期待し

ます。NEDO の総指揮力に期待します。 

○ 新しい応用領域を目指ざすために産学連携で集中研を設置し、そのメンバ

ーが分散研にも散らばることによって集中研と分散研の間で適切なリン

クが形成される体制を構築していることが評価できる。中間目標達成に関

しては、②-1 ノーマリーオフ実機評価環境の開発として集中研用ノーマリ

ーオフ評価ボードを試作し、それらを連結・制御可能としたこと、②-2

においては実アプリケーションに近い環境で STT-MRAM を L1、L2 キャ

ッシュメモリに適用した場合のメモリアクセスログをサイクル精度でト

レースできる環境を構築したこと、②-3 においては設計方法論の研究開発

においてノーマリーオフの消費電力をモデル・定式化してノーマリーオフ

最適化技術の評価を実現していることが評価できる。 

○ PL は出来ていることと出来ていないことを整理して、正確に説明したこ

とが高く評価できる。各論において出来ていないことなどを明確にする姿
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勢は、それを克服しようとする決意の表れであり高く評価できる。 

○ 評価基盤プラットフォームの構築は、今後のノーマリーオフコンピューテ

ィングの普及には必要不可欠である。特に、可能な限り公開することを念

頭に置くということであったので、成果の公開と普及を是非進めて頂きた

い。また、集中研と分散研の間のインタラクションにより、一部では相乗

効果を得ている。これはプロジェクトリーダーによる適切な研究開発マネ

ジメントの実施によるものと評価できる。 

○ 集中研は非常に重要な役割を担っており、成果も挙げつつある。 

○ ノーマリーオフコンピューティングの設計方法論を確立しようという取

り組みは評価できる。また、評価基盤の構築は、着実に進行している。 

○ ノーマリーオフコンピューティングの確立として、本テーマは極めて重要

な位置づけとなっている。要素技術だけではなく、要素技術をまとめ、コ

ンピューティングとして昇華するプロジェクトは学術的な意義のみなら

ず、産業技術として必要不可欠な項目であり、NEDO が率先してこのよ

うなテーマを実施することは公共事業の観点から欠くべからずの内容と

なっている点を高く評価する。 

○ ノーマリーオフの評価として、二つの評価ボードの試作は中間評価として

適切である。設計方法論については、モデル化とシミュレーションにより

ノーマリーオフコンピューティングの基盤の確立と効果の確認を行って

おり、適切な成果である。 

○ 研究開発体制については、東大と各社が参加しており、産学連携体制とし

ては適切である。 

 

〈主な問題点・改善すべき点〉 

● 中間評価として成果をあげているが、次の点をご検討いただきたい。 

ノーマリーオフコンピューティングの最適化技術の確立として、本テーマ

は異色的であると同時に、研究開発成果の一般化として極めて重要なテー

マである。ただし、今後後半において、各テーマ間での連携をより強化す

べき観点からは、体制が 2-1～2-3 に分かれている必要性が疑問である。

特に、2-1 が本年 9 月で完了見込みとなっていることから、体制の再編は

不可避に思える。設計方法論におけるモデル化と、メモリシステム、プロ

セッサ、評価基盤の密な連携が行える体制が望ましい。 

● 新しい応用領域という実施方針が曖昧であるため、各論的には新しいこと

が多いが、総論という観点から新しい応用という意味では今後の進展によ

る定義化が期待される。 

● ノーマリーオフコンピューティングシステム設計方法論に関しては、「メ



 

 
1-32 

モリ階層（の一部）」について着実に成果を挙げている。しかしながら、

現状では、「メモリシステム全体を視野にいれた上での不揮発メモリと従

来メモリ階層のミスマッチ」や「それを発展させた上でのシステムとして

の設計法」にまでは到達していない。中間評価の現時点では、すでに十分

な成果を挙げているが、今後、このようなより一般化した大域的な研究開

発が期待される。 

● 予算の大半が研究項目②−１に投じられているのが、バランスが悪い。 

ノーマリーオフコンピューティングのためのソフトウェア技術に、より力

を入れるべきである。 

 

〈主なその他の意見〉 

・ 今後、個別テーマ｢高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低

電力化技術｣と｢スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術｣の成

果をどのように統合するのか、十分な議論が必要である。本質的に、評価

環境として備えるべき機能や要件を整理した上で、これらの統合作業に取

り組むべきである。 

・ OS との関係、動的スケジューリング、マルチ・メニーコアへの対応など

の検討が今後必要になると思われる。 

・ 研究項目②を 3 つに分ける意義は低い。 

・ 設計方法論の中に、API、センサーネットワーク、組込み OS やライブラ

リなどの基盤ソフトウェアの専門家が加わると、より各層の連携が強まり、

トータルシステムとしての評価が行えるように思える。 
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３．評点結果 

３．１ プロジェクト全体プロジェクト全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A A A A A B A 

２．研究開発マネジメントについて 2.0 B B B B B B B 

３．研究開発成果について 2.9 A A A A A A B 

４．実用化・事業化に向けての見通し及

び取り組みについて 
2.3 A B B B A B B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 

・重要             →B 

・概ね妥当           →C 

・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化に向けての見通し及び 

  取り組みについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当                   →C 

・見通しが不明        →D 
 

 

  

 

平均値 

2.3 

2.9 

2.0 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての
見通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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３．２ 個別テーマ 

３．２．１ 高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技

術 

 

 

 

 

 

 

 

３．２．２ スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２．３ ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

 

 

 

 

 

 

 

３．２．４ 将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノ

ーマリーオフ化を実現する新しいコンピューティング技術の検討 

 

 

 

 

 

 

平均値 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

1.研究開発成果

平均値 

2.0 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

1.研究開発成果

平均値 

2.0 

2.3 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組み

1.研究開発成果

平均値 

2.6 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組み

1.研究開発成果
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ 高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技

術 

 １．研究開発成果について 2.9 A A A A A B A 

 ２．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて 
2.0 

B B B B B B B 

３．２．２ スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術 

 １．研究開発成果について 2.3 A A A B B B C 

 ２．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて 
2.0 

A B B B B B C 

３．２．３ ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

 １．研究開発成果について 2.4 B B A B A B A 

 ２．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて 
2.6 

B A B A A B A 

３．２．４ 将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノ

ーマリーオフ化を実現する新しいコンピューティング技術の検討 

 １．研究開発成果について 2.6 A A A A B B B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈判定基準〉  

１．研究開発成果について ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当          →C 

・見通しが不明        →D 
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事業原簿 

次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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概 要 

最終更新日 平成 25 年 8 月 6 日 

プロジェクト名 
ノーマリーオフコンピューティング

基盤技術開発 
プロジェクト番号 P11001 

担当推進部/担 

当者 

電子・材料・ナノテクノロジー部 田崎 英明（平成 23 年 9 月～平成 24 年 3 月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 畠山  敦 （平成 24 年 4 月～平成 24 年 12 月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 波佐 昭則（平成 25 年 1 月～平成 25 年 3 月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 高橋 伸幸（平成 25 年 4 月～平成 25 年 8 月現在） 

０ ．事業の概要 

我が国が優位性をもつ不揮発性素子に関わるハードウェア技術の更なる高度化と併せて、

不揮発性素子を用いる機器・システム等のアーキテクチャ、ソフトウェア及びシステム化の要

素技術を世界に先駆けて確立する。 

Ⅰ．事業の位置 

付け・必要性 

について 

スマートグリッドやクラウドコンピューティングといった流れの中、今後コンピュータが社会の

あらゆる局面で活用されることが予測されるが、その実現のためには、メンテナンスの観点・

低炭素化の観点から更なる機器・システムの低消費電力化が求められる。しかしながら、半

導体の微細化を中心とした従来技術では機器・システムの高集積化と低消費電力化の両

立が困難になってきており、新たな技術的アプローチが求められる。電源を切っても情報を

保持できる次世代不揮発性素子は、この点で大きな可能性を秘めている。本プロジェクト

は、同素子を用いた低消費電力システムの実現のための基盤技術の確立を目指すもので

ある。 

Ⅱ. 研究開発マネジメントについて 

                                                              

 事業の目標 

次世代センサーネットワーク、モバイル情報機器、サーバ等、不揮発性素子を用いると想定

される機器・システムにおいて、不揮発性素子を用いたハードウェア技術、ソフトウェア技

術、コンピュータアーキテクチャの一体的な開発により、システムとしての低消費電力性能

（電力あたりの性能）を本事業開始時に対して 10 倍とすることを実証する。 

事業の計画内

容 

主な実施事項 H23fy H24fy H25fy H26fy H27fy  

①-1 高速低消費不揮発メ

モリシステムによる携帯情

報端末低電力化技術 

      

①-2 スマートシティ･センサ

ーネットワーク低電力化技

術 

      

①-3 インテリジェントビルを

指向するセンサーネットワ

ーク低電力化技術 

      

①-4 ヘルスケア応用生体

情報計測センサーネットワ

ーク低電力化技術 

      

②-1 ノーマリーオフ評価基

盤･プラットフォームの研究

開発 

      

②-2 超高速不揮発メモリを

活用するノーマリーオフメモ

リシステムプラットフォーム

の研究開発 

      

②-3 ノーマリーオフコンピュ

ーティングシステム設計方

法論の研究開発 
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開発予算 

（百万円） 

契約種類： 

（共同研究  

負担率（1/2）） 

会計・勘定 H23fy H24fy H25fy H26fy H27fy 総額 

特別会計（需給） 426 661 645   1,731 

総予算額 426 661 645 
 

 
 1,731 

開発体制 

経産省担当原課 商務情報政策局 情報通信機器課 

プロジェクト 

リーダー 

中村 宏 

東京大学大学院情報理工学系研究科 教授 

共同研究先 

共同研究先：（株）東芝、ルネサスエレクトロニクス（株）、ローム

（株） 

 

共同実施先：東京大学 

 

再委託先：電気通信大学、東北大学、独立行政法人産業技

術総合研究所、大阪大学、はこだて未来大学、立命館大学、

神戸大学、オムロンヘルスケア（株） 

情勢変化への

対応 

（１）実施テーマの見直し整理による実施方針・計画の変更 

プロジェクト開始年度に設定されたテーマに関して見直し、重複と目標の明確化を実

施。その結果、｢インテリジェントビルを指向するセンサーネットワーク低電力化技術（日本

電気（株）、NEC システムテクノロジー（株））｣を平成 23 年度を持って終了した。これによ

り、平成 24 年度より、実施テーマを一部削除し、実施体制を変更した。 

（２）プロジェクトリーダーによる実施方針・計画の変更 

平成 24 年度 5 月より、プロジェクトリーダー（中村 宏 東京大学教授）を置いた実施体

制として、プロジェクトの運営を行っている。 

（３）事業組合の設置による実施方針・計画の変更 

平成 24 年度 7 月より、ノーマリーオフコンピューティング有限責任事業組合(LLP)を置い

た実施体制として、プロジェクトの管理を行っている。 

中間評価結果

への対応 
平成 25 年 7 月中間評価実施予定のため現時点記載すべき事項無し 

  
評価に関する

事項 

事前評価 平成 22 年度実施  担当部 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 平成 25 年度 実施予定 

事後評価 平成 28 年度 実施予定 

Ⅲ．研究開発成 

果について 

①－1：高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 

高速・低消費電力(3ns, 50μA)で書き込み動作可能なMTJ記憶素子を実現し、これを用

いてアクセスタイムは5ns以下のDRAM/MRAMハイブリッド回路を設計した。新しいメモリ階

層を導入したプロセッサの消費電力シミュレーションの結果と総合して、従来のキャッシュメ

モリと比較して電力効率10倍以上となる条件を明確化した。 

①－2：スマートシティ・センサー ネットワーク低電力化技術 

自律適応型電源制御技術と評価用ソフトウェアの仕様策定・設計を行い、センサーノード

電力プロファイル評価環境を使い電力削減効果を評価し、従来のマイコンを用いたセンサ

ーノード（通信除く）と比較し10倍のノーマリーオフ低電力化性能に到達可能かを評価し、

技術課題を明確化した。 

①－4：ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

生体情報処理に特化して間歇動作指向アルゴリズム、電源管理アーキテクチャ、メモリア

ーキテクチャの研究開発を行い、試作開発およびシステムレベル評価を実施し、システムと
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しての電力消費性能を5倍、平均消費電流38μAを実現した。 

②－1：ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォームの研究開発 

種々の応用分野のアプリケーションに対して、ノーマリーオフ制御評価を実行できる実機

評価環境（集中研評価ボード）の仕様設計を完了し、②－3で検討する詳細な電力性能情

報を取得するためのエミュレーション技術の試作・評価を実施し、仕様を決定した。 

②－2：超高速不揮発メモリを活用するノーマリーオフメモリシステムプラットフォームの研究

開発 

実際の使用環境に近い状態で、プロセッサ電力・性能を評価することが可能なシミュレー

ション環境を構築した。これにより、L1キャッシュメモリ以上の階層はSRAMを、L2キャッシュ

メモリにSTT-MRAMとDRAMのハイブリッドメモリを用いる新型メモリ階層での電力評価を行

い、電力効率が10倍以上となるプロセッサの動作条件（動作時間/待機時間比率など）を求

めることが可能になった。 

②－3：ノーマリーオフコンピューティングシステム設計方法論の研究開発 

不揮発メモリを用いたシステムのノーマリーオフ電力モデルの定式化し、②－1、②－2と

連携して、汎用性を指向するソフトウェア技術としてのアクティビティ局所化手法および高速

不揮発RAMの性能/電力向上のためのMRAMとSRAM/DRAMを効果的に使い分けるハイ

ブリッドキャッシュアーキテクチャを開発した。 

投稿論文 「査読付き」 39 件、「その他」 79 件 

特  許 
「出願済」 54 件（うち外国出願 25 件）、「登録」 0 件、「実施」 0 件 

特記事項：なし 

その他の外部発

表 （ プ レ ス 発 表

等） 

・ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発プロジェクト公開シン

ポジウム（第１回）（2013 年 4 月 16 日）横浜情報文化ホール 

・プレスリリース 

2012 年 12 月 10 日 不揮発キャッシュメモリ向け高性能 STT-MRAM

の開発（東芝） 

・Web 掲載 

日経 Tech-On!  2012 年 9 月 20 日 

              2012 年 11 月 20 日  

              2013 年 4 月 23 日  

トラ技ニュース  2012 年 10 月 25 日 

Ⅳ．実用化・事 

業化の見通し 

について 

ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発では、具体的な 3 つの応用製品、携帯情報

端末、スマートシティ・センサーネットワーク、ヘルスケア応用をターゲットに開発を行う。これ

らが当初の技術目標を達成したあかつきには、スマートメモリシステム、マイコン、特定用途

向け LSI という半導体製品として、PJ 終了後、それぞれ事業化されることが期待できる。 

 

Ⅴ．基本計画に 

関する事項 

 

作成時期 平成 23 年 3 月 作成 

変更履歴 
平成 23 年 7 月 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法の改正に伴う改訂  
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プロジェクト用語集 

 

用語 説明 分類 

スイッチング動作 
トランジスタのオープン状態とショート状態を切り替えるこ

と。 
共通 

ダイナミック電力 スイッチング動作により消費する電力。 共通 

スタティック電力 
スイッチング動作を行わなくても電源が投入されているだ

けで消費する電力。 
共通 

パワーゲーティング 不要な回路素子の電力供給を停止する電力制御手法。 共通 

揮発性メモリ 
電力供給が行われなくなると記憶内容が不定となるメモ

リ。 
共通 

不揮発性メモリ 電力供給が行われなくとも記憶内容を保持できるメモリ。 共通 

メモリ階層 

高速小容量のメモリから大容量低速のメモリまで、多種の

メモリを組み合わせることで、アクセス速度と容量を両立

するメモリ構成。 

共通 

SRAM 

Static Random Access Memory の略。通常は 6 つのトラ 

ンジスタの組で形成されるメモリである。トランジスタプロ 

セスのみで作製できること、各種メモリ中で最も動作速度 

が高速であるという特徴があるが、面積が大きい、電源を 

切ると記憶が失われる揮発性である、という欠点もある。 

共通 

DRAM 

キャパシタに電荷を保持することによりデータを記憶する

メモリ。長期間の保持が出来ないので、定期的にリフレッ

シュが必要である。揮発性である。 

共通 

損益分岐点（BET） 2 種類の制御手法を比較し、その損益が逆転する点。 共通 

CMOS MOSFET を相補型に配置したゲート構造。 共通 

ロジック回路 論理演算を行う回路。 共通 

携帯情報端末 情報を携帯して扱うための小型機器。 ①－1 

MTJ   

(MagneticTunnel 

Junction) 

トンネル磁気抵抗効果を発現するトンネル接合であり、強

磁性膜 / トンネル絶縁膜 / 強磁性膜から構成される。

2 層の強磁性膜の相対的な磁化（スピン）方向により、ト

ンネル絶縁膜におけるスピン偏極電子のトンネル確率

（抵抗）が変化する。 

①－1 

スピン RAM 

電流磁場方式の MTJ に、一定方向の電子スピンをもつ

電流だけを通過させる膜（スピンフィルタ材料）を付加し、

スピントルクによる電子の反転作用によって書き込みを行

うメモリ。不揮発メモリ。 

①－1 

微細化 半導体をより小型にすること。 ①－1 
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センサーネット 
多数のセンサーを空間に散在させそれらが協調して情

報を収集するシステム。 
①－2 

スマートシティ 
センサーネットなどの先端技術を用いて社会インフラを

効率化・高度化した都市。 
①－2 

動作アクティビティ 
全実行時間に対する、真に動作しなければならない時間

の比率。 
①－2 

サイバーフィジカルシ

ステム 

実世界との関わりを意識し、サイバー空間のコンピューテ

ィング能力を組み合わせて、社会的な課題を解決しようと

する試み。 

①－2 

インテリジェントビル 電力通信インフラを強化した高付加価値オフィスビル。 ①－2 

ヘルスケア 健康の維持や増進のための健康管理。 ①－4 

強誘電体 
外部に電場がなくても電気双極子が整列しており、かつ

双極子の方向が電場によって変化できる物質。 
①－4 

FeRAM 
強誘電体メモリ。強誘電体のヒステリシスを利用し情報を

記録するメモリ。不揮発メモリ。 
①－4 

ウェアラブル 身につけて持ち歩くことができること。 ①－4 

SoC 
一つの半導体チップ上に必要とされる一連の機能を数

隻する設計手法。 
①－4 

不揮発 FF 
従来の揮発フリップフロップに不揮発メモリを組み合わせ

ることにより、不揮発性を付加したフリップフロップ。 
①－4 

レジスタ 
プロセッサなど論理回路の内部でフリップフロップなどに

より情報を保持する装置。 
①－4 
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I. 事業の位置付け・必要性について  

1. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

1.1 NEDO が関与することの意義  

電機製品の省電力化という観点で見ると、半導体素子の微細化技術は長らく大きな役割を果たし

てきた。しかしながら近年微細化が極限まで進んだ結果、リーク電流が増加し構造的にも閾値電圧

の更なる低下は困難になってきており、電機製品の更なる省電力化のためには従来とは視点が異な

るアプローチが求められるようになっている。 

他方、近年 FeRAM、MRAM 等、次世代不揮発性素子の急速な性能向上が達成されており、これ

ら次世代不揮発性素子を有効に利用すれば従来の素子技術では達成が出来ない程の細粒度で電

力を制御し省電力化を実現する「ノーマリーオフコンピューティング」が可能になることが予測される。 

これを産業への影響という観点で見た場合、現在のコンピューティングの在り方自身を変革する可

能性もあり、世界に先駆けてこの分野の研究開発に取り組むことは我が国の産業競争力強化という

文脈でも大きな意義を有すると考えられる。 

実際、2006 年 3 月に閣議決定された「第 3 期科学技術基本計画」で、重点推進 4 分野の一つと

して情報通信分野が上げられ、具体的に、エネルギー消費量増大の課題にも配慮した「IT イノベー

ションプログラム基本計画」（2006 年 4 月、経済産業省制定）に展開された。さらに、2011 年 8 月に閣

議決定された「第 4 期科学技術基本計画」では「グリーンイノベーション」を強力に推進していくことが

示され、その中に、情報通信機器やシステム構成の一層の省エネ化への取り組みがあげられている。

直近では、「日本再興戦略」（2013 年 6 月、閣議決定）で提示された「世界最高水準の IT 社会の実

現」に向けて、「科学技術イノベーション総合戦略」（2013 年 6 月、閣議決定）で、第 4 期科学技術基

本計画と整合をとる形で、長期ビジョンと短期プログラムが設定された。この中で、2030 年までの目

標である「革新的デバイスによるエネルギー効率向上及びエネルギー消費の削減」に対して、中間

段階において達成しておくべき姿（2020 年頃）として、情報機器では、「10 倍程度の電力効率のノー

マリーオフコンピューティング技術を実現すること」、としている（図 I-1）。 

 

図 I-1 政策上の位置づけ 
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本プロジェクトは、将来の情報通信分野における低炭素社会を実現する中核的・革新的技術であ

り、我が国エレクトロニクス産業の優位性の確保と情報化社会の推進にとって大きな意義を持つもの

である。 

しかしながら「ノーマリーオフコンピューティング」の実現には素子技術のみ成らず、基本ソフトウェ

アの見直し、コンピュータアーキテクチャの再検討など多岐にわたる側面からのアプローチが必要で

あり、また従来の延長線上にない画期的な挑戦でりリスクも高く、民間単独では行うことは極めて困

難である。 

従って本プロジェクトは、産学官の英知を結集して開発を行う必要があることに加え、その関連産

業の国際競争力強化、および国家的重点目標である高度情報化社会の実現に寄与するものであり、

産業政策・情報政策の面からも極めて重要な課題であることから、国家プロジェクトとして NEDO が

関与すべきものと考えられる。（図 I-2） 

 

 

図 I-2 NEDO が関与する意義 

 

1.2 実施の効果（費用対効果） 

本プロジェクトは、事業期間 5 年間、事業規模約 65 億円の計画で進められている。内、NEDO 負

担率は 1/2 である。  

 

（１）経済効果 

半導体分野は、現在、世界全体で約 25 兆円の市場が存在し更に拡大している。その中で、本プ

ロジェクトが開発を目指しているノーマリーオフ技術は、大きな省エネ効果を武器に新たな製品群を

生み出し、日本半導体製品の市場優位性を確保出来るものと期待される。即ち、ノーマリーオフ用

不揮発メモリ技術、低消費電力マイコン技術、低消費電力 LSI 技術の確立を通して、新たなノーマリ

ーオフ技術適用市場が展開され、例えば本事業で対象とする各半導体製品では、半導体（携帯情

報端末用）、省電力マイコン、及び省電力LSIを合わせて計約7,000億円の経済効果が期待される。 

更に、その応用展開により、スマートシティ向け・生体情報向け各種センサーネットワーク分野やモ
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バイル・携帯機器分野をはじめとして、社会に広く超低消費電力型コンピュータの普及を促進するこ

とで、大きな経済的波及にも貢献できる。一例として、国内パソコン・スマートフォン機器の 2030 年で

の市場を予測し、ノーマリーオフの普及を 50%と仮定して試算すると、その経済的インパクトは、約

7,000 億円のレベルに達すると考えられる。 

 

（２）省エネルギー効果 

本プロジェクトの研究成果であるノーマリーオフコンピューティングにより、IT 機器の省エネを、キ

ーデバイスの低電力化で実現したと仮定すると、2030年には、23億 kWh の電力削減が期待される。 

また、炭酸ガス削減量に換算すると、128 万トン/年である。世界では、GDP 比ベースでの案分を

仮定すると、2,000～3,000 万トン/年の省エネ効果の期待に相当する。 

 

2. 事業の背景・目的・位置づけ 

2.1 事業の背景  

スマートグリッドやクラウドコンピューティングといった流れの中、ネットに流れる情報量の爆発的な増

加、それに伴う IT 機器の待機電力を含む消費電力の急激な増加も指摘されており（図 I-3）、今後コン

ピュータが社会のあらゆる局面で活用されるためには、メンテナンスの観点・低炭素化の観点から更な

る機器・システムの低消費電力化が求められる。電源を切っても情報を保持できる次世代不揮発性素

子は、この点で大きな可能性を秘めている。 

当該分野のデバイス開発においては我が国の技術的水準は最先端にあって大きな発展の可能性を

秘めているが、不揮発性素子やその周辺分野の更なる技術向上が必要である。他方でコンピュータア

ーキテクチャやソフトウェアの面では諸外国に比べて必ずしも研究開発が盛んでなく、早急な取り組み

が求められる。また、次世代不揮発性素子については今まで各国で盛んな取り組みが行われており、

一部実用化も図られている。ただし、コンピューティングシステム全体としての取り組みは顕在化してお

らず、我が国が世界の開発をリードできる可能性がある。 

 

                             

図 I-3 ネット情報量、IT 情報機器の予測 

グリーンＩＴイニシアティブの推進 平成20 年10 月 経済産業省商務情報政策局 発表資料より

http://www.csai.jp/semina/2008/1006_semina.html
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2.2 事業の目的 

本プロジェクトの目的は、システムとしては動作中であっても真に動作すべき構成要素以外の電

源を遮断する「ノーマリーオフ」を目指し、我が国が優位性を持つ不揮発性素子に関わるハードウェ

ア技術の更なる高度化と併せて、不揮発性素子を用いる機器等のアーキテクチャ、ソフトウェアおよ

びシステム化の要素技術を世界に先駆けて確立することにより、同素子の特性を活かした新市場を

創出し、併せて超低消費電力機器の普及により、温室効果ガスの削減に寄与することである。 

 

2.3 事業の位置づけ  

欧米においては、大型の産学連携ナノエレクトロニクス拠点の整備がここ数年で飛躍的に進み、

不揮発性素子を含む次世代デバイスに関する実用化を目指した研究が活発に行われている。しか

しながら、コンピューティングシステム全体をとらえての研究開発は、まだ一部でしかなく、米国政府

の MRAM を中心にしたコンソーシアムへの支援や韓国政府のメモリ素子だけでなくシステム応用の

研究開発への支援が行われつつある。今後の新たなシステム開発も加えた研究開発が活発化する

であろう状況を放置すれば、我が国の技術開発の競争力を失いかねない。 

以上のように、本プロジェクトは、世界に先駆けてノーマリーオフコンピューティングの確立を目指

すこととしており、その成果の波及はわが国の競争力の確保と、エネルギー消費削減・低炭素化の

両方に貢献すると期待されるため、本プロジェクト推進の必要性は高い（図 I-4）。 

 

 
図 I-4 ノーマリーオフコンピューティングの優位性 
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II. 研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標 

 

コンピューティングシステムの構成要素である半導体素子の消費電力は、スイッチング動作に伴って

消費されるダイナミック電力と、待機時にも消費されるスタティック電力がある。素子の微細化によりこのス

タティック電力が消費電力全体において占める割合が増大し問題となっており、システムの低消費電力

性能（電力当たりの性能）を向上させるには、この待機時のスタティック電力を削減することが重要となっ

ている。 

この問題に対し、パワーゲーティング（Power Gating:電源遮断）が有望な手法として期待されている。

パワーゲーティングされた部分は通電しないため、スタティック電力を消費しないからである。そこで、動

作中のコンピュータシステムといえども、必ずしも全ての構成要素が常に必要な処理をしているわけでは

ないことに着目し、パワーゲーティングを使い不要部の電源を遮断しその部分のスタティック電力を抑え

ることができれば、大幅な消費電力削減効果が期待される。 

また、揮発性メモリを不揮発性メモリに置き換えることも同様に効果的である。揮発性メモリは待機時に

おいても情報を保持するためだけに電力を消費するが、不揮発性メモリは電力を消費せずに情報を保

持できるからである。コンピュータシステムにおいて、メモリに期待される本質的な役割は情報を記憶する

ことであり、各メモリ素子に着目するとアクセスされる頻度は極めて低いことがわかっている。したがって、

メモリにおける消費電力のほとんどは待機時のものであり、メモリに不揮発性メモリを用いることで待機時

電力を抑えることができ、やはり消費電力の削減が期待できる。 

さらに、これらの2つの手法を融合し、不揮発性メモリを導入したシステムにおいてパワーゲーティング

を適用すると、その相乗効果により大きな低電力化効果を得ることが期待できる。従来のパワーゲーティ

ングでは、揮発性素子の情報は失われてしまうため、正しい動作を再開するための情報を保持する素子

の電源は遮断することができず、その適用範囲と電力削減効果には明らかな限界があった（図 II-1-

(A)）。しかし、不揮発性素子を使えば、電源遮断部の情報を不揮発性メモリで保持することでこの制約

から解放されるためその適用範囲を広げることができ、パワーゲーティングによる低電力効果をより大きく

することができるからである（図 II-1-(B)）。 

以上のように、本事業の目的は、このパワーゲーティング技術と不揮発性メモリの相乗効果により、シ

ステムとしては動作中であっても真に動作すべき構成要素以外の電源を遮断する「ノーマリーオフ」を提

唱し、それを実現可能にする不揮発性素子を用いたハードウェア技術、ソフトウェア技術、コンピュータア

ーキテクチャの一体的なコンピューティング基盤技術の開発によりシステムの消費電力を大幅に削減し、

システムとしての低消費電力性能（電力あたりの性能）を本事業開始時に対して10倍とすることを実証す

ることである。 
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図 II-1 パワーゲーティングの対象 

 

 

【中間目標】 

次世代センサーネットワーク、モバイル情報機器、サーバ等、不揮発性素子を用いると想定される機器・シス

テムにおいて、事業終了時に求められると予測される処理性能を満たすことを前提に、不揮発性素子を用いた

ハードウェア技術、ソフトウェア技術、コンピュータアーキテクチャの一体的な開発により、システムとしての低消

費電力性能（電力あたり性能）が 10 倍となる見込みを、実験・シミュレーションにより示す。 

 

【最終目標】 

次世代センサーネットワーク、モバイル情報機器、サーバ等、不揮発性素子を用いると想定される機器・シス

テムにおいて、事業終了時に求められると予測される処理性能を満たすことを前提に、不揮発性素子を用いた

ハードウェア技術、ソフトウェア技術、コンピュータアーキテクチャの一体的な開発により、システムとしての低消

費電力性能（電力あたりの性能）を本事業開始時に対して 10 倍とすることを実証する。 
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2. 事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 

（1）課題と開発すべき技術 

１.事業の目標で述べた「ノーマリーオフコンピューティング」の実現には大きく2つの課題が存在する。 

【課題1】：不揮発性メモリの特性と従来メモリ階層とのミスマッチ 

図 II-2に従来の不揮発性メモリと揮発性メモリの比較を示す。この図からわかるように、これまでの不揮発性メ

モリのアクセス時間は、従来のメモリ階層を構成する SRAM よりも遅い。そのため、従来のメモリ階層をそのまま不

揮発性メモリで構成しようとすると、高速なキャッシュメモリを実現できないため大きな性能低下を招く。また不揮

発性素子の性能は、性能的に大きなギャップのある DRAM と Storage の間に位置するが、従来のメモリ階層はこ

の性能範囲に位置する記憶素子を活用するような設計になっていない。 

 

 

図 II-2 現状での揮発性メモリと不揮発性メモリの比較 

 

【課題2】：パワーゲーティングの時間粒度限界 

パワーゲーティングの際には、再開に必要な情報を不揮発性メモリに保存し対象回路の電源を遮断する。

しかし、不揮発性メモリへの書き込みは大きなエネルギーを必要とする。またパワーゲーティング自体もエネ

ルギーを消費する。したがって、実効的に消費電力を削減するためには電源遮断によるエネルギー削減がこ

の余分なエネルギー消費と同じになる損益分岐点（BET: Break Even Time)よりも長い時間、パワーゲーテ

ィングを行う必要がある。つまり、できるだけ時間粒度の粗い間歇動作を実現する必要がある。 

この課題を解決し、ノーマリーオフコンピューティングによる低電力化の恩恵を享受するために以下の2つ

の技術開発を行う。 

 

【技術開発1】：揮発性メモリと不揮発性メモリが混在する新しいメモリ階層 
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従来のメモリ階層は、CPUの論理演算処理部へのデータ供給能力向上を目的として設計されてきている。す

なわち、集積度の向上のみを頼りに、論理演算処理部の近くに搭載するメモリを大容量化するに対してメモリを

大容量かつ高速に見せるためのメモリ階層最適化が行われてきた。 搭載可能なキャッシュメモリをできるだけ

論理演算処理部の近くに配置し、そして多階層化することで高速性も実現して実装する手法はその典型である

（図 II-3左）。しかし、例えばキャッシュメモリに限っても、多くのアクセスされない情報が保持されていることが10

年以上前より指摘されており、揮発性メモリが消費するスタティック電力の大部分は不要な情報の保持に費やさ

れている。これは、揮発性メモリで構成されているキャッシュメモリを、スタティック電力を消費しない不揮発性メ

モリで構成することで消費電力を大きく削減できる可能性を示唆している。しかしながら、不揮発性メモリには揮

発性メモリに比べてアクセス速度が遅く、アクセス時（特に書き込み時）の消費エネルギーが大きいという短所も

ある。したがって、揮発性メモリと不揮発性メモリの長所をお互いに補完しあえる新しいメモリ階層の構築が必要

となる。 

また、DRAMとStorageの間には性能的に大きなギャップがあるため、従来のメモリ階層においては、上位メモ

リ階層からDRAMで構成される主記憶まではハードウェアによる制御、Storageを含む主記憶より下の階層は基

本ソフトウェア（オペレーティングシステム）が制御している。しかし、DRAMとStorageの間に不揮発性素子を導

入する場合には、メモリ階層間の性能差が縮小される傾向になるため、ハードウェアとソフトウェアのどちらがメモ

リ階層のどの範囲を司るのか、という点に関しても再検討する必要がある（図 II-3右）。 

本技術開発では、上記2つの点を勘案して、揮発性メモリと不揮発性メモリが混在しその長所を発揮できる新

しいメモリ階層の検討・提案を行う。 

 

 

図 II-3 不揮発性メモリを採用する新しいメモリ階層 

 

【技術開発 2】：間歇動作を指向するコンピューティング手法の開発 

前節の課題 2 でも挙げたように、頻繁なパワーゲーティングや頻繁な不揮発性メモリへのアクセスは却って消

費電力を増大してしまう。低電力効果を向上させるためには、1 回のパワーゲーティング時間を最悪でも損益分

岐点となる時間以上とし、しかもできるだけ長くする必要がある。このためには、コンピュータシステム内の動作ア

クティビティを時空間上でまとめ、できるだけ大きい粒度での間歇動作を実現することが重要となる。従来のコン

ピューティング手法は、処理スループット向上を目標としており、集積度向上を頼りに多くのトランジスタを投入し、

投入したトランジスタの利用率を向上させることを目指しているため、動作アクティビティは時空間上で分散され

る傾向にある。これに対し、本提案では、動作すべき真に必要なトランジスタを必要時にのみ動作させ、しかもそ
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のアクティビティをできるだけまとめる（＝局所化させる）、新しいコンピューティングパラダイムを提案する。ノーマ

リーオフコンピューティングによる低消費電力性能向上を目指すためには、この新しいコンピューティングパラダ 

イムを実現する設計最適化手法を開発する必要がある。 

コンピュータシステム内の動作アクティビティの時空間上の位置は、アプリケーションが必要とする処理をコン

ピュータシステムのハードウェア上へマッピングする過程で決定される。したがって、時空間上での粗い粒度の

間歇動作を実現するためには、この過程を担う以下の全てのレイヤを統合的に検討する必要がある（図 II-4）。 

・必要とする動作アクティビティを規定するアプリケーションのアルゴリズム 

・マッピングされる先のハードウェア、特に不揮発性メモリを含むメモリアーキテクチャ 

・アルゴリズムで規定された処理をハードウェア上へスケジューリングするオペレーティングシステム（基本ソフトウ

ェア）とアーキテクチャ（含むコンパイラ） 

 本技術開発では、上記のアルゴリズム～基本ソフトウェア～アーキテクチャの設計階層間の協調によるブレー

クスルーで、動作アクティビティの革新的な局所化技術を開発することで、真のノーマリーオフコンピューティング

の実現を目指す。 

 

図 II-4 動作アクティビティの局所化によるノーマリーオフコンピューティング 

 

上記 2 つの開発すべき技術、すなわち、望まれるメモリ階層、および、実現可能な間歇動作の粒度は、明らか

に実現すべき処理の特徴に依存する。そこで、研究開発項目①「次世代不揮発性素子を活用した電力制御技

術の開発」では、今後コンピュータシステムが社会で活用される重要な応用分野として、次世代センサーネットワ

ーク、モバイル情報機器をとりあげ、各応用領域において低消費電力性能（消費電力あたりの性能）10倍を達成

する電力制御技術の開発を目指す。 

【技術開発 1】のメモリ階層の観点からは、定常的に要求される処理能力、ピーク時に要求される処理能力、さら

に、【技術開発 2】の間歇動作の粒度の観点からは、それらの比率、およびピークの処理性能が要求される頻度

が、開発すべき電力制御技術に大きな影響を与えると考えられるが、センサーネットワークにおいてはその応用

形態によってこれらの特徴が異なる。そこで、スマートシティとヘルスケアの 2 つの分野を想定し、モバイル情報

機器と合わせて 3 つの応用領域で技術開発を実施する。この研究開発は、応用領域を指向したノーマリーオフ

コンピューティングの最適化技術であるので、各領域に強みを持つ参加企業が、目標達成に向けて独立した分

散研の形態で、この研究開発項目①「次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発」に取り組む。 
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一方で、今後の社会活動が必要とするコンピューティングの形態は変化することが予想され、応用分野固有

の最適化のみでは、長期にわたり真に産業力のある技術に育て上げるには不十分である。そこで、研究開発項

目①の検討結果をより普遍的な技術かつ長期的な産業競争力を有し、新しい応用領域へも適用可能なコンピュ

ーティング技術とするために、研究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的

なノーマリーオフ化を実現する新しいコンピューティング技術の検討」を、参加企業ならびに東京大学が連携・協

力し、集中研方式で遂行する。研究開発項目②では、設計階層間で協調して実現する電力制御技術の共通基

盤化を行うことで、ノーマリーオフコンピューティングを実現するコンピュータシステムの構築手法と設計方法論の

確立を目指す。研究開発項目①との相乗効果を発揮するために、研究開発項目②は研究開発項目①に対して、

評価基盤・プラットフォームの提供を行い、逆に研究開発項目①は研究開発項目②に対し、低消費電力性能 10

倍を実現する定量的な根拠とその技術の共有、さらに、各応用分野において、今後システムに対して要求される

であろうスペックのロードマップを提供する。 

 

以上のように、応用分野を指向したノーマリーオフコンピューティング技術開発である研究開発項目①「次世

代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発」は、参加企業が独立した分散研方式で実施する。一方、研

究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現する新

しいコンピューティング技術の検討」は、参加企業と東京大学が協力・連携し、集中研方式で実施する。集中研

と分散研が担当する研究開発項目および集中研と分散研の対応は図 II-5 のようになる。 

 
図 II-5 実施体制の概略 

 

 

（2）事業内容 

本研究では、2 つの大きな研究開発項目において、あわせて以下の 7 つの研究項目を実施する。 

研究開発項目①「次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発」（分散研方式で実施） 

①－1：高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 

①－2：スマートシティ・センサー ネットワーク低電力化技術 

①－3：インテリジェントビルを指向するセンサーネットワーク低電力化技術（平成 23 年度で終了） 

①－4：ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

 

研究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい 

情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を 

実現する新しいコンピューティング技術の検討」 

研究開発項目① 「次世代不揮発性素子を 

活用した電力制御技術の開発」 

分散研 

集中研 

携帯情報端末 スマートシティ ヘルスケア応用 

密に連携 
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研究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現する

新しいコンピューティング技術の検討」（集中研方式で実施） 

②－1：ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォームの研究開発 

②－2：超高速不揮発メモリを活用するノーマリーオフメモリシステムプラットフォームの研究開発 

②－3：ノーマリーオフコンピューティングシステム設計方法論の研究開発 

 

 

①－1 高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 

 （担当：株式会社 東芝） 

 スマートフォンやタブレット端末などの携帯情報端末は、年々使用台数が増え続けている。これに伴い、総エ

ネルギー消費量が増大している。これらの携帯情報端末では、ディスプレイや無線部品と並んでプロセッサの

消費電力が大きな割合を占めている。ディスプレイや無線部品は、使用しない時に電源を瞬時に遮断し、使用

する時に電源を瞬時に通電でき、「ノーマリーオフ」動作が可能である。一方、プロセッサは内蔵するメモリが揮

発メモリであるため、電源を遮断するとメモリのデータが消失する。電源を遮断するためには、一度不揮発のメモ

リにデータを退避させなければならない。よって、不要な場合でもほとんど電源が遮断できず、プロセッサのみ

「ノーマリーオン」状態となっている。さらに、携帯情報端末向けのプロセッサは、年々性能を上げており、動作

周波数も増加傾向にあり、PC向けのプロセッサの動作周波数に近づいている。これまで、CMOS微細化と低消

費電力回路設計とプロセッサのアーキテクチャにより、プロセッサの消費電力を抑えてきたが、これらの技術によ

る低消費電力化も飽和傾向にある。さらに、CMOS微細化に伴い、リーク電流の増大が著しく増大しており、現

状のままではプロセッサの消費電力は一方的に増大することになる。この結果、バッテリーの持ち時間が短縮す

ることになり、ユーザが充電を繰り返す結果、エネルギー消費量が増加し続けることになる。本研究開発では、

携帯情報端末向けプロセッサ（ノーマリーオンプロセッサ）と比較して、携帯情報端末として利用した場合で、電

力効率が10倍となるプロセッサ(ノーマリーオフプロセッサ)を実証することを目標とする。 

携帯情報端末向けプロセッサでは、既存のパワーゲーティングによって、ロジック回路部は頻繁に電源遮断

することにより効率的に電力削減されている。しかし、メモリ部は電源遮断するとデータを消失してしまうため、電

源遮断できる機会が少ない。メモリ部の大半がキャッシュメモリである。従って、消費電力のかなりの部分をキャ

ッシュメモリが消費することになる。携帯情報端末向けプロセッサのいくつかの例を調べると、典型的な使用状

況で消費電力の70～90％をキャッシュメモリが消費している。キャッシュメモリを不揮発化することで、この消費

電力を削減することが期待できる。 

しかし、その際に、既存の不揮発メモリの動作速度と動作時電力が、従来型の揮発メモリより遥かに大きいと

いう問題があり、キャッシュメモリの不揮発化が困難であった。さらに、キャッシュメモリとして置き換えるメモリは、

高い書き込み耐性がある不揮発メモリである必要がある。この特性を持つメモリは現時点ではスピンRAM以外に

はない。しかし、現在のスピンRAMの書き込み速度は中速の領域（数十nsのアクセス時間）にとどまっており、書

き込み速度の遅さゆえに性能の低下も招いてしまう。したがって、携帯情報端末のノーマリーオフ動作を実現し、

かつ消費電力低減を実現するために、高速動作可能（最低10ns以下、理想的には5ns以下のアクセス時間）で

低消費電力の新規な不揮発スピンRAMを開発する必要がある。さらに、今後キャッシュメモリが1MB,2MB・・と容

量が増大していくことと、プロセッサを構成するCMOSは微細化が40nm,28nm,22nm・・と進展していくことを考え

ると、不揮発スピンRAMのメモリセルをより小型化していく技術の開発も必要である。微細化により単位面積あた

りのメモリ容量が増大すると、キャッシュメモリ効率が高まり、メモリシステム全体が高速化するという利点も大きい。

これらの技術により、キャッシュメモリの不揮発化が実現できれば、先に述べたキャッシュメモリが消費している電

力分の70～90％をほぼ0に削減することが可能となる。 

また、メモリシステム全体の観点から、不揮発メモリの置き換えには、メモリ階層化のミスマッチと、パワーゲー
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ティングの時間的粒度限界の2つの問題がある。これらを解決することにより、電源遮断の頻度をもっと高めるこ

とができるようになるため、プロセッサの消費電力の無駄を削減できる。キャッシュメモリ不揮発化にこの効果を

加味すると、演算性能を低下させることなく、トータルでプロセッサの消費電力を10分の1以下にすることが期待

できる。 

これらの事項を考慮し、東芝は、「高速・低消費電力不揮発 RAM の開発」と「高速低消費不揮発キャッシュメモ

リ回路・システムの開発」と「超高速不揮発メモリを活用するノーマリーオフメモリシステムの開発」の 3 つを行う。 

 

 

①－2 スマートシティ・センサー ネットワーク低電力化技術 

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

スマートシティ・センサーネットワークは、サイバーフィジカルシステムの応用分野の一つとして、今後広く普及

すると見込まれている。センサーネットワークの情報流通量は、2013年から2020年に約10倍増加すると予想され

る。一方、スマートシティ・センサーネットワークでは、応用システムに依存して、用いられるセンサー種類とセン

サー毎のデータ取得時間間隔が異なる場合が想定される。センサーノードごとに複数種類のセンサーが接続さ

れるマルチセンサー構成とバッテリーによる動作時間の延長も求められている。本スマートシティ・センサーネッ

トワーク低電力化技術開発では、こうした市場動向から、従来比10倍の低電力化性能を有するスマートシティ・

センサーネットワーク対応ノーマリーオフ技術を開発する。本開発では、従来のマイコンを用いたセンサーノード

と比較し10倍のノーマリーオフ低電力化性能とするために、センサー特性評価・センサー応用技術、電源制御

技術、センサーノードシステム電力プロファイル評価環境の開発を行い、センサーノード低電力化技術統合

評価および実証デモにて開発する技術の有効性を確認する。また、常時電源ON領域の低電力化に向けた

低電力化回路技術の検討も行う。本開発では、①－2全体としての統合設計評価を行い、実証デモシステム

の知的バス停構成機能（通信を除く）について、従来のマイコンを用いたセンサーノードと比較し10倍のノーマリ

ーオフ低電力化性能を実証することを目標とする。 

「スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術」の開発では、図 II-6に示す開発スキームで集中研と連

携して技術課題の解決に取り組む。 

 

図 II-6 スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術」開発スキーム 

  

図 II-7 の集中研②－1 と連携したノーマリーオフ・マイコンシステムアーキテクチャをベースとして、各構成要

素の損益分岐時間 BET（Break Even Time）に基づき電源供給を自律的に制御する技術を開発する。併せて、

常時電源が供給される RTC の低電力化についても低電力化回路技術検討を行う。 

各技術課題と対応する集中研及び各再委託先大学の連携は図 II-8 のとおりである。 

ソフトウェア技術
・Taskレベルスケジューリング技術
・Noff-API
・Noff-HW-I/Fプロトコル

ハードウェア技術
・Noffマイコンシステムアーキテクチャ技術
・Noff電源制御技術
・システム電力プロファイリング

システムレベル
電力制御技術

ノーマリーオフ
電力最適化制御

センサー
ノード

Noff技術評価・改良、システム制御技術を確立
し、従来比1/10の低電力化の実証を目標とする

世界No1シェアを誇る当社マイコンに
適用し、センサーネットワーク社会に
対応したマイコンビジネスを狙う。

実証デモ（交通、監視分野応用想定）
・スマート・コミュニティ交通システムへの適用

(有効性実証と実適用に際する課題有無確認)センサー
ノード

センサー
ノード

センサー
ノード

センサー
ノード

センサー
ノード

【Noff評価ボード】

集中研

分散研

ノーマリーオフ評価基盤PF
動作アクティビティの最適局所化技術 低電力化技術(HW-SWの協調設計)

センサーネットワーク・システム評価
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図 II-7 階層型ノーマリーオフマイコンシステムアーキテクチャ 

 

 
図 II-8 集中研及び各再委託先大学の連携 

 

 

①－3 インテリジェントビルを指向するセンサーネットワーク低電力化技術  

（担当：日本電気株式会社、ＮＥＣシステムテクノロジー株式会社） 

※本研究項目は平成 23 年度で終了した。 

本サブテーマ①-3『インテリジェントビルを指向するセンサーネットワーク低電力化技術』において、日本電気

とＮＥＣシステムテクノロジー㈱は、兵庫県立大学(共同実施)および早稲田大学(共同実施)と協力し、インテリジ

ェントビルの高度化に対して必要となるスマート環境センサー（複数のセンサーを持ち、総合的に判断した結果

を無線で基地局に送信する無線センサー端末）の実効的なメンテナンスフリー化（15年間電池交換不要化）を

目指す低電力コンピューティング技術の研究開発を、次世代不揮発性素子を最大限活用して行う。更には、ス

マート環境センサーと協調して、ビルのインテリジェント化を実現する無線基地局の電力削減も検討し、最終的

にはスマート環境センサーのメンテフリー性能の実証実験を行う。 

本サブテーマは、インテリジェントビルの高度化に対して有効であるセンサーネットワークの低電力化技術を

開発し、市場要求の強い無線センサー端末の実質上メンテナンスフリー化を実現して新市場を創出すること及

びビルのインテリジェント化によって実現されるエネルギー消費高効率化による温室効果ガスの削減に寄与す
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センサーノードシステム電力プロファイル評価
環境、低電力化技術統合評価(ルネサス)

#1:電源制御技術

#2

#3：NVRAM活用技術 #4：ソフトウエア技術#2：センサー制御技術

#4

#4

#1 #3#2

#1 #3#2
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ることを目的としている。 

実施内容の概要について述べる。ノーマリーオフコンピューティング技術をセンサー端末に導入し、端末内

全体を不揮発化すれば、不要な時に不要なチップやチップ内の不要箇所の電源を最適に遮断することにより、

電源制御のために発生する余分な電力を最小限にしながら、待機電力が削減できる。更にCPUや通信(RF)チ

ップにおいて、新たな基本ソフトを導入し、データや設定のロードやセーブの時間を廃止し高速に立ち上げるこ

とで、その間の電力を削減することもできる。効果はこれだけではなく、待機電力を気にせずに高度な演算性能

を持つCPUやオフローダを導入できるようになり、センサーと基地局の通信頻度を減らしても不便さをユーザに

感じさせない高度な電源制御アルゴリズムや高度な通信プロトコルを導入できる。ここでの基地局は、例えば、

センサーからの情報で無駄電力を削減するグリーンタップ（一般用語：スマートタップ）のようなものを示してい

る。 

上記のような研究開発により、センサー端末の1/10以下の省電力化を可能にできると考えている。システム構

成は図 II-9に示すように不揮発オフローダーチップを加えたものを現時点では想定している。 

 

図 II-9 目標とするスマート環境センサーのシステム構成 

 

次に想定しているデバイスについて述べる。インテリジェントビルを指向するセンサーネットワークを省電力化

したシステムを構築するために想定している不揮発素子は、2種類ある。それは、我々が不揮発性素子のデバイ

ス特性として、 1.書換え回数制限 と 2.電気信号の切替回路（スイッチ回路）に適用した際の寄生容量に注目

しており、  

 それぞれの特性は 1.パワーゲーティングする際の制御の容易性⇒静的電力の削減の容易性、 

               2.パワーゲーティングする回路への充放電電力⇒通常回路動作時の動的電力、 

 に関連すると考えているからである。現在のデバイス技術のトレンドにおいて、1 の特性に関して書換え回数制

限なしという良い特性を示すのは磁性体関連デバイスであり、FeRAM でも、10 の 14 乗回以上というある程度良

い特性が得られており、検討に値すると考えている。2 の特性に関しては配線の接続部（ビア）に作りこめるという

ナノブリッジ（固体電解質）もしくは ReRAM が良い特性を示す。尚、システムにどのデバイスを採用するかは入手

性、コスト（価格）、耐環境性など、他にも選択要素は数多く存在するので、狭く限定せずに検討する。 
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①－4 ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

 （担当：ローム株式会社） 

 急速な高齢化に伴い、生活習慣病の予防が社会の大きな課題とされている。生活習慣病予防のためには日

常生活における生体基礎データの集積が必要となる。生体情報を継続的に集積するためには、ユーザーにそ

の存在を意識させないウェアラブルな生体情報センシングシステムを実現しなければならない。そこで本研究開

発テーマ①－4『ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術』では、センシング、データ処

理、通信機能を備えたインテリジェントなウェアラブルセンサーLSI を中核とした、生体基礎データ収集システム

の実用化を目指す。図 II-10 に想定するシステムの構成を示す。センサー部は生体に貼り付けて使用するため、

そのサイズと重量に大きな制約が存在する。これらの制約によってバッテリー容量が制限されるため、センサー

LSI の消費電力は限界まで削減しなければならない。 

 

 

図 II-10 システム構成 

 

 ①－4 では、本ヘルスケア応用に特化してアーキテクチャの最適化を行い電力性能の改善を進めるが、②－3

『ノーマリーオフコンピューティングシステム設計方法論の研究開発』において「不揮発 FF(強誘電体を用いたフ

リップフロップ)を用いた不揮発 CPU の構成とプログラミング手法」の研究を実施し、抽象化したセンサーネット応

用に対して、不揮発 CPU の構成とプログラムを最適化し、①－4 と②－3 の相乗効果を発揮することを目指す。 

 市場の要求として、本システムは小型電池（容量 10mAh）で 2 週間以上の動作が求められている。平均電流と

しては 30μA(=10mAh÷14 日÷24h) となる。現状、従来技術を用いた同等のシステムの平均電流が 200μA で

あるので、10 分の 1 の低消費電力化を達成すれば、市場要求も満たすことができる。 

 

 

研究開発項目② 将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現する

新しいコンピューティング技術の検討 （集中研方式で実施）  

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社、株式会社 東芝、ローム株式会社、共同実施先：東京大学） 

 

研究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現す
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る新しいコンピューティング技術の検討」では、参加企業ならびに東京大学が連携・協力し、集中研方式で遂行

することで、設計階層間で協調して実現する電力制御技術の共通基盤化を行い、ノーマリーオフコンピューティ

ングを実現するコンピュータシステムの構築手法と設計方法論の確立を目指すが、研究開発項目①との相乗効

果を発揮するために、研究開発項目②は研究開発項目①に対して、評価基盤・プラットフォームの提供を行い、

逆に研究開発項目①は研究開発項目②に対し、低消費電力性能 10 倍を実現する定量的な根拠とその技術の

共有を実行する。 

 

 

②－1  ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォームの研究開発 

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

 

ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォーム研究開発(②-1)においては、特に上記の研究開発項目②における

「開発項目①に対する評価基盤・プラットフォームの提供」を実現するために、 

②－1－1 ノーマリーオフ実機評価環境 

②－1－2 ノーマリーオフ評価エミュレーション環境 

を構築し、ノーマリーオフ・システムの電力消費性能を評価するための基盤となる評価技術・プラットフォームを

各分散研に提供する。 

 

 

 

②－2  超高速不揮発メモリを活用するノーマリーオフメモリシステムプラットフォームの研究開発 

                                               （担当：株式会社 東芝） 

ノーマリーオフコンピューティング実現に向けたプロセッサアーキテクチャにおいて、プロセッサ内部に搭載す

べき不揮発メモリ階層化構造の最適化が重要となる。既に説明したように、不揮発メモリの置き換えには、メモリ

階層化のミスマッチと、パワーゲーティングの時間的粒度限界の 2 つの問題がある。メモリ階層化のミスマッチの

課題解決のために、レジスタや SRAM 等の揮発メモリと、単一または複数種の不揮発メモリをヘテロ的に積層し

た階層メモリ構造を網羅的に設計し、その中で電力効率の良い構造を選択する必要がある。同時に、パワーゲ

ーティングの時間粒度限界の課題解決のために、メモリの物理的空間粒度と、パワーゲーティングの時間粒度

の相関を考慮しながら、設計したメモリ階層構造ごとに、最も電力効率の良い時間粒度を選択する必要がある。

（ここでの時間粒度は、数十 ns から数μs の範囲となると予測される。数十 ns に近い時間粒度では、一つのアプ

リケーション実行中の電源遮断(Run-time Power Gating)の機会が生まれる。数μs に近い時間粒度では、複数

のアプリケーションが順番に動作する際の、一つのアプリと次のアプリの動作の間に電源遮断する機会が生まれ

る。） 

 

 

 

②－3  ノーマリーオフコンピューティングシステム設計方法論の研究開発 

（担当：株式会社 東芝、ルネサスエレクトロニクス株式会社、ローム株式会社、共同実施先：東京大学） 

基本計画に記載されているように、将来の社会生活を大きく変革させるような技術革新を実現するためには、

既存の応用分野を対象とした機器・システムの漸進的な性能向上と並行して、新しい応用領域へも適用可能な

コンピューティング技術の検討を開始する必要がある。研究開発項目①においては、想定する応用分野の特徴

を利用したノーマリーオフコンピューティングの最適化技術を開発するが、本研究項目では①で開発する技術の

本質的な方法論を体系化しノーマリーオフ最適化技術として確立することを目指す。これにより、普遍的かつ飛
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躍的な優位性を有し、新しい応用領域へも適用可能なノーマリーオフコンピューティングシステムの設計方法論

を確立することを目指す。また、これも基本計画に記載されていることだが、新たなコンピューティング技術を広く

展開するためには、その優位性が適切に評価されることが必要である。このため、電力消費性能を評価する基

盤・プラットフォームも開発する。この開発は②－1 および②－2 で開発されるプラットフォームを統合・拡張するこ

とで行う。 

 

・ノーマリーオフ最適化技術 

設計方法論の確立に必要なノーマリーオフ最適化技術を開発する。開発すべき技術は、間歇動作を指向す

るコンピューティング手法と、揮発性メモリと不揮発性メモリが混在する新しいメモリ階層である。ハードウェアに

おける時空間軸上の動作アクティビティの位置は、アプリケーションで規定される処理をハードウェアへマッピン

グする方法によって決定され、このマッピングはアプリケーションとハードウェア実装の間に位置する全ての設計

階層、基本ソフトウェア、コンパイラ、およびアーキテクチャによって決定される。また、望ましい動作アクティビテ

ィの粒度は、用いる不揮発性メモリの特性に依存する。そのため、不揮発性素子による低電力効果を最大化す

るためには、不揮発性メモリを含むメモリ階層の構成方式と、その構成における不揮発性素子の長所を最大限

活用できるようなハードウェア上への動作アクティビティのマッピング手法を協調して最適化する技術、すなわち

ノーマリーオフ最適化技術の開発が必要となる。 

この技術開発を、以下の方針で行う。 

ルネサスエレクトロニクスとロームはセンサーネットワークを主たる対象分野として、クロック周波数がそれほど

高くないマイコンの不揮発化を研究開発項目①でそれぞれ実施している。そこでは、ルネサスエレクトロニクスは

RAMの不揮発化、ロームはFF（フリップフロップ）の不揮発化を中心に検討する予定であり、不揮発性メモリを適

用するメモリ階層は同じではない。また、携帯情報端末を対象とする東芝は、クロック周波数が高い高性能プロ

セッサにおけるキャッシュメモリの不揮発化を研究開発項目①で実施しており、やはり不揮発性メモリを適用す

るメモリ階層は異なる。また、研究開発項目①では、各社は異なる特性を持つ不揮発性メモリを想定して設計の

最適化を目指している。ハードウェア上の動作アクティビティは、観測するメモリ階層によって異なる傾向を示す

ことを考えると、これらの情報を集約し、各メモリ階層に各不揮発性メモリを適用する場合の評価・検討を網羅的

に行えば、動作アクティビティの粒度と不揮発性メモリに求められる特性との関係が得られ、メモリ階層の構成方

式に関する一般的な知見が得られる。 

さらに、アクティビティの決定要因が基本ソフトウェア、コンパイラ、アーキテクチャのどれに依存するかの比重

もメモリ階層によって異なることを考慮すれば、既に得られているメモリ階層の構成方式に関する知見と動作アク

ティビティの粒度最大化手法を統合することで、不揮発性素子による低電力効果を最大化できるメモリ階層の

構成方法、動作アクティビティのマッピング方式を統合した、ノーマリーオフ最適化技術を開発できる。 

このような検討を行い、研究開発項目①の各テーマにおいて低消費電力性能（消費電力当たりの性能）10倍

を実現する定量的な根拠と技術を共有し一般化することで、設計方法論としての体系化を目指す。 

 

・ノーマリーオフ評価技術 

研究開発項目①では多様な応用分野と種々の不揮発メモリを用いた、システムに依存したノーマリーオフ最

適化技術が開発される。その効果を詳細に解析し設計方法論へフィードバックするためには、②－1 および②－

2 で開発する評価基盤プラットフォーム上で、研究開発項目①の評価を実現することが必要となる。このために、

開発される 2 つの評価基盤プラットフォームを統合する。②－1 で開発するプラットフォームは、プロセッサコアチ

ップは変更せず、プロセッサの外部にあるメモリを不揮発化した場合の評価を行うことを目指している。しかしプ

ロセッサコアチップ内の高速メモリ（キャッシュメモリやフリップフロップ）を不揮発化した場合の評価を直接行うこ

とはできない。一方②－2 で開発するプラットフォームは、プロセッサコア内のキャッシュメモリを不揮発化した場

合の評価のみが行える。そこで、これらのプラットフォームを統合し、多様なメモリ階層を不揮発化した場合の評
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価が可能な評価技術を開発する。この開発では種々の不揮発メモリのモデリングを行う必要があるが、このモデ

リングにおいて、ノーマリーオフ最適化技術に大きな影響を与えるアプリケーションの重要な特徴量も整理する。 

その後、研究開発項目①における各応用分野が、今後システムに対して要求するスペックのロードマップを、

同定した重要な特徴量を含めて提供してもらい、②－1 および②－2 で開発する評価基盤プラットフォーム上で

評価を行う。この結果を、研究開発項目①で達成された性能や消費電力と比較することで、ノーマリーオフ最適

化技術自身の改良点も見出すことができる。このように、ノーマリーオフ最適化技術とノーマリーオフ評価技術を

連携させることで、新しい応用領域へも適用可能なノーマリーオフコンピューティング技術の設計方法論として確

立することを目指す。 
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（3）研究開発スケジュール 

 

以降に各研究開発項目の研究開発スケジュールを示す。 

 

①－1 高速低消費不揮発メモリ システムによる携帯情報端末低電力化技術 

（担当：株式会社 東芝） 

 

実施項目 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 

① － 1 － 1 ． 高

速・低消費電力

不揮発RAMの開

発 

① － 1 － 1 －

(ア)．高速スピン

注入記憶素子の

設計技術の開発 

 

① － 1 － 1 －

（イ）．高速・低電

流書き込みスピ

ン注入記憶素子

材料の研究開発 

 

 

① － 1 － 1 － 

(ウ)．高速・低消

費電力スピン注

入記憶素子の開

発 

 

 

① － 1 － 1 －

(エ)．高速スピン

磁化反転の評価 

 

 

① － 1 － 1 －

(オ)．高速・低消

費電力不揮発メ

モリアレイ回路の

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高速反転特性評価 

高速設計に有利な条

件の明確化 
高速化と信頼性両立方法探索 

高速磁化反転素子の開発 

構造絞り込み  

設計 

100 fC 

第 1 フェーズ    第 2 フェーズ 

高垂直磁気異方性、低

飽和磁化性材料の開発 

マイノリティーエラーの 

現象解明と対策提案 

高速磁化反転新手法の提案 

50 fC 

第 1 フェーズ   第 2 フェーズ 

高垂直磁気異方性、低飽和

磁化性材料の高度化 

計算速度高速化 

試作、評価 

高速磁化反転新手法の改善 

高速磁化反転素子の高度化 

再設計 

高速磁化反転変動の 

評価手法の確立 

反転確率変動の 

制御方法確立 

試作、評価 

不揮発 RAM 適用結果を受

けて材料の更なる高度化 
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実施項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 

① － 1 － 2 －  

(ア)．周辺回路の

開発 

 

① － 1 － 2 －  

(イ)．高速インタ

ーフェース回路

の開発 

 

① － 1 － 2 － 

(ウ)．ノーマリー

オフコンピューテ

ィング動作のた

めのメモリ階層化

構造の開発 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺回路開発 キャッシュメモリ周辺回路開発   

インターフェース設計 

メモリ制御部設計 

メモリ階層の基本構造設計  

HW の開発 

ノーマリーオフプロセッサ 

評価システム開発 
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技術調査 

Noff 評 価

ボード仕様

検討 

技術調査 

技術調査 

デモ仕様検討 

Noff 評価ボード

設計・評価 

電源制御方式

仕様策定 

センサー拡張ボ

ード設計・試作 

評価用アプリケ

ーション SW 技術

調査 

評価・改良設計① 評価・改良設計② 

回路設計、 

試作・評価① 試作・評価② 

デモ HW 試作、

SW 仕様検討、

簡易性能評価

用 SW 設計 

評価用 SW 設計 評価・改良設計 評価・改良設計 

センサーノード

実装設計、モニ

タ等 SW 設計、

評価① 

電源制御機能

一次設計・評価 

センサー拡張ボ

ード設計・評価、

ドライバ設計 

統合一次設計

評価、デモ SW

設計評価 

改良設計、評価

② 

電源制御機能

二次設計・評価 

センサー拡張ボ

ード設計・評価、

ドライバ設計・改

良 

統合二次設計

評価、デモ SW

改良 

改良設計、評価 

電源制御機能

改良設計・評価 

センサー拡張ボ

ード設計・評価、

ドライバ改良 

①－2 スマートシティ・センサー ネットワーク低電力化技術 

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

 

 

 

 

実施項目 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

上期   下期 上期   下期 上期   下期 上期   下期 上期   下期 

①－2．  

スマートシティ・センサ

ーネットワーク低電力

化技術 

 

①－2－1. 

センサー特性評価・

応用技術開発 

 

 

①－2－2. 

電源制御技術 

 

 

①－2－3. 

センサーノードシステ

ム電力プロファイル評

価環境 

 

 

①－2－4. 

センサーノード低電力

化技術統合評価 

 

 

①－2－6. 

実証デモ 

 

 

①－2－7. 

 低電力化回路技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良 
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①－3 インテリジェントビルを指向するセンサーネットワーク低電力化技術  

（担当：日本電気株式会社、ＮＥＣシステムテクノロジー株式会社） 

本実施項目は平成 23 年度で終了した。 

 

実施項目 
23年度 

上期 下期 

①－3－1. 

システムアーキテ
クチャ 

  

①－3－2. 

基本ソフトウェア
技術（通信プロト
コル）とアルゴリ
ズム（アプリソフト
上の電力制御ア
ルゴリズム） 

  

①－3－3. 

基本ソフトウェア

技術（OS） 

  

①－3－4. 

ハードウェア設計
技術 
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①－4 ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

（担当：ローム株式会社） 

 

実施項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 

①-4-(1). 不揮発メモリを用いたシャ

ドウメモリアーキテクチャ 

          

プロトタイプ作成           

シャドウメモリアーキテクチャ開発           

シャドウメモリデバイス開発           

低電圧デバイス開発           

LSI 設計、試作、評価           

①-4-(2). 生体情報処理に特化した

超低消費電力 VLSI アーキテクチャ 

          

イベントドリブン電源管理開発           

センサー間協調開発           

専用エンジン開発           

インスタントオン通信方式開発           

①-4-(3). 間歇動作を指向する生体

情報処理アルゴリズム 

          

仕様検討           

アルゴリズム作成           

フィールドテスト           
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②－1 ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォームの研究開発 

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

 

 

  

実施項目 
23年度 

上期  下期 

24年度 

上期 下期 

25年度 

上期 下期 

26年度 

上期  下期 

27年度 

上期 下期 

② －1.ノーマリーオフ評

価基盤・プラットフォーム

研究開発 

 

②－1－1. ノーマリーオ

フ実機評価環境 

(1) 集中研ノーマリーオ

フ評価ボード 

 

 

(2) ノーマリーオフ・ソフト

ウェア技術 

 

 

 

②－1－2. ノーマリーオ

フ評価エミュレーション環

境 

 

 

 

 

 

 

評価ボード 

仕様検討 

 

 

 

プログラム仕

様検討 

 

 

 

 

技術調査 

 

 

 

 

 

 

 

評価ボード 

製作・評価 

 

 

 

プログラム 

開発・評価 

 

 

エミュレーシ

ョン環境仕様

検討 

 

 

 

 

 

 

実機評価の 

展開 

 

 

 

プログラム 

改良・評価 

 

 

エミュレーシ

ョン環境 

構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集中研②-3 

と連携し 

分散研への 

提案検討① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集中研②-3 

と連携し 

分散研への 

提案検討② 
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②－2 超高速不揮発メモリを活用するノーマリーオフメモリシステムプラットフォームの研究開発 

（担当：株式会社 東芝） 

 

実施項目 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 

②－2.超高速不

揮 発 メ モ リ を 活

用するノーマリー

オフメモリシステ

ムプラットフォー

ムの研究開発 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

   

 

 

 

  

性能評価、シミュレータの改良 

（第 1 世代：単純構成）  

  

プロセッサ評価用シ

ミュレータ開発  

  

プロセッサのパワーゲーティ

ングの時間粒度測定  

  

性能評価、シミュレータの改良 

（第 2 世代：複雑構成）  

シミュレータへの将来メモリ特性

の組み込み、性能評価 

新規可変階層構造の設計、 

シミュレータへの組み込み、 

性能評価 
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②－3 ノーマリーオフコンピューティングシステム設計方法論の研究開発 

（担当：東大、株式会社 東芝、ルネサスエレクトロニクス株式会社、ローム株式会社） 

 

 

 

  

実施項目 
23年度 

 

24年度 

 

25年度 

 

26年度 

 

27年度 

 

備考 

②－3． ノーマリー

オフコンピューティ

ングシステム設計

方法論の研究開発 

 

② -3-(1). ノーマリ

ーオフ最適化技術 

 

 

 

 

 

 

 

②-3-(2). ノーマリ

ーオフ評価技術 

 

 

 

 

 

 

小規模プロ

グラムでの

検討 

 

 

 

 

 

 

不揮発メモリ

のモデリング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応用プログ 

ムでの 

検討 

 

 

 

 

 

 

最適化用の

特徴量抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最適化手法

の体系化、 

問題点整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分散研①と連

携・最適化手

法改良 

 

 

 

 

分散研①と連

携・特徴量に

基づくロードマ

ップ検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計方法論

の提示 

 

 

東大まとめ 

 

 

 

 

 

主担当：東大 

副担当：東芝 

、ルネサス 

 

 

 

 

 

主担当：東大 

副担当：各社 

下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 
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（4）開発予算  

 以下に、本プロジェクトにおける開発予算の推移を示す。 

 

 
    

  （単位：百万円） 

  
H23 

年度 

H24 

年度 

H25 

年度 

H26 

年度 

H27 

年度 
合計 

①－1 携帯情報端末 337 463 432 - - 1,232 

①－2 スマートシティ 142 431 409 - - 982 

①－3 センサーネットワーク 102 - - - - 102 

①－4 ヘルスケア応用 39 51 48 - - 138 

②－1 評価基盤 206 319 343 - - 868 

②－2 メモリシステム 5 9 9 - - 23 

②－3 設計方法論 20 48 49 - - 117 

総開発予算 851 1,321 1,290 - - 3,461 

内、NEDO 負担額 426 661 645   1,731 
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2.2 研究開発の実施体制 

プロジェクトリーダーを、中村 宏 東京大学教授として、ノーマリーオフコンピューティング有限責任事

業組合が事務管理を中心に補佐しながら、研究開発項目を推進している。共同実施先、再委託先を含

めた体制は図 II-11 の通りである。 

 

 

図 II-11 本プロジェクトの研究開発実施体制 

 

2.3 研究開発の運営管理 

(１) 委託元（NEDO） 

予算所要額ヒアリングを年 1 回開催 

平成 24 年度 5 月 10 日 

平成 25 年度     5 月 13 日 

 

(２) 委託先 

（a）プロジェクト運営に関し下記のプロジェクト会議を開催（平成 24 年 5 月～） 

 ・Noff-PJ 会議： 月例開催 

1. 広報戦略策定 

2. 広報予定・広報結果レビュー 

 

（b）分散研毎に進捗報告会議を開催 

1、2 ヶ月に 1 回開催 
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（c）ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発プロジェクト公開シンポジウム（第 1 回）を開催（平

成 25 年 4 月 16 日） 

横浜情報文化ホールにて計 8 件の講演およびプロジェクト報告を実施。 

 

（d）ノーマリーオフコンピューティング関連技術調査会議 （第一回研究会） （平成 25 年 6 月 24 日） 

本事業以外で関係が深い関連技術について関係研究者・技術者を招き、ノーマリーオフコンピュー

ティングに関する議論を実施。 

 

2.4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

 

研究成果の実用化、事業化に向けて、関連の各種運営会議等を実施した（図 II-12）。委託元

（NEDO）と委託先（各実施者）の合同による会議を実施（平成 24 年 12 月）し、研究開発の進捗チェックと

ともに、各実施者の実施しているテーマの実用化・ビジネスモデルを確認、議論した。また、平成 25 年 4

月に開催した公開シンポジウムでは、各実施者の実用化の利用先を想定した外部有識者の招待講演を

加え、併設した意見交換会も含めて、実用化、事業化に向けての外部聴取を実施した。 

 

 

図 II-12 本プロジェクトの各種運営会議 

 

一方、知財マネジメントに関しては、図 II-13 に示すように集中研テーマに関しては、実施者間の運用

ルールを規定し、分散研の知財とともに、全体の事務管理を LLP により運営することとした。 
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図 II-13 本プロジェクトの知財マネジメント推進体制 
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3. 情勢変化への対応 

（1）実施テーマの見直し整理による実施方針・計画の変更 

プロジェクト開始年度に設定されたテーマに関して見直し、重複の整理と目標の明確化を実施した。

その結果、｢インテリジェントビルを指向するセンサーネットワーク低電力化技術（日本電気（株）、NEC

システムテクノロジー（株））｣を平成 23 年度を持って終了した。これにより、平成 24 年度より、実施テー

マの一部削除と実施体制が変更された。具体的には、分散研テーマは、携帯情報端末、スマートシテ

ィ、及びヘルスケアの 3 分野となり、コンピューティングのカバーする領域（コンピューティングに必要な

ピーク性能と処理量変動の大きさ）の重なりを解消し、集中研テーマでは役割分担と分散研との連携を

明確化した。 

（2）プロジェクトリーダーによる実施方針・計画の変更 

平成 24 年度 5 月より、プロジェクトリーダー（中村 宏 東京大学教授）を置いた実施体制として、プロ

ジェクトの運営を行う。 

（3）事業組合の設置による実施方針・計画の変更 

平成24年度7月より、ノーマリーオフコンピューティング有限責任事業組合(LLP)を置いた実施体制と

して、プロジェクトの管理を行う。 

 

4. 中間評価結果への対応 

本プロジェクトは平成 25 年度に中間評価の実施を予定しており、現時点において未実施のため記載

すべき事項はない。 

 

5. 評価に関する事項 

NEDO 技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義ならびに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平成 25

年度、事後評価を平成28年度に実施する。また、中間評価の結果を踏まえて必要に応じプロジェクトの加

速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係わる技術動向、

政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
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III. 研究開発成果について 

1. 事業全体の成果 

本研究では、2 つの大きな研究開発項目 

(1)次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発 

(2)将来の社会生活を支える新しい情報システム 

における飛躍的なノーマリーオフ化を実現する新しいコンピューティング技術の検討において、以下

の研究項目を実施している。 

 

 

表Ⅲ-1 事業全体の成果の表 

 中間目標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

① － 1 ： 高

速 低 消 費

不揮発メモ

リ システム

による携帯

情 報 端 末

低 電 力 化

技術 

【①－1 全体】MTJ 記憶素子の反転（書き

込み）速度、反転電流の実測データと、新

しいメモリ階層を導入したプロセッサの消

費電力シミュレーションの結果とを総合し

て、従来のキャッシュメモリと比較して電力

効率 10 倍以上を示すとともに、これを実

現するための主要課題を明確化する。こ

の目標達成に向けた、開発項目ごとの目

標、成果、達成度は以下のとおり。 

  

 ①－1－1 高速・低消費電力不揮発

RAM の開発（（ア）～（エ）単体メモリ素子

MTJ の開発）：高速・低消費電力不揮発

RAM の開発のため、高速・低電流で動作

する MTJ 素子と RAM メモリアレイ回路の

開発を行う。単体メモリ素子性能として、

50μA、2ns の達成を目指す。 

30nm 以下の垂直磁化方式の MTJ を作製

し、高速・低消費電力(3ns, 50μA)で書き

込み動作を実現。中間目標の 50μA、2ns

は来年 3 月までに達成の見込みである。 

△ 

（平成 26 年 3

月達成見込

み） 

 ①－1－1(オ) 高速・低消費電力不揮発メ

モリアレイ回路の開発（不揮発キャッシュ

用メモリアレイ回路の開発）：上記 MTJ 素

子を使って、従来のキャッシュメモリと同等

の速度で動作可能で、SRAM よりも待機

電力が小さく、かつ面積が小さいメモリア

レイ回路の新規設計。 

上記 MTJ を用いて 10ns 未満で高速・低消

費電力動作可能（ノーマリーオフ型）で、

SRAM よりも小型となるメモリ回路を 4 種類

新 た に 設 計 し た 。 こ の 一 つ で 、

DRAM/MRAM ハイブリッド回路にて、動作

時の L2 キャッシュメモリ消費電力が従来の

約 1/3 を示した。アクセスタイムは 5ns 以

下。これは、L2 以下の階層のキャッシュメ

モリとして、十分な性能である。 

○ 
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 ①－1－2 高速低消費不揮発キャッシュ

メモリ回路・システムの開発：従来のキャッ

シュメモリと比較して電力効率 10 倍以上

を示すとともに、これを実現するための主

要課題を明確化する。 

実用上では L2 キャッシュメモリは、動作時

間/待機時間の比率が 10 分の 1 以下であ

る。上記の DRAM/MRAM ハイブリッド回路

で、これらを元に分析した結果、不揮発キ

ャッシュメモリの平均消費電力は、従来の

10 分の 1 以下を得た。 

○ 

 

 最終目標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

① － 1 ： 高

速 低 消 費

不揮発メモ

リ システム

による携帯

情 報 端 末

低 電 力 化

技術 

MTJ 記憶素子を搭載した不揮発キャッシ

ュメモリを搭載したプロセッサの評価シス

テムで測定した結果から電力効率の評価

を行い、従来のキャッシュメモリと比較して

10 倍以上を示す。 

○ より高速で低消費電力動作が可能な

STT-MRAM の開発と、ノーマリーオフ動

作に適したキャッシュ用制御回路・インタ

ーフェース回路の開発による、キャッシュメ

モリ全体の低消費電力化。 

 

 中間目標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

①－2：スマ

ートシティ・

セ ン サ ー 

ネットワーク

低 電 力 化

技術 

自律適応型電源制御技術と評価用ソフト

ウェアの仕様策定・設計を行い、センサー

ノード電力プロファイル評価環境を使い

電力削減効果を評価し、従来のマイコン

を用いたセンサーノード（通信除く）と比較

し 10 倍のノーマリーオフ低電力化性能に

到達可能かを評価し、技術課題の明確化

を行い対策について検討する。   

中間目標達成に向けた、開発項目は以

下のとおり。 

各開発項目ごとの研究成果は以下のとお

り。 

 

 (1) センサー特性評価・センサー応用技

術 

 評価対象として一次選定した 8 種類の

センサーについて、センサーのノーマリー

オフ制御適用時の特性評価、センサー毎

の BET(損益分岐時間)を定量評価し、セ

ンサーノードシステム電力低減に向けて

センサーに対する効果的なノーマリーオ

フ制御ドライバ(ソフトウェア)の試作・評価

を行う。 

(1) センサーノードシステムへのノーマリー

オフ技術適用に向けて、温度・湿度センサ

ーについてセンサー特性への影響・BET

測定を行い、BET の環境変動量を定量的

に把握した。これら結果に基づきセンサー

へのノーマリーオフ制御ドライバ(ソフトウェ

ア)の仕様策定を行い設計に着手した。 

△ （ 計 画 通

り、平成 25

年 9 月完了

見込み） 
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 (2) 電源制御技術 

 マルチセンサーシステム、センサーデー

タ収集の高精度化・多様化に対応でき、

かつアプリケーションプログラマにとって

ユーザビリティの高い電源制御技術の仕

様を策定し、試作・評価する。 

(2) センサーノードシステムの電源制御技

術として、各構成要素の BET を用いること

により、柔軟性と高いユーザビリティを備え

た自律適応型電源制御機構を考案し仕様

を策定完了。（特許出願準備中） 

○ 

 (3) センサーノードシステム電力プロファ

イル評価環境 

 集中研②－1 と検討したアーキテクチャ

および（2）の電源制御技術を実装して電

力削減効果を定量評価可能なセンサーノ

ード内システム電力プロファイル評価環

境（ハードウエア、評価用ソフトウエア）を

構築する。 

(3) ノーマリーオフ技術の低電力効果を定

量的に評価しうる測定精度を有し、集中研

②－1 と連携したアーキテクチャの試行容

易なセンサーノード・システム電力プロファ

イル評価環境（ハードウエア）を設計し、動

作確認を完了した。 

△ （ 計 画 通

り、平成 25

年 9 月完了

見込み） 

 (4) センサーノード低電力化技術統合評

価 

 (1)～(3)を組み合わせ、評価アプリケー

ションを用いてシステム電力評価を行い、

従来のマイコンを用いたセンサーノード

（通信除く）と比較し 10 倍のノーマリーオ

フ低電力化性能に到達可能かを評価し、

技術課題の明確化を行い対策について

検討する。 

(4) 電力プロファイル評価環境上への自

律適応型電源制御技術と評価プログラム

の設計は平成 25 年 9 月までに実施。これ

らを組み合わせたセンサーノード（通信除

く）の 10 倍の低電力化性能達成可能性評

価し、技術課題の明確化・対策検討を平

成 25 年度末までに実施する。 

△ （ 計 画 通

り、平成 26

年 3 月完了

見込み） 

 (5) 実証デモ 

 環境計測・監視システム応用の一例とし

て、デマンド交通システムを使ったノーマ

リーオフセンサーネットワーク実証に向け

たデモシステムの仕様を策定する。 

(5) 実証デモシステム評価に向けて、シス

テム挙動分析を主眼とした知的バス停試

作機の設計完了。 

△ （ 計 画 通

り、平成 25

年 12 月完了

見込み） 

 (6) 低電力化回路技術 

 システム低電力化に向けて、常時電源

ON 領域の低電力化技術を開発する。主

要機能である RTC クロック生成回路の低

電力化として、従来回路電力(約 1μW、

水晶発振子の場合)の半減を目標とする。 

(6) ノーマリーオフ動作適用対象外となる

RTC 向けのクロック生成回路の低電力化

について回路設計・試作を完了し、低電力

化の目標（約 0.5μW）を達成した。 

○ 
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 最終目標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

①－2：スマ

ートシティ・

セ ン サ ー 

ネットワーク

低 電 力 化

技術 

センサーノード（通信を除く）について、従

来のマイコンを用いたセンサーノードと比

較し 10 倍のノーマリーオフ低電力化性能

実証を目指す。 

 

○ 以下を重点取組事項として活動予定。 

・自律適応型電源制御技術の評価環境上

での試作・評価・改良。 

・実証デモシステムへのノーマリーオフ技

術適用に向けたオンデマンド交通システ

ムの特性分析とそれを考慮した電源制御

技術とシステム制御技術の協調制御。 

 

 中間目標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

①－4：ヘ

ルスケア応

用生体情

報計測セン

サーネット

ワーク低電

力化技術 

 

全体： 生体情報処理に特化して間歇動

作指向アルゴリズム、電源管理アーキテク

チャ、メモリアーキテクチャの研究開発を

行い、試作開発およびシステムレベル評

価を実施し、システムとしての電力消費性

能を5倍、平均消費電流を40μAとする。 

現在試作が完了している FeRAM 混載

LSI(32bit MCU, 心拍センサ)を用いたシス

テムに生体信号処理アルゴリズムを実装し

た場合の消費電流 38μA を実現した。 

○ 

要素(1)間歇動作指向アルゴリズム、電源

管理アーキテクチャの研究開発を行い、

試作開発およびシステムレベル評価にて

電力消費性能を 10 倍としうる見込みを示

す。 

高信頼心拍抽出アルゴリズムの開発、専用

ハードウェアによる低消費電力化、およ

び、それと組み合わせたアナログフロントエ

ンドの低消費電力化により、従来の心拍計

測 IC を用いた構成に対して消費電力を 20

分の 1 以下に削減した。 

◎ 

要素(2)メモリアーキテクチャの研究開発

を行い、試作開発およびシステムレベル

評価にて電力消費性能を 10 倍としうる見

込みを示す。 

FeRAM を混載した生体センサーLSI を試

作し、システムモジュールとして生体センサ

ーシステム動作中に FeRAM部を簡潔動作

させることにより、FeRAM 部の平均消費電

力を 10 分の 1 以下に削減した。 

○ 

要素(3)不揮発デバイスの低電圧化として

現状の 1.5V から 0.9V 動作の見込みを示

す。 

不揮発デバイスの低電圧化として現状の

1.5V から 0.9V 動作の目処を得た。 

○ 

 



 

36 

 最終目標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

① － 4 ： ヘ

ルスケア応

用 生 体 情

報計測セン

サ ー ネ ッ ト

ワーク低電

力化技術 

心拍、体温、3 軸加速度、心電波形計測・

解析機能を有するウェアラブル生体モニ

タリングシステムを完成させる。システム全

体の動作時間の最適化を図り、電力消費

性能 10 倍、平均消費電流 20μA を達成

する。 

 

○ ・新規不揮発メモリアーキテクチャ適用な

どによる「アクティブ電力の削減」。 

・適応的サンプリングなどによる「アクティ

ブ時間の削減」。 

 

 中間目標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

②－1：ノー

マリーオフ

評価基盤・

プラットフォ

ームの研究

開発 

ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォーム

の必須構成要素である以下の 2 つの技術

の第 1 次版開発を行う。 

  

(1)ノーマリーオフ実機評価環境  

種々の応用分野のアプリケーションに対

して、ノーマリーオフ制御評価を実行でき

る実機評価環境（集中研評価ボード）を

構築する。 

平成 25 年度は、前年度に試作した集中研

評価ボードの評価結果をフィードバックす

ることにより、集中研評価ボードの改良設

計を行う。子基板変更によりCPU 変更が可

能で、かつ、複数の評価ボードを連結する

ことで、②－3の Task スケジューリング技術

の評価を実施可能な、集中研評価ボード

の仕様設計を完了した。 

△（計画通

り、平成 25 

年 9 月完了

見込み） 

(2)ノーマリーオフ評価エミュレーション環

境 

集中研②－3で検討する詳細な電力性能

情報を取得するためのエミュレーション技

術を、(1)で開発したノーマリーオフ実機

評価環境に実装する。 

集中研②－3 と連携して策定した電力性能

評価のための情報を取得可能なエミュレー

ション機能の試作・評価を実施し、仕様を

決定した。その試作結果を元に、エミュレ

ーション機能をノーマリーオフ実機評価環

境に実装する。 

△（計画通

り、平成 26

年 3 月完了

見込み） 

 

 最終目標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

②－1：ノー

マリーオフ

評価基盤・

プラットフォ

ームの研究

開発 

ノーマリーオフ低電力化のためのソフトウ

ェア技術の提案と、分散研の従来比 1/10 

の電力化実証を支援し、ノーマリーオフ電

力性能評価の基盤となる評価技術・プラ

ットフォームを確立する。 

 

○ 各分散研①のノーマリーオフ・システムの

電力消費性能を評価するための共通の基

盤となり、かつ、②－3 で開発するノーマリ

ーオフ最適化技術（Task レベルの動作ア

クティビティ局所化技術)を適用して、ノー

マリーオフ電力消費性能評価を実機上で

実行できる、評価環境となるように開発す

る。 
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 中間目標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

② － 2 ： 超

高 速 不 揮

発 メ モ リ を

活用するノ

ーマリーオ

フメモリシス

テムプラット

フォームの

研究開発 

①－1 の不揮発メモリの実験結果を元に、

携帯情報端末用プロセッサの性能/消費

電力が 10 倍以上を達成するための技術

課題を抽出する。 

（本目標達成のため、②－3 の成果である

電力評価基盤技術と、プロセッサアーキ

テクチャを用いる。） 

実際の使用環境に近い状態で、プロセッ

サ電力・性能を評価することが可能なシミュ

レーション環境を構築した。これにより、L1

キャッシュメモリ以上の階層はSRAMを、L2

キャッシュメモリに STT-MRAM と DRAM の

ハイブリッドメモリを用いる新型メモリ階層

での電力評価を行い、電力効率が 10 倍以

上となるプロセッサの動作条件（動作時間/

待機時間比率など）を求めることが可能に

なった。 

○ 

 

 最終目標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

② － 2 ： 超

高 速 不 揮

発 メ モ リ を

活用するノ

ーマリーオ

フメモリシス

テムプラット

フォームの

研究開発 

分散研で改良設計されるノーマリーオフメ

モリシステムを搭載するプロセッサのシミ

ュレーション環境を構築し、携帯情報端

末用プロセッサの性能/消費電力が従来

に比べて 10 倍以上となることの実証を支

援する。 

 

○ より複雑なメモリ階層化構造とそれを利用

した低消費電力プロセッサの基本設計。 

実際のユーザの使用する環境に近い電力

評価方法の構築し、メモリシステムと②－3

のプロセッサアーキテクチャを再改良し

て、電力効率 10 倍以上となるアプリケーシ

ョンの範囲を拡大する。 
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 中間目標 中間評価時の研究開発成果 達成度 

②－3：ノー

マリーオフ

コ ン ピ ュー

テ ィ ン グ シ

ステム設計

方 法 論 の

研究開発 

不揮発メモリを用いたシステムのノーマリ

ーオフ電力モデルの定式化。 

 

フリップフロップ、キャッシュメモリ、メインメ

モリに不揮発メモリを用い、パワーゲーティ

ング手法を用いた場合の消費電力のモデ

ル・定式化を行い、今後どのような不揮発

性メモリを開発すべきか、またそのような不

揮発性メモリが実現した場合のノーマリー

オフ最適化技術の評価を可能にした。 

○ 

  ②－1 と連携して、汎用性を指向するソフ

トウェア技術としてのノーマリーオフ最適

化技術を開発するとともに、分散研への

提案サポートを行う。 

集中研実機評価環境でのセンサー応用想

定実機評価から得られた情報を元に、セン

サー ネット ワーク・ マイ コン シ ステ ムに

MRAM をメインメモリとして実装する場合の

タスクスケジューリング技術によるアクティビ

ティ局所化手法の提案を行った。そして、

ソフトウェア視点でのノーマリーオフ電力最

適化技術の適用により従来比 8 割減の低 

電力化を達成した。 

○ 

 ②－2 と連携して、高速不揮発 RAM の性

能/電力向上のためのプロセッサアーキ

テクチャの開発を行う。 

携 帯 情 報 端 末 を 対 象 に 、 MRAM と

SRAM/DRAM を効果的に使い分けるハイ

ブリッドキャッシュメモリのアーキテクチャ手

法を開発し、7 割程度の低電力化を達成で

きることを示した。 

 

○ 

 

 最終目標 達成見込み 最終目標達成に向けた重点取組事項 

②－3：ノー

マ リー オ フ

コ ン ピ ュ ー

テ ィ ン グ シ

ステム設計

方法論の研

究開発 

メモリ階層全体を最適化してノーマリーオ

フコンピューティングの評価可能な環境を

構築し、分散研で開発される技術へのフ

ィードバックを行うとともに、その知見の共

有と一般化により、新しい応用領域へも適

用可能な設計方法論を確立する。 

○ 新しい応用領域に対してもシステム全体を

最適化する統一的な設計方法論の開発。 

 



 

39 

2. 研究開発項目毎の成果 

 

研究開発項目① 次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発 

 

2.1 ①－1 高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 

（担当：株式会社 東芝） 

①－1－1－(ア)．高速スピン注入記憶素子の設計技術の開発(担当：株式会社 東芝、 再委託先：電気 

通信大学) 

スピン注入磁化反転速度と記憶素子の材料定数や素子形状の関係について調査し、高速書き込みに

有効な条件を明確化した。まず、熱安定性指標を一定に保ったまま MTJ 素子を微細化したときの、パル

ス電流幅による反転電流の変化を評価した。得られた結果はパルス幅が 30ns 以上で長い場合は反転電

流は MTJ サイズに依存せず、微細化しても低電流化の効果はないが、パルス幅がナノ秒程度以下に短く

なると反転電流が上昇し、その上昇量は素子サイズが小さいほど小さいことがわかった。この結果より、

MTJ サイズの微細化による書き込み高速化・低消費電力化を定量的に示した。また、記憶層の材料を飽

和磁化の小さい材料にすることによる高速低消費電力書き込みも同様にシミュレーションによって評価し、

1 次目標とした電流パルスでの書き込みをシミュレーションベースで示した。 

さらに、高速書き込み、リードディスターブ回避技術としてのアシスト書き込み技術などのスピン注入反

転に関するシミュレーションによる詳細検討により、第二次設計着手への基礎を固めた。 

 

①－1－1－(イ)．高速・低電流書き込みスピン注入記憶素子材料の開発（担当：株式会社 東芝、 再委

託先：東北大学） 

高垂直磁気異方性定数並びに 200emu/cc 以下の低飽和磁化を示す磁性材料の開発を目的とし、結

晶系材料を中心に材料探索を行った。 

 記憶層用材料として、高垂直磁気異方性定数・低飽和磁化・低磁気摩擦定数を示すと考えられる結晶

系磁性材料薄膜の開発を行った。元素組成がストイキオ近傍で飽和磁化が 300emu/cc 前後、垂直磁気

異方性定数が約 5Merg/cc の垂直磁化エピタキシャル薄膜を開発した。 

 参照層用材料では、記憶層用材料と同様に高垂直磁気異方性定数・低飽和磁化を示しつつも、大きな

磁気摩擦定数を示す新規磁性材料薄膜の開発を狙い、結晶系材料に重元素を添加した薄膜材料の開

発を行った。重元素を約 5%添加した材料で、飽和磁化が約 150emu/cc で垂直磁気異方性定数が約

10Merg/cc の垂直磁化エピタキシャル薄膜を開発した。 

これらの抽出した材料をベースに、添加元素を加えた材料や成膜条件の検討、膜成長制御などの検

討により、必要とされる高垂直磁気異方性と、低飽和磁化をかなりの程度両立させる材料を見出した。系

統だった実験を行うことにより、どういった材料系が適しているのかをある程度明らかにした。また、それら

の実験から選択された材料を用いて垂直 MTJ を形成し、新規磁性材料で TMR を確認するに至った。 

 

①－1－1－(ウ)．高速・低消費電力スピン注入記憶素子の開発 （担当：株式会社 東芝、 再委託先：

産総研） 

低 Ms、高 Ku な材料、主に結晶系以外（多結晶材料等）、成膜条件等検討を行い、特殊な成膜条件に

よる改善技術を構築した。また、磁化反転に関して新しい原理に基づく方式の可能性検討を行い、有力
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方法を抽出した。具体的には高い磁気異方性を持つ記憶層の磁化反転をアシストするために適した MTJ

のセル構造を提案し、共鳴周波数をおよそ 1/3 以下にすることが可能なことをシミュレーションで確認した。

これによりアシスト技術の実現可能性を格段に高めた。 

 

①－1－1－(エ)．高速スピン磁化反転の評価 （担当：株式会社 東芝、 再委託先：大阪大学） 

試作した高速・低消費スピン注入記憶素子の磁化反転特性をナノ秒オーダーの短パルスを用いて評

価するための装置を導入し測定プログラムを作製した。また、素子の高周波特性を評価し、1次目標とし

た電流パルスによる書き込みを実証した。 

短パルスから長パルスに至る広帯域の統一的なスピン反転理論を構築した。この理論に基づき、遷移

領域での磁化反転の解析式をつくり、遷移領域での磁化反転の解析を可能とした。また、磁化反転速度

を支配するパラメータを実験的に明らかにし、さらに高速、低電流化を実現するための指標を得た。 

 

①－1－1－(オ)．高速・低消費電力不揮発メモリアレイ回路の開発 （担当：株式会社 東芝） 

  平成 24 年度にサブ 30nm サイズの MTJ 素子を作製した（図 2.1-1）。高速書き込み 3nsec,低電流書き

込み 50μA (書き込み時間ｘ書き込み電流＝150fC、これが小さいほどバッテリー消費量が少ない。)を達

成し、高速かつ低電流で動作する。従来、書き込みの高速性と低電流性を同時に達成するのは困難で

あったが、そのトレードオフを破った。このバッテリー消費相当の電化量は世界最小で、しかも他の報告

例よりも 10 分の 1 以下である（図 2.1-2）。この素子をキャッシュメモリに適用したとの想定シミュレーション

でハイエンドプロセッサの SRAM ベースのキャッシュメモリと比べて、メモリセル単体あたりの平均消費電

力（アプリケーション動作時）がおよそ 1/3 となることを示した。SRAM を凌駕したのは世界初であり、現時

点でも世界唯一である。さらなる素子の改良により、平成 25 年度末までに 100fC 達成の見込みである。 

 

図 2.1-1 開発した世界最高の低電力性能 MTJ   図 2.1-2 MTJ と SRAM のバッテリー消費量性能の

比較 

 

この MTJ 素子を用いて、高速、低消費電力で動作可能なメモリセル回路の設計を行った。この設計で、

新しい『ノーマリーオフ型のメモリセル回路』という新しいコンセプトを導入した。従来提案されていた高速

回路では、SRAM と同様に、PMOS トランジスタと NMOS トランジスタが、電源からグランドにかけて直結す

るリークパスを持っており、これがリーク電流の原因となっていた。電源遮断しない限り、電流が流れ続け

るので、このタイプの回路は『ノーマリーオン型メモリセル回路』である。電力遮断による待機電力削減方
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法（所謂パワーゲーティング）だと、電源遮断復帰に時間がかかり、またその分余分なエネルギーを消費

するため、電力削減効率が高くならないということが分かっている。さらに、メモリセルの周辺回路面積が

増大するという問題もある。 

これに対して、ノーマリーオフ型では、ノーマリーオン型のようなリークパスが無い。図 2.1-3 に設計した

主なメモリセル回路を示す。ノーマリーオフ型メモリは、リークパスが無く、待機状態ではメモリセル回路は

ほとんど消費電力が 0 である。よって、どんなに短い時間間隔でも、例えばシステムクロックの 1GHｚで 1

サイクル分（1ns）という短い時間であっても、待機電力が削減される。 

従来大容量向けに使われるメモリセルである、1MTJ と 1 個の NMOS トランジスタのメモリセルが、ノーマ

リーオフ型である。しかし、これは動作速度が遅い問題があり、キャッシュメモリとして必要な 10ns 以下で

動作することが出来なかった。一方、下の回路は、高速性に工夫を施し、全て 10ns 未満で動作できる。 

 

図 2.1-3 新しいコンセプトである『ノーマリーオフ型メモリセル回路』の設計例 

 

この中で、（a）について、②で開発された消費電力評価シミュレータを用いて、プロセッサ動作時のキャ

ッシュメモリ（L2）の消費電力を計算した。このメモリのアクセス時間は 5ns 以下である。図 2.1-に示すよう

に、ノーマリーオン型（リークパスを含む STT-MRAM 回路）の場合、SRAM よりもむしろトータル電力が増

えてしまう結果となった。一方、(a)のノーマリーオフ型で、かつ①－1 で得られた最新の MTJ 素子を用い

た回路では、消費電力が平均で 1/3 程度に低減できることが確認できた。なお、このとき D-MRAM は、

DRAM と MRAM モードを使い分けることが出来、図 2.1-4 の計算では、最初のリードアクセスが 5 回あっ

た場合に、MRAM モード MTJ に書き込みを行い、それまでは DRAM モードとして使うことで、消費電力を

下げる工夫を盛り込んでいる。なお、この特徴を利用し、効率をさらに上げるためのアーキテクチャを②－

3 にて開発している。 

 

図 2.1-4 STT-MRAM を用いた L2 キャッシュメモリの消費電力ベンチマークの相対比較（SRAM ベー

スのキャッシュを 1 とする） 
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①－1－2 高速低消費不揮発キャッシュメモリ回路・システムの開発      （担当：株式会社 東芝） 

 

平成 24 年度までに達成された高速・低電流な書き込み特性（3nsec、50μA 以下）を示す MTJ をベー

スにしたメモリアレイ回路用の CMOS＋MTJ の 1Mb のメモリアレイ試作を行い動作検証した。メモリアレイ

の周辺回路として、高速の読み出し回路・書き込み回路、セル選択するための回路などを設計し、上記メ

モリアレイ回路と一緒に試作した。また、メモリセル回路には上記の様々な回路をテスト回路として盛り込

んでいる。図 2.1-5 に、試作したメモリアレイ回路の拡大写真を示す。試作回路の実測値として、最も高速

なものでは、(c)の回路であり、5ns 以下でのメモリアクセスを確認している(図 2.1-6)。これは、SRAM より面

積の小さいメモリアレイとしては、世界最高速である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-5 試作したメモリアレイチップの表面写真    図 2.1-6 メモリアレイのアクセス 

テスト結果   

 

また、並列直列変換回路と、高速ラッチ回路を組み合わせることにより、不揮発キャッシュ用の高速イ

ンターフェース回路を開発した。STT-MRAM が SRAM よりも 2 倍以上容量を大きくすることが可能である

ため、これによって、対 SRAM で 2 倍以上のインターフェース部の高速化が可能となることが、明らかに

なった。この高速インターフェース回路は、量産技術として開発されているマイクロバンプまたは基板貫

通電極（TSV）接続による積層構造を用いたものも検討した（図2.1-7）。クアッドコアのプロセッサをもとに、

TSV 配置のレイアウト設計も行った。量産可能と見込まれている TSV のサイズが 40～50μm と大きいた

め、インターフェースに使える TSV が数千本程度と考えられる。このため、並列度を高めることが必要と

いうことなどが明らかになった。 

 

図 2.1-7 3D 積層型のノーマリーオフプロセッサ 

100m

X
D

E
C

READ & WRITE

1K BL

1
K

 W
L

X
D

E
C

PDEC

4:1MUX

256Rx256C

4:1MUX

256Rx256C

4:1MUX

256Rx256C

4:1MUX

256Rx256C

Driver
SA

R
e
p
e
a
te

r
4:1MUX

256Rx256C

4:1MUX

256Rx256C

4:1MUX

256Rx256C

4:1MUX

256Rx256C

Driver
SA

V
o

lt
a

g
e
 (

V
)

Access time (ns)

Pass

Fail

1.2

1.1

1.0

0.9

0.8

3 4 5 6



 

43 

 

①－1 の成果を総合し、さらに実際のユースケースをベースに消費電力性能について考える。実際の

ユースケースでは、L2 キャッシュが動作状態となる時間は、平均で全体の数%程度であり、多くても 10%

未満と考えられる。よって、実用上では L2 キャッシュメモリは、動作時間/待機時間の比率が 10 分の１

以下である。不揮発キャッシュ用の STT-MRAM メモリアレイ回路では、動作時の平均動作電力が従来

の SRAM メモリアレイに比べて 3 分の１以下に削減できることが、前述の研究成果で示されている。不揮

発キャッシュメモリの待機状態では、メモリアレイ部以外をパワーゲートすることで、消費電力を 0 にでき

る。一方、SRAM は、待機状態において、電源電圧を減らすことで動作時の消費電力の 6～7 割まで減

らすことができる。また、メモリアレイ以外のキャッシュ回路部の消費電力はメモリアレイの約 2 割程度とな

る。これらをもとに計算すると、キャッシュメモリの平均消費電力は、STT-MRAM による不揮発化により従

来の 6～7%（10 分の１以下）にまで低下することが分かる。これがプロセッサ全体の消費電力削減にどの

くらい寄与するかを、②－2 の研究開発において分析している。 
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2.2 ①－2 スマートシティ・センサー ネットワーク低電力化技術 

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

 

 

 ルネサスエレクトロニクスは、次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発として、スマートシ

ティ・センサー ネットワーク低電力化技術の開発を実施する。 

 

①－2－1 センサー特性評価・センサー応用技術 

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社、再委託先：立命館大学） 

 

   平成 23 年度は、センサーを含む要素技術調査を実施し、調査で得た知見をもとに、Noff 評価ボ

ードについて基本仕様を策定し、継続して詳細仕様を検討した。現状のセンサー技術と技術動向を

調査し、センサー拡張ボードに搭載するセンサー候補一次選定を行った。ノーマリーオフ動作を適用

した場合のセンサー特性への影響、損益分岐時間測定、電力を考慮したセンサー応用技術開発に対応

したセンサー拡張ボード仕様（0 次版）作成を、再委託先である立命館大学と完了した。 

平成 24 年度は、平成 23 年度に選定したセンサーを搭載したセンサー拡張ボードの設計・試作を完了

し、温度センサーと湿度センサーのセンサー電力評価に着手した。これまでに、代表的センサーである温

度センサーと湿度センサーについて、電源 ON・OFF 動作がセンサー特性に及ぼす影響評価および損

益分岐時間測定を完了した。本特性評価において、ノーマリーオフ電源制御の重要なパラメータである

損益分岐時間が周囲環境により変動するという知見を得た。 

表 2.2-1 に測定を予定しているセンサー一覧を示す。 

 

表 2.2-1 測定対象センサー一覧 

 

 

以下にこれまでに電力測定を完了したセンサーの測定結果を示す。 

人感センサ-1

人感センサ-2

加速度センサ

温度センサ

湿度センサ

照度センサ

TDK

CHS-SS

測定範囲：20 to 85%RH

公称精度：±5%RH

5V, 0.6mA

1min

ROHM

BH1600FVC
光電流：60μA/100lx

ピーク波長：560nm

3V, 90μA

128μs

Analog Devices

ADXL335

3軸、±3g、感度300mV/g、帯域
XY軸0.5～1600Hz、Z軸0.5～550Hz

3V, 350uA

1ms

ROHM

BD1020HFV

感度：-8.2mV/℃
計測温度範囲：-30〜100℃

3V, 4μA

5s

パナソニック
AMN21111

検出距離：5m

視野角：100°×82°
5V, 300μA

45s

日本セラミック
TS-3NAU

出力：2.9mVo-p@43.54mW/cm2

視野角：111°

電源不要
N.A.

センサ種類 外観 メーカ/型名 仕様・性能
電源
/ON時間

視野角：60°
画素数：8×8

3.3V, 4.5mA

15sIRアレイセンサ-

CMOSセンサ 日本ケミコン
NCM03-S

2.8V, 45mW

N.A.

信号画素数：640(H)×480(V) 

Panasonic

AMG8832
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(１)温度センサー 

図 2.2-1 に温度センサーの動作電流と電 

源立上げ時のオーバーヘッド電流の測定結 

果を示す（測定対象デバイスはローム社温度    

センサーBD1020HFV）。図に示されるように、    

センサー電源立上げ時に定常電流よりはるか    

に大きな突入電流が流れることが確認できた。 

この電流値を積分した結果、オーバーヘッドに        

よる消費電荷は 0.18μC であった。オーバーヘ 

ッドによる電荷量と定常電流をもとに、温度セン 

サーを周期的に電源遮断した場合の消費電力 

削減率を図 2.2-2 に示す。この図から本センサー 

の損益分岐時間（BET）は 42ms であることがわ 

かる。つまり、本センサーを使用しない期間が 

42ｍｓ以上の場合は未使用時に電源遮断する 

ことで電力削減可能になる。また、温度により、  

BET 値変動があることを確認できた。センサー        

用アナログ回路の電源を OFF→ON した場合、 

今回測定した回路ではアナログ回路出力安定  

時間に 50ms を要する（図 2.2-3）。従ってセン 

サーとアナログ回路に対するノーマリーオフ電源 

制御では、これらを考慮した起動シーケンスを検 

討する必要があり、平成 25 年度に技術検討を 

行う予定である。         

          

(２)湿度センサー 

 図 2.2-4 に湿度センサーの動作電流と電源 

立上げ時のオーバーヘッド電流の測定結果を 

示す（測定対象デバイスは TDK 社湿度セン 

サーCHS-SS）。図に示されるように、センサー 

電源立上げ時に定常電流の 3 倍の突入電流が        

流れることが確認した。この電流値を積分した          

結果、オーバーヘッドによる電荷は 1.0μC であ   

った。オーバーヘッドによる電荷量と定常電流 

をもとに、湿度センサーを周期的に電源遮断し 

た場合の消費電力削減率を図 2.2-5 に示す。こ 

の図から本センサーの損益分岐時間（BET）は 

6.9ms(＠湿度 40%)であり、温度センサーに比 

べて 1/6 と短い。一方、センサー用アナログ回路          
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図 2.2-1 温度センサーの消費電流測定結果 

 

図 2.2-2 温度センサーの損益分岐時間 

図 2.2-3 温度センサー特性 

 

図 2.2-4 湿度センサーの消費電流測定結果 

図 2.2-5 湿度センサーの損益分岐時間 
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の電源を OFF→ON した場合、今回測定した回            

路ではアナログ回路出力安定時間に 1500ms     

と非常に長い時間を要する（図 2.2-6）。 

 平成 25 年度は引き続き人感センサー等の損益  

分岐時間測定を含む特性評価を行うとともに、セ 

ンサー特性評価結果に基づいたセンサー毎の Noff           

制御ドライバ(ソフトウェア)の仕様策定を行い設計 

を進める予定である。                          

 

①－2－2 電源制御技術 （担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

  平成 23 年度は、センサーを含む要素技術調査を実施し、調査で得た知見をもとに、Noff 電源制

御技術について基本仕様を策定し、継続して詳細仕様を検討した。 

  平成 24 年度は、センサーノードシステムの電源制御技術として、各構成要素のBETを用いることによ

り、柔軟性と高いアプリケーションプログラマにとってユーザビリティを備えた自律適応型電源制御機構を

考案し仕様初版を策定完了。（特許出願準備中） 

  平成 25 年度は、自律適応型電源制御機構の試作設計を行い、「①－2－3 センサーノードシステム

電力プロファイル評価技術」で開発する Noff 評価ボード上に実装して提案方式の有効性確認、課題

抽出を行い、技術改良を検討する予定である。 

 

①－2－3 センサーノードシステム電力プロファイル評価環境 

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

平成 23 年度は、センサーノードを構成する各要素の技術調査を実施し、調査で得た知見をもとに、

Noff 評価ボードについて基本仕様を策定し、継続して詳細仕様を検討した。平成 24 年度は、Noff 評

価ボード、不揮発 RAM 拡張ボード、センサー拡張ボード、及び Noff 制御チップ(FPGA を使用)を組み合

わせた環境で電力プロファイルを評価・解析するための各ソフトウェアの仕様を策定した。図 2.2-7 と図

2.2-8 に Noff 評価ボードの概要と Noff 評価ボード写真を示す。平成 25 年度には、これら電力プロファイ

ルを評価するための各ソフトウェア設計を行うとともに、アプリケーションレベル評価に向けて、Noff モニタ、

センサーNoff-API の設計および、各ソフトウェア設計を実施する予定である。本環境を用いることにより、

電源制御技術をはじめとする要素技術の効果検証、実用化に向けた課題抽出を定量的かつ効率よく行

えるようになる。 

 

 

 

図 2.2-6 湿度センサー特性 
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①－2－4 センサーノード低電力化技術統合評価    （担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

平成 24 年度は、①－2－3 で開発した Noff 評価ボード・不揮発 RAM 拡張ボード・センサー拡張ボード、

及び Noff 制御チップ(FPGA を使用)を組み合わせた環境で電力プロファイルを評価・解析するための評

価用アプリケーションソフトウェアの技術調査を行った。電力プロファイル評価環境上での電源制御技術

試作と評価用アプリケーションソフトウェアの設計は平成 25 年 9 月までに実施する予定である。これらを

組み合わせて、センサーノード（通信除く）にノーマリーオフ動作制御を適用した場合のシステム電力プロ

ファイル評価・解析を行い、センサーノード（通信除く）の 10 倍の低電力化性能達成可能性推定し、技術

課題の明確化・対策検討を平成 25 年度末までに実施する予定である。 

   

①－2－5 実証デモ   （担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社、再委託先：はこだて未来大学） 

本課題では、現在運行しているバスシステムを基幹交通、基幹交通の各バス停から目的地への移動を

支線交通と位置付ける階層的な運行モデルに基づき、支線部分のデマンド化を支援することで、「予約

不要」「高頻度運行」が可能な利便性の高いデマンド交通の実現を目指すものである。なお、本課題で構

築する公共交通を支えるバス停等のシステムは「屋外設置」「多点」「メンテナンスフリー」を理想とし、非整

備環境におけるユビキタスセンサネットワーク環境の具体的課題と位置付けることが可能である。 

 

 平成 23～25 年度における当該課題の研究成果は以下の 2 点に集約される。 

(1)階層的な運行モデルの考案とそれに基づいた実証実験フィールドの選定 

(2)デマンド交通を支える知的バス停システムの設計と構築 

以下、各成果について詳述する。 

 

図 2.2-7 ノーマリーオフ評価ボード概要 図 2.2-8 ノーマリーオフ評価ボード写真 
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(1) 階層的な運行モデルの考案とそれに基づいた実証実験フィールドの選定 

デマンドバスは、タクシーと同様に、ユーザの現在地（自宅など）から目的地まで、あるいはその逆を

直接接続するように運行するケースが多い。これを複数ユーザの乗合にて実施することでバス運行の効

率化を試みているケースもあるが、概して、バスの運行距離は長くなる傾向にあり、バスの運行頻度の低

下や、それに伴う「ユーザのデマンド」に対する即応性を損なっている。北海道のように、土地が広く、且

つ、集落が点在する場合は、さらにその傾向が顕著である。これに対し報告者らは、ユーザの移動行程

を精査し、「デマンド化すべき部分」と「デマンド化する必要のない部分」を明確に区分することで、デマ

ンドバスの運行距離を短くし、ユーザのデマンドに対する即応性を高めることができる階層的デマンド交

通モデルを考案した。 

 

(1)－1 階層的デマンド交通モデル 

 階層的デマンド交通モデルでは、現在運行しているバスシステムを基幹交通、基幹交通の各バス停

から目的地への移動を支線交通と区分する。ユーザは、基幹交通と支線交通を組み合わせることで目的

地への移動を行う。基幹交通では、大型バスが既存の時刻表に従って間歇運行をしており、一般的に長

距離移動となる。この運行頻度は、過疎地等では、1 時間～2 時間に 1 本など、極めて低頻度であることも

多いが、その地に暮らすユーザにとっては、既存の時刻表に従ったライフスタイルが確立しており、低頻

度運行は必ずしもユーザの利便性を損ねてはいないと思われる。一方、支線交通部は、基幹交通のバス

停からの乗り換えや徒歩にて移動する。ここで乗り換え時間や徒歩時間が長い場合、ユーザの移動全体

に対する利便性の評価に直結するものと思われる。階層的デマンド交通モデルでは、この支線交通部を

デマンド化することにより、ユーザの移動に対する利便性の向上を目指すものである。デマンド交通モデ

ルの様子を図 2.2-9 に示す。 

 

図 2.2-9 階層型デマンド交通 

(1)－2 実証実験フィールドの選定 

 上記の提案モデルに基づいたデマンド交通システムの実証実験フィールドとして北海道亀田郡七飯

町を選定した。北海道亀田郡七飯町は、函館市の北に隣接し、総人口は 28,941 名である。町内をほぼ

南北に国道 5 号線が貫き、主たる交通機関は、この国道 5 号線を運行するバス（函館バス株式会社が

運行）と、それとほぼ平行に走る JR のみである。バス停から病院、役場等の目的地へのアクセスは徒歩

が中心である。しかし、バス停・目的地間は 500 メートル以上離れているものも多い。さらに、街全体が東

西方向になだらかな傾斜を為していることから、バス停と目的地には高低差があり、必ずしもアクセスが

良いとは言えない。以上のような状況から、七飯町にて、国道 5 号線を運行するバスを基幹交通、バス

停から各目的地への徒歩アクセスを支線交通、とみなすことが可能であり、提案モデルの検証フィール
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ドとしては最適であると判断した。なお、目的地としては七飯町アップル温泉（北海道亀田郡七飯町中

野 194-1）を取り上げ、最寄バス停（大中山バス停）との間でのデマンドバス運行をモデルケースとして設

定した。デマンド交通システム実証実験は、平成 25 年 9 月 15～21 日の 1 週間での実施とし、現在準備

を進めている。 

 

(2) デマンド交通を支える知的バス停システム 

 本研究にて開発、運用する階層的デマンド交通サービスは、大きくは、「利用者」「バス停」「配車サー

バ」「バスアプリ」「デマンドバス」「基幹バス」から構成される。このうち、利用者、バス停、配車サーバ、デ

マンドバス、バスアプリの振る舞いについて、図 2.2-10 にまとめる。なお、利用者とデマンドバスを除く各

要素（仕組み）の概要は以下の通りである。 

(A) 知的バス停システム（バス停） 

 ユーザのバス利用のデマンドを検知し、情報管理サーバに送信する機能を有する。他に、バス接近情

報等、情報キオスクとしての機能も付与する。 

(B) 情報管理センター（配車サーバ） 

 各バス停から回収される情報を一元管理する仕組みである。同時に、デマンドバス運行スケジューラを

実装する。 

(C) デマンドバス運行指示アプリケーション（バスアプリ） 

 情報管理センターが算出したデマンドバス運行スケジュールを実際のデマンドバス運転手に指示する

ためのアプリケーションである。 

 

図 2.2-10 階層型デマンド交通サービスにおける各要素の振る舞い 

以下では、特に、(A) 知的バス停システムについて、設計および実装の状況を詳述する。なお、上述

したように、バス停は、「屋外設置」「多点」「メンテナンスフリー」を理想とし、非整備環境におけるユビキタ

スセンサネットワーク環境の具体的課題と位置付けており、ノーマリーオフを意識した設計を行っている。 

 

(2)－1 知的バス停システムの設計 

知的バス停システムの概要を 

図 2.2-11 に、また、知的バス停システムに必要な機能を表 2.2-2 にまとめる。 

知的バス停システムの概要を図 2.2-11 に、また、知的バス停システムに必要な機能を表 2.2-2 にまと

める。 
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図 2.2-11 知的バス停システムの概要図 

表 2.2-2 知的バス停システムに必要な機能 

概要 詳細 

ユーザ検知機能 人感センサを用いて、ユーザの（バス停への）近づきを検知する。この後、無線

モジュール等が起動する。 

バス呼び出し機能 バス呼び出し用のボタンを設置する。バス呼び出し時に、ユーザが押下する。 

ユーザへの情報提

示機能 

小型 LCD と 7SegLED を設置する。デマンドバス到着時刻、現在時刻等を表示

する。 

防水機能 通常の降雨に耐えられるレベルの防水機能を有する。 

通信機能 配車サーバとの通信機能を有する。 

・バス利用要求情報の送信（バス停→配車サーバ） 

・バス到着予想時刻の受信（配車サーバ→バス停） 

セキュリティ対策 盗難、いたずら等に対するセキュリティ対策を施す。 

監視、ログ機能 実証実験中の各モジュールの振る舞いを記録・蓄積する。 

 

 (2)－2 知的バス停システムの構築 

 前章で述べた設計を受けて、知的バス停システムを構築した。報告書作成日現在にて、ハードウェア構

築はほぼ完了しており、内部ソフトウェアのテスト作業を進めている。配車サーバやバスアプリの構築も同

時に進めており、平成 25 年 9 月の実証実験には十分間に合う予定である。構築した知的バス停システム

でハードウェアイメージ図を図 2.2-12 に示す。また、構築した知的バス停システムの外観を図 2.2-13 に

示す。 
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図 2.2-12 知的バス停システムのハードウェアイメージ 

    

図 2.2-13 知的バス停システムの外観（左から全景、表示部、制御部、天頂カメラ） 

 

 

①－2－6 低電力化回路技術  （担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社、再委託先：神戸大学） 

  

ワイヤレスネットワークシステムを超低電力で動作するための重要な要素回路の一つに、時間計測用

発振回路（RTC: Real Time Clock）がある[1]-[3]。ノーマリーオフ動作の適用対象外となる RTC は、システ

ムの電力を超低電力に抑えるため、超低電力で実現する必要がある。さらにシステム全体を 1 チップ化す

るために、CMOS 回路技術で構成する必要がある。そこで以下では、本研究で実施した超低電力で動作

するオンチップ RTC の研究経過について報告する。 

 

(1)研究内容 

従来回路では、コンパレータのオフセットと遅延時間を補正するために、①V REF’生成と②クロック生成

とを交互に繰り返すことで時間計測を実現した（図 2.2-14（a））[3]。しかし、低い基準電圧を用いると、クロ

ック生成時までに VREF’生成が間に合わなくなり、正しく動作しない課題があった。そこで、低い基準電圧

の使用時において、クロック生成時までに VREF’生成が間に合うようなアーキテクチャを検討した（図

2.2-14（b））。この回路は、従来回路の VREF’生成期間とクロック生成期間に加え、リセット期間を追加した。

このアーキテクチャを実現するための回路を図 2.2-15 に示す。提案回路の CLK ブロックと VREF’ブロック

には、図2.2-16の（a）、（b）に示す回路構成を用いる。コンパレータの入力電圧であるVS1は、基準電圧よ

りも少し低い電圧である VX に、V1 は基準電圧 VREF にセットされる。そして、基準電流 IREF によって VS1 は
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充電され、VREF に達したとき、コンパレータの出力の反転によって VS1 は充電から放電へと切り換わる。そ

して、再び VS1 が VREF に達したとき、VREF’が生成され、保持される。そして従来回路と同様に、VREF’を用

いてクロック生成を行うことで時間計測を行うことができる。 

また、バイアス回路として、しきい値参照型のバイアス回路を用いた。VREF は NMOS のしきい値電圧に

近い電圧となり、IREF は VREF/R に依存した電流となる。また、負または正の温度依存性をもつ 2 種類の抵

抗を直列に接続することで抵抗の温度依存性をキャンセルすることができ、さらに抵抗のトリミングを行うこ

とで、絶対値の発振周波数を補正できる。 

 

図 2.2-14 従来回路と提案アーキテクチャのタイミングダイアグラム 

  

 

図 2.2-15 提案アーキテクチャ 

     

図 2.2-16（a）クロック生成回路と（b）VREF’生成回路 

 



 

53 

(2)測定評価 

図 2.2-17（左）に提案回路のチップの写真を示す。使用プロセスは 0.18 μm CMOS プロセスである。

高抵抗ポリシリコン抵抗 RN 2.62 MΩと拡散抵抗 RP 1.49 MΩ、CC1, CC2, CS1, CS2 共にそれぞれ MIM キ

ャパシタ 1.72 pF を用いた。また、RN は 2.37 MΩから 2.81 MΩ、RP は 1.38 MΩから 1.64 MΩまでトリミン

グ可能である。チップ面積は 0.105 mm2 であった。図 2.2-17（右）に電源電圧 1.0 V、室温での出力波形

を示す。発振周波数は 32.55 kHz、消費電力は 0.472 μW であった。図 2.2-18 に-40 – 100 ºC までの

温度依存性と 1.0 – 1.8 V までの電源電圧依存性の測定結果を示す。温度依存性は±0.84%、電源電圧

依存性は±0.44%、トータル±1.28%であった。図 2.2-19 に同一チップ上での 20 サンプルの発振周波数

ばらつきのヒストグラムを示す。平均32.87 kHz、標準偏差0.457 kHzであり、変動係数は1.39 %であった。

図 2.2-20 にトリミング可能な発振周波数変動範囲のグラフを示す。標準抵抗値に対して、-6.8% から 

+10.8%までトリミングすることが可能であった。 

   

図 2.2-17 提案回路のチップ写真（左）と出力波形（VDD = 1.0 V）（右） 

 

  

 

 

(3)まとめ 

表 2.2-3 に各 RTC の性能比較を示す。提案回路では、32 kHz の発振周波数を実現し、0.5 μW 以

下の超低電力を実現した。今後は、さらなる超低電力、発振周波数の高精度化を目指す予定である。 

 

図 2.2-18 温度・VDD 依存性 図 2.2-19 ヒストグラム 図 2.2-20 トリミング性能 



 

54 

表 2.2-3 各 RTC の性能比較 

Ref. [1] [2] [3] This work 

Type Relaxation Relaxation Relaxation Relaxation 

Temp. -40 – 90 ºC -20 – 100 ºC -40 – 120 ºC -40 – 100 ºC 

Supply voltage 0.725 – 0.9 V 1.6 – 3.2 V 0.8 – 1.8 V 1.0 – 1.8 V 

Frequency 100 kHz (@0.8 V) 32.768 kHz(@1.6 V) 6.66 kHz (@1.5 V) 32.55 kHz (@1.0 V) 

Current dissipation 

Power dissipation 

0.35 μA 

- 

2.8 μA 

- 

0.63 μA 

- 

0.47 μA 

0.47μW 

Start-up time 1 cycle N/A N/A 108 μs (@1.0 V) 

Temperature variation ±0.68% <±0.1% -0.62 – 0.29% ±0.84% 

Supply voltage variation ±0.82% <±0.1% -0.86 – 0.12% ±0.44% 

Chip area 0.12 mm2 0.048 mm2 0.09 mm2 0.105 mm2 

 

 

参考文献 

[1] T. Tokairin et al., ”A 280 nW, 100 kHz, 1-cycle start-up time, onchip CMOS relaxation oscillator employing a feedforward period 

control scheme,” in VLSI Circuits Symp. Dig. Tech. Papers. June, 2012, pp. 16-17. 

[2] K.-J. Hsiao, ”A 32.4 ppm/℃ 3.2-1.6V self-chopped relaxation oscillator with adaptive supply generation,” in VLSI Circuits Symp. Dig. 

Tech. Papers. June, 2012, pp. 14-15. 

[3] K. Tsubaki, T. Hirose, Y. Osaki, S. Shiga, N. Kuroki, and M. Numa, ”A 6.66-kHz, 940-nW, 56ppm/°C Fully On-chip PVT Variation 

Tolerant CMOS Relaxation Oscillator,” 19th IEEE International Conference on Electronics, Circuits, and Systems (ICECS), pp. 97-100, 

2012. 
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2.3 ①－4 ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

（担当：ローム株式会社） 

目的とする常時計測可能な貼り付け型生体情報計測センサーノードには、以下に挙げる条件が

求められる。 

1. 生活習慣を分析するための長期間（最低 2 週間）のデータロギング 

2. 生データ（心電、加速度情報）から意味データへ変換するオンノードプロセシング 

3. 貼り付け時のインターフェースとログデータの通信 

4. 正確なデータ取得のため、ノイズ耐性の高いセンサーノードの軽量、小型化 

貼り付け型センサーノードを構成する要素の内、重量に対して最も支配的な要素はバッテリーであ

る。バッテリーの重量とサイズを削減するためにはバッテリー容量の削減、つまり低消費電力化が必

要となる。 

生体情報計測システムでは、システム全体の消費電力に対して以下の 3 点が課題となる。 

 1. 生体信号を処理するアナログ回路（主に増幅器とアナログ/デジタル変換器）の動作時電力 

 2. ロギングデータを保持するメモリの待機電力 

 3. データ通信回路の消費電力 

現在入手可能な心電用アナログフロントエンド LSI では、低消費電力なものでも 100μA 以上の電

流が常時流れることになる。待機状態の揮発性メモリにも（容量に依存するが）1μA から 10μA 程度

の電流が常時流れる。また、通信回路はアクティブになる時間が極めて短いが、Bluetooth Low 

Energy (BLE)のような低消費電力な通信規格でも動作時には 10mA から 20mA 程度の電流を消費す

る。仮に通信回路のアクティブ率が 0.1%であったとしても、平均するとやはり 10μA 程度の消費電流

となる。 

そこで我々はノーマリーオフコンピューティング技術を用いてこれらの課題を解決し、超低消費電

力かつウェアラブルな生体情報計測システムを実用化するための技術開発を行なっている。 

 

(1)アナログフロントエンドの省電力化技術開発成果 

アナログフロントエンドの省電力化技術として、短期間自己相関を用いた瞬時心拍抽出手法を開

発している。ウェアラブルな生体情報計測システムでは、様々なノイズが心電図に混入する。特に問

題となるのは筋電ノイズと電極起因ノイズである。他のノイズは（コストを度外視すれば）回路的な工夫

やフィルタによって除去可能であるが、筋電ノイズと電極起因ノイズは心電図と同様の周波数帯域に

も現れるため単純なフィルタで除去することは難しい。一般的に、心電図の SNR を向上させるために

は、アナログフロントエンド（増幅器、アナログフィルタ、AD 変換器）の高性能化が必要となる。しかし、

増幅器の同相除去比（CMRR）や増幅率、位相特性などの性能は概ね消費電力とトレードオフの関

係にあり、増幅器の高性能化によるノイズ対策には限界がある。一方で、心電図をデジタル領域で処

理するために必要な帯域（1kS/s 以下）を持つ AD 変換器はサブμW 級の消費電力で実現可能であ

る。そこで我々はプロセススケーリングによる低消費電力化が容易なデジタル領域での演算によるノ

イズ対策手法の検討を行った。 

提案手法では心電図における QRS 群の波形の相似性を利用し、自己相関関数を用いて瞬時心

拍を抽出する。ウェーブレットフィルタによってベースライン変動と高周波ノイズを除去し、次に、1.5 秒

間の信号を含むウィンドウを定義し、同じ長さのウィンドウを評価時刻から過去に遡ってスライドさせな
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がら相関係数を求めていく。このとき相関係数が最大となるスライド幅が心拍数と一致する。 

 

図 2.3-1 心拍計測アルゴリズム 

従来、自己相関による心拍取得は、より大きなノイズが問題となる非侵襲式の生体信号計測装置

で用いられていた。しかし従来の応用例では、長期間（30s）の心電図に対して平均心拍数を求める

ことを目的としており、演算量も多い。これに対して提案手法では相関係数の計算手順やパラメータ

設定、ウィンドウ幅などを工夫することで演算量を削減し、リアルタイム処理を実現した。130nm 

CMOS プロセスを用いて提案手法の専用ハードウェア化を行い、平均消費電流 1.5μA 以下で動作

することを確認している。 

 

図 2.3-2 心拍取得のノイズ耐性 

 

平成 24 年度までの成果として、上記のアルゴリズムを 2 件の国際学会に採択された。また、上記ア

ルゴリズムと必要最小限のアナログフロントエンドを組み合わせることで、従来技術に対して心拍取得

に必要な消費電力を 30 分の 1 以下に削減した。 

 

(2)データロギング用メモリの省電力化技術開発成果 

心電図などの生体信号を扱う上で必要となるサンプリングレートは高々1 kS/s 程度であり、LSI の

動作速度に対して十分に遅いためシステムの稼働率が非常に低いという特徴がある。一方、アプリケ

ーションからの要求として最低でも 24 時間の生体情報をロギングする必要があり、データを保持する
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メモリの容量は増大する。従来の SRAM（Static Random Access Memory）のような揮発性メモリでは

待機時の消費電流がメモリ容量に比例して増大するため、待機状態の多いシステムでは大きなオー

バーヘッドとなる。従って、強誘電体メモリ（Ferroelectric Random Access Memory, FeRAM）などの不

揮発メモリを用いたノーマリーオフコンピューティングは生体情報計測システムの低消費電力化に対

して大きく貢献する。 

ロギングデータを保持するメモリの待機電力削減のための基本方針として、我々は FeRAM を用い

ている。しかし、単純に SRAM を FeRAM に置き換えただけではデータの書き込み・読み出しに対する

電力オーバーヘッドが問題となるため、生体信号処理アルゴリズムの最適化によるデータ量の削減、

及び新規メモリアーキテクチャの検討を行っている。これらの成果については平成 25 年度中の発表

を目指している。 

(3)さらに、低消費電力化に際して重要となる不揮発メモリの動作電圧の低減のため、強誘電体キ

ャパシタの動作電圧の低減を目指している（現在の量産可能な標準動作電圧は 1.5V）。平成 24 年

度までの成果として、FeRAM（強誘電体メモリ）および強誘電体キャパシタの低電圧特性を評価し、

強誘電体特性の電圧軸方向のシフト量が重要なパラメータであることを特定した。電圧軸シフト量に

影響するプロセスパラメータとしては、上部電極形成前の熱処理が重要であることを特定し、熱処理

条件の最適化により 0.9V 動作の目処を得ている。 

 

 

図 2.3-3 0.9V 動作可能な強誘電体キャパシタ 

 

(4)NFC 通信機能を有するウェアラブル生体情報計測システムの試作データの読み出しやパラメ

ータ設定、動作確認などのための通信時に消費するエネルギーは、生体情報計測システムの低消

費電力化において大きな課題である。 

通信中の消費電流はデータロギング中の消費電流に対して 1 桁ほど多いため、通信回路がアクテ

ィブになる時間は最小化しなければならない。通信回路のアクティブ時間を削減する最も基本的な

手段は転送データ量の削減であり、ここでもオンノードプロセッシングとノーマリーオフコンピューティ

ングは大きな役割を果たしている。 
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また、生体情報計測のような稼働率の低いアプリケーションでは通信回数そのものは少ないため、

データ送受信だけではなく通信待受のために消費される受信電力の小さい通信方式が望ましい。一

方、送受信距離と伝送レートに関しては制約が少ない。従って、BLE、Near Field Communication 

(NFC)、ZigBee (IEEE802.15.4) 、Body Area Network (BAN, IEEE 802.15.6)などが通信方式の主な

候補となる。本研究では特に NFC に着目し、前述した提案技術と組み合わせることで超低消費電力

なウェアラブル生体情報計測システムの設計を行っている。 

パッシブ通信モードの NFC を用いることで、送受信に必要な電力をリーダ・ライタ側（スマートフォン

など）でまかなうことができ、センサー側の送受信回路はノーマリーオフとなる。また、待ち受け動作も

磁界検出用ロジックの電力消費のみで実現できる。 

 

平成 23 年度に FeRAM と基本的な心電取得用アナログ回路、および NFC タグ IC とのインターフ

ェースを集積した生体信号計測 SoC を試作し、NFC と FeRAM を用いる提案システムの有効性を確

認した。提案 SoC は 130nm 強誘電体メモリプロセスを用いて試作した。電源電圧 3V、動作周波数

32kHz において 1 秒おきに心拍数と加速度を FeRAM に書き込む動作試験を行い、SoC 単体の消

費電力は 13.1μA であった。混載した FeRAM を間歇動作させることで、電源等の周辺回路の電力を

削減し、FeRAM 部の平均消費電流を数十μA から 1μA に削減した。 

平成 24 年度から平成 25 年度にかけて短期間自己相関を用いた瞬時心拍取得回路と 32-bit 

MCU（Cortex M0）を生体信号計測 SoC に集積し、提案 SoC と加速度センサーIC 及び NFC タグ IC

から構成されるウェアラブル生体情報計測システムの試作・性能評価を行った。平成 23 年度の試作

は個別ブロック（アナログフロントエンド、FeRAM、メモリインターフェースと NFC 制御ブロック、加速度

センサインタフェース）の機能評価が目的であり ADC と MCU を集積していなかった。これに対して平

成 24 年度試作では Cortex-M0 コアを集積しており、オンノードでの生体信号処理アルゴリズム評価

が可能である。LSI 単体での平均消費電流は 12.7μA であった。MCU と ADC、及び SRAM の集積

による消費電力の増大を、特にアナログ回路の低電圧動作等によって相殺し、平成 23 年度試作と

ほぼ同じ消費電力で実現した。現状の生体信号処理アルゴリズムで動作させた場合の提案 LSI、加

速度センサー、NFC タグ IC、レギュレータ等を含めたシステム全体の消費電流はおよそ 38μA であり、

従来技術に対して 5 分の 1 まで削減されている。 
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図 2.3-4 電力削減の内訳 
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研究開発項目② 将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化

を実現する新しいコンピューティング技術の検討 

 

2.4 ②－1 ノーマリーオフ評価基盤・プラットフォームの研究開発 

（担当：ルネサスエレクトロニクス株式会社） 

 

研究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ

化を実現する新しいコンピューティング技術の検討」（集中研）では、参加企業ならびに東京大学が連

携・協力し、集中研方式で遂行することで、設計階層間で協調して実現する電力制御技術の共通基盤化

を行い、ノーマリーオフコンピューティングを実現するコンピュータシステムの構築手法と設計方法論の確

立を目指す。一方、研究開発項目①（分散研）では、多様な応用分野と種々の不揮発メモリを用いた、シ

ステムに依存したノーマリーオフ最適化技術が開発されるが、①で得られた効果を詳細に解析して、研究

開発項目②の汎用的な設計方法論へフィードバックするためには、①の各研究項目に対して、共通に使

える評価基盤プラットフォームを用いて、研究開発項目①の評価を実現することが必要となる。 

研究開発項目 ②－1 においては、上記①の共通的な評価の必要性を満たし、かつ、②－3 で開発

するノーマリーオフ最適化技術の電力消費性能評価を適切に実現できる 

②－1－1 ノーマリーオフ実機評価環境 

②－1－2 ノーマリーオフ評価エミュレーション環境 

を構築し、研究開発項目②及び①で活用することにより、ノーマリーオフ・システムの電力消費性能を

評価するための共通の基盤となる評価基盤・プラットフォームを確立する。 

 

②－1－1 ノーマリーオフ実機評価環境 

ノーマリーオフ実機評価環境においては、集中研 Noff 評価ボードを開発する。 

集中研 Noff 評価ボードは、マイコン、センサー、電源回路などを搭載し、本評価ボードを用いてノーマ

リーオフを実現するアーキテクチャ開発・検証・実証などを行う。また、評価ボード仕様検討時に各分散研

と連携して、センサー拡張ボード、メモリ拡張ボード等を着脱可能な仕様とすることにより、本 Noff 評価ボ

ードに分散研のセンサーやメモリを接続してノーマリーオフアーキテクチャの検証・実証が可能な評価基

盤プラットフォームを実現する。 

 

平成 23 年度は、Noff 評価ボード、メモリ拡張ボード、センサー拡張ボード、通信装置の仕様検討

のベースとなるノーマリーオフアーキテクチャの基本構成についての検討を東京大学/中村研究室と

共同で実施し、ノーマリーオフアーキテクチャの基本構成の検討を完了した。 

平成 24 年度は、前年度から継続して、分散研と連携しながら、集中研 Noff 評価ボード、メモリ拡張ボ

ード、センサー拡張ボード、通信装置の仕様、Noff-HW-IF プロトコルの詳細仕様策定を行い、集中研

Noff 評価ボードの設計・試作・評価を実施した（図 2.4-1，図 2.4-2）。 
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図 2.4-1 集中研用ノーマリーオフ評価ボード（試作版） 

 

図 2.4-2 集中研用ノーマリーオフ評価ボード写真（試作版） 

 

そして、本試作ボードによる実機評価結果から、センサーシステムにノーマリーオフ制御を適用した場合

の電力削減効果の見積もりを実施した（図 2.4-3）。 
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図 2.4-3 センサーシステムの消費電力量 

 

図 2.4-3 に示すセンサーシステムにおける、マイコン及びセンサーのアクティブ（動作）消費電力量は、

全体の 27%であり、一方、スタンバイ消費電力量は、全体の 73%である（ただし、通信は除く）。 これにより、

ノーマリーオフ制御適用により、理想的（電源 ON/OFF 遷移に伴うオーバーヘッドがない理想ケース）に

は 73%の電力量削減が可能であることが判る。よって、本研究の目標である 90%削減を実現するために

は、 

1) 電源 ON 遷移に伴うオーバーヘッド電力の削減 

2) アクティブ電力の削減 

の両方の課題を克服することが必要である。研究開発項目②－1 においては、②－3 と連携して、Task ス

ケジューリング手法によるソフトウェア技術視点からの上記課題に対する電力削減手法の開発を進める予

定である。（Task スケジューリング手法に関する成果は、②－3 を参照。） 

平成 25 年度は、平成 24 年度に試作した集中研 Noff 評価ボードの実機評価結果をフィードバックする

ことにより、分散研のセンサー/メモリ拡張ボードへの接続、子基板変更により CPU 変更が可能で、かつ、

複数の評価ボードを連結して階層アーキテクチャ評価を実施可能な、集中研 Noｆｆ評価ボードの仕様設

計を完了した。今後平成 25 年度中に、評価ボードの作成・評価を行い、各分散研で利用可能できるノー

マリーオフ実機評価環境を構築する（図 2.4-4）。 
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図 2.4-4 集中研用ノーマリーオフ評価ボード 

 

②－1－2 ノーマリーオフ評価エミュレーション環境 

 

平成 23 年度は、ノーマリーオフ評価エミュレーション環境構築手法の基本方針の検討を実施し、ノ

ーマリーオフの基本構成要素であるマイコンモデル、SRAM モデル、センサーモデルの仕様検討を

完了した。 

平成 24 年度は、前年度で検討した各モデルの情報から、詳細な電力及び性能評価を実現するための

情報の絞込みを行った。そして、②－3 で検討する多様なアーキテクチャに適用可能で、しかも上記情報

を取得可能なノーマリーオフ評価エミュレーション技術の概略仕様の策定を実施した。評価エミュレーショ

ンを実行する際は、マイコンの実行 Task 情報をコード化して、マイコン内蔵の DAC 電位として外部に出

力させる。この Task 情報及び消費電流を外部の計測器で測定することで、Task 処理毎のマイコンやセン

サーの電力プロファイル情報を取得することが可能となる（図 2.4-5）。 

 

図 2.4-5 評価エミュレーション環境 

 

平成 25 年度は、平成 24 年度の策定結果に基づきノーマリーオフ評価エミュレーション機能の方式設

計・試作・実機評価実施し、仕様を決定した。（図 2.4-6）。今後平成 25 年度中に、その試作結果を元にし
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て、評価エミュレーション機能を、②-1-1 で開発するノーマリーオフ実機評価環境に実装する。 

 

図 2.4-6 電流測定 
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2.5 ②－2 超高速不揮発メモリを活用するノーマリーオフメモリシステムの研究開発 

（担当：株式会社 東芝） 

 

①－1 で、開発された STT-MRAM による超高速不揮発 RAM 回路をどのメモリ階層に配置して用

いるべきかを明らかにするためには、プロセッサの性能と電力を実際にモバイルプロセッサで使われ

るアプリに近い環境で評価する必要がある。このため、Synopsis 社製の Virtualizer という、大規模な

アプリケーションソフトを動かすことができるプロセッサのエミュレータを使って、この中に STT-MRAM

による L1 または L2 キャッシュメモリのモデルを導入し、メモリアクセスログをサイクル精度でトレースでき

る環境を構築した。これを用いて、コンテンツがリッチで処理の重い 2 種類のアプリケーションソフト

（MPEG 画像再生と、動画ゲーム）を実際に動作させて性能と電力を評価する環境を構築した。この

ケースでは、意図したパワーゲーティングによる電源遮断を入れておらず、①－2 で開発された

STT-MRAM のメモリセル回路がノーマリーオフ動作をするために、アプリ処理中にある数十 ns 以下

の非常に短い待機時間でもメモリアレイ部の消費電力をほぼ 0 にできることを利用して、消費電力を

低減している。消費電力算定の結果、L1 と L2 キャッシュメモリに①－2 で開発された STT－MRAM

を用いると、キャッシュメモリの消費電力が 2 割程度低減するのに対して、L1 を従来型の SRAM のま

まにして、L2 キャッシュのみ STT-MRAM に変えた場合に、キャッシュメモリの半分以上を削減するこ

とが可能であることが計算できることが分かった。この結果はこれまでの検討に整合している。つまり、

L1 キャッシュは L2 キャッシュよりもアクセス頻度が高く、STT-MRAM は SRAM に比較して、アクティブ

状態の消費電力が大きいため、その分動作時の消費電力が増えてしまったためと考えられる。一方

L2 キャッシュでは、メモリがアクティブな状態での電力が増える分よりも、待機電力が減る分のほうが

大きく上回ったため、大きな消費電力削減の効果が得られた。 

これに加えて、実際のユースケースを考慮して、アプリケーションが短時間停止しているような状況も加

味し、プロセッサが段階的にパワーゲーティングしていくステートの遷移を考慮して、アプリケーション停止

時間をパラメータとして、電力効率（性能/消費電力）の変化を評価した。電力効率が 10 倍以上となるプロ

セッサの動作条件の範囲が分かってきた。この範囲は、まだ限定的である。その背景には評価したアプリ

ケーションは 2 種類のみで、ともに処理が重たいという理由もあるが、キャッシュメモリと、アーキテクチャの

改良により、この条件をさらに広げることが期待できる。後者については、②－3 の研究開発の対象であ

る。  

 

図 2.5-1 アクティブ状態からアイドル状態に向けてのパワーゲーティングの状態の時間遷移（左図）。右

図は、従来型の遷移（オレンジ色）と、不揮発キャッシュメモリを用いた場合の遷移（緑色）。  
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2.6 ②－3  ノーマリーオフコンピューティングシステム設計方法論の研究開発  

（担当：株式会社東芝、ルネサスエレクトロニクス株式会社、ローム株式会社、共同実施先：東京大学） 

 

設計方法論の確立に必要なノーマリーオフ評価技術と最適化技術の開発を目指し、以下を行った。 

ルネサスエレクトロニクスと東大は、マイコンにおける RAM 不揮発化、ロームと東大は、やはりクロック周

波数がそれほど高くないヘルスケア応用分野で、FF（フリップフロップ）の不揮発化を検討し、不揮発化が

もたらす低消費電力化効果を最大化するアーキテクチャ技術を検討した。また、東芝と東大は、クロック

周波数が高い高性能プロセッサにおけるキャッシュメモリに STT-RAM を適用した場合に、低電力化効果

を増大で可能なキャッシュメモリの構成方式を検討した。以降、順に詳細を述べる。 

 

②－3－1 ノーマリーオフ評価技術 

ノーマリーオフ最適化技術では、メモリ階層における FF、キャッシュメモリ、RAM の不揮発化を検討す

るが、評価技術として、各々の方式の消費電力をモデリングし定式化した。これらのモデリングでは、不揮

発メモリと揮発メモリの read/write の速度およびエネルギー、論理部の電源遮断時と非電源遮断時の消

費電力および電源遮断時のエネルギーオーバヘッドで、パラメータとして与えている。これにより、アーキ

テクチャを変更した場合だけでなく、不揮発性メモリ自身の特性を変えた場合の電力も評価できる。その

ため、今後どのような不揮発性メモリを開発すべきか、またそのような不揮発性メモリが実現した場合のシ

ステムアーキテクチャの検討も可能とした。 

以降では（1）不揮発 FF によるパワーゲーティング（PG）と（2）不揮発バッファを備えたマイコンシステム

の評価技術について述べる。 

 

（1）不揮発 FF による PG の電力モデル 

不揮発 FF(フリップフロップ)をプロセッサに搭載した場合のエネルギー削減効果を明らかにするために、

不揮発 FF を用いた PG の電力モデルを作成し、その他の PG 手法と比較検討を行った。 

既存の PG 手法では、PG 時のプロセッサ状態を保持するためには、何らかの手法によりプロセッサ状

態を外部の不揮発メモリに書き出す必要がある。 

ソフトウェア制御を用いた書き出し手法では、プロセッサ状態量の大きさに比例した時間とエネルギー

が必要となる。ハードウェア制御を用いた手法としてはスキャンチェーンを用いる方法が考えられるが、ス

キャンチェーンは全 FF を直列に繋いでいるため、プロセッサ状態量に比例した電力と時間がかかり、エ

ネルギーはプロセッサ状態量の 2 乗に比例する。 

不揮発 FF を用いた PG ではプロセッサ中の FF をすべて不揮発 FF に置き換えることにより、任意のタ

イミングで全 FF の状態を一括して、待避/復帰が可能である。これらの操作は一括して行われるため、プ

ロセッサの規模によらず一定時間で行うことが出来る。また、エネルギーはプロセッサ状態量に比例とな

る。 

以上の考察に基づき図 2.6-1 に示す PG のエネルギーモデルを構築した。図中の赤色の点線は理想

的なPGを表しており、赤線よりも上の部分がPGのオーバーヘッドエネルギーである。各変数の定義は以

下の通り。 

・ Scontext：プロセッサ状態量 

・ Tstore/Trestore：プロセッサ状態の待避/復帰時間 
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・ Trestart：状態復元後通常実行に戻るまでの時間 

・ Tsleep：アイドル時間 

・ Pactive：通常動作時の消費電力 

・ Pstore/Prestore：プロセッサ状態の待避/復帰時の消費電力 

・ Prestart：状態復元後通常実行に戻るまでの消費電力 

・ Poff：電源遮断時の消費電力（＝0） 

・ Er/Ew：不揮発 FF または不揮発メモリの 1bit あたりの読み書きエネルギー 

・ Eon/Eoff：プロセッサ全体を ON/OFF するオーバーヘッドエネルギー 

これらの変数を使い PG 1 回あたりのオーバーヘッドエネルギーEOH は以下の式で表される。 

EOH = Pstore*Tstore + Prestore*Trestore + Prestart*Trestart + (Er+Ew)*Scontext + Eon + Eoff 

この結果から、Poff が 0 であれば、EOH は Tsleep に独立であることがわかる。 

 

図 2.6-1 高速 PG のエネルギーモデル 

 

このエネルギーモデルを用いた、各手法における PG 1 回あたりのオーバーヘッドの比較結果を図

2.6-2 PG オーバーヘッドに示す。ここで、プロセッサ状態量は 400bit とし、PG を全く行わなかった場合の

消費エネルギーを 1 とした相対値で表す。ハードウェア制御のエネルギーは非常に大きく、この図の範囲

外となっている。この結果から不揮発 FF を用いることにより、ソフトウェア制御方式と比較して PG 1 回あた

りのオーバーヘッドエネルギーを 1/75 まで削減できることがわかった。また、相対エネルギーが 1、すなわ

ちオーバーヘッドが有効となる損益分岐点（BET）についても、ソフトウェア制御では 100ms 弱であるのに

対し、不揮発 FF の BET は数 ms 秒であり、より短時間のアイドルであってもエネルギー削減が可能である

ことがわかった。 

Pactive

Tstore Trestore

Eoff Eon

Scontext Scontext

Tsleep

Ew Er

Trestart

Poff
Pstore Prestore

Prestart

T:time
P:power
E:energy
S:size

Pactive: 通常動作時の電力
Poff:電源遮断時の電力
Eoff, Eon: 電源遮断/復帰時の追加電力量
Er, Ew: メモリ素子のbitあたりの読み書き電力量
Scontext: 保存すべき状態のサイズ(bit)

増加電力量: Scontext*(Er+Ew) + Pstore*Tstore + Prestore*Trestore+
Prestart*Trestart + Eon+Eoff  

(Poff=0とみなしたためTsleepに依存しない)
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図 2.6-2 PG オーバーヘッド 

 

以上のことから動作中のアイドル時間の分布に加えて、プロセッサ規模やメモリの消費電力によって最

適な PG 制御が変化することがわかった。高速 PG に対応するためにはあらかじめ不揮発 FF をプロセッ

サコアに搭載する必要があるため、対象とするアプリケーションの特性を十分理解して搭載の有無を判断

することが重要である。 

この結果を①－4 にフィードバックすることにより、MCU 部への不揮発フリップフロップの搭載を検討し、

さらなる低消費電力化を目指す。 

 

（２）不揮発メモリを備えたマイコンシステムの電力モデル 

②－1 における実機評価環境上でのセンサー応用想定実機評価から得られた情報を元に、センサー

ネットワーク・マイコンシステム向けのノーマリーオフ電力モデルの開発を行った。このモデルは、階層型

アーキテクチャにタスクスケジューリング手法を適用したアーキテクチャであり、プロセッサに加えて不揮発

メモリや電力制御オーバーヘッドの評価が重要である（図 2.6-3）。 

 

図 2.6-3 階層型アーキテクチャ 

 

 

このようなアーキテクチャの評価を行うため、図 2.6-4 に示す電力モデルの構築を行った。電力制御を

全く行わない場合（図2.6-4上段）は、動作時のダイナミック電力に加えて、スタティック電力が常時流れる。

従来型 PG ではプロセッサが動作していない区間で PG 制御を行うことで、スタティック電力を削減できる。

ただし、PG 制御を行うため、パワーマネージャ追加が必要であり、ON/OFF 時のダイナミック電力とともに、

スタティック電力が常時流れる（図 2.6-4 中段）。階層型 PG では、まとめ処理を行うためのバッファのダイ

Task負荷情報、処理デッドライン、データ入力周期、
各プロセッサ動作電力、リーク電力、電源遮断OH電力等

消費エネルギーが最小となる、プロセッサHW構成、各プロ
セッサへのTask割り当て（Taskスケジューリング）

output

電力評価モデル

input

 階層型電力評価モデル開発
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ナミック電力とスタティック電力がかかる（図 2.6-4 下段）。 

 

図 2.6-4 階層型アーキテクチャの電力モデル 

 

 

 

②－3－2 ノーマリーオフ最適化技術 

ノーマリーオフ最適化アーキテクチャとして、特に、RAM の不揮発化によりマイコンの電源を OFF にす

る機会を増大可能なシステム構成と従来の揮発キャッシュに加えて不揮発キャッシュを搭載したハイブリ

ッドキャッシュアーキテクチャを検討した。また、それらの効果を検討するために、前述の評価技術を用い、

現実的な応用アプリケーションプログラムの主要部を用いて電力評価を行った。 

 

以降ではこれらの最適化技術を（1）センサーネットワーク向けノーマリーオフマイコンシステムと（2）携

帯情報端末向けノーマリーオフキャッシュアーキテクチャに対して適用することにより、それぞれの応用領

域でどのような特徴量が全体の消費エネルギーを決定づけるのかを明らかにする。 

 

（1）センサーネットワーク向けノーマリーオフマイコンシステムの最適化 

②－3－1 で開発したノーマリーオフ電力モデルを用いることにより Task 負荷情報/処理デッドライン/

データ入力周期（センサーサンプリング周期等）/各階層のプロセッサ動作電力/リーク電力/電源

ON/OFF のオーバーヘッド電力等をインプットに応じて、消費エネルギーが最小となる、プロセッサ構成

及び Task 割り当てを出力するタスクスケジューリング技術を開発した（図 2.6-5）。 

対象システムに応じてこれらの入力パラメータを適切に与えることにより、分散研の各種システム評価

への活用が可能である。 

 

常時 ON 

従来型 PG 

階層型 PG 
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図 2.6-5 電力モデルを用いたタスクスケジューリング 

 

さらに、センサー応用を想定したタスクスケジューリング技術によるアクティビティ局所化手法の提案を行

い、分散研①のセンサー応用向けノーマリーオフアーキテクチャ確立のサポートを実施した。 

従来型 PG（パワーゲーティング）制御においては、図 2.6-6（左）のようにセンサーのサンプリング周期に

同期して、プロセッサをアクティブ状態にするため、センサーのサンプリングの度に、電源 ON/OFF のオ

ーバーヘッド電力消費が発生して、トータルの電力量が大きくなってしまう。今回提案した階層型PG 制御

においては、図 2.6-6（右）のように、センシングデータがバッファにたまった時点で初めて、プロセッサは

アクティブ状態になって、まとめ処理を実行するため、電源 ON/OFF の回数を最適化することができ、シ

ステムトータルの電力消費を大幅に削減することが可能である。 

 

図 2.6-6 センシング動作と電力制御（左：従来型、右：階層型） 

 

火災報知センサーを例に提案手法を適用、電力モデルから消費電力を予測した結果を図 2.6-7 に示

す。青線が電源制御を全く行わない場合のセンシング 1 回あたりの消費エネルギーを示しており、リーク

電流が常時流れ続けるため、センシング周期が長くなるにつれ、センシング 1 回あたりの消費電力が増加

している。それに対して、PG 制御を行った赤色と黄色の結果ではセンシング周期にかかわらず、ほぼ一

定のエネルギー消費となっている。これはセンシング処理の合間に PG 制御を行うことにより、リーク電流

を削減したためである。また、従来型PG制御と比較して提案する階層型PG 処理ではプロセッサによる処

理をセンシング結果がある程度バッファに溜まった段階で一括して処理を行うため、PG 回数の削減に成

功している。その結果、センシング 1 回あたりの消費エネルギーを大幅に削減することに成功した。 
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図 2.6-7 火災報知センサーの消費エネルギー 

 

図 2.6-7 に示したように、センシング間隔によって最適な電源制御は異なり、状況に応じた制御手

法の選択が重要であることが明らかとなった。 

 

（2）携帯情報端末向けノーマリーオフキャッシュアーキテクチャの最適化 

携帯情報端末に搭載される 2 次キャッシュは従来 SRAM で構成されていたが、これを MRAM または

MRAM と DRAM を組み合わせた構成に置き換えた構成についての評価を行った。 

以降、（2）－1 では 2 次キャッシュを SRAM から MRAM に置き換えた場合の評価、（2）－2 では 2 次キ

ャッシュを MRAM と DRAM のハイブリッド構成とした場合の評価を行う。 

 

(a) （2）－1 MRAM キャッシュメモリの最適化および評価 

ここでは、比較的動作率が低い利用状況を想定し、2 次キャッシュメモリを MRAM に置き換えた場合の

電力制御について、電力削減率とオーバーヘッドの比較検討を行った。 

用意したアプリケーションのアイドル時間の割合を図 2.6-8 に示す。この図より ping や netperf ではほぼ

100%の時間がアイドル時間であり、もっともアイドル時間の割合が低い mutex でも 30%弱のアイドル時間が

存在することがわかる。 

○従来型PG制御（周期的センシング）

センサ

○階層型PG制御（周期的センシング）

センサ
バッファ

プロセッサセンサ プロセッサ

縦軸：消費エネルギー(火災報知センサ)
横軸：センシング周期
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階層型PG制御
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図 2.6-8 アイドル時間の割合 

 

次に、各ベンチマークを実行中に 2 次キャッシュに含まれるデータのうち、再びアクセスされるデータの

割合を図 2.6-9 に示す。この結果から再利用率の高いベンチマークであっても 13%程度のデータしか再

利用されないことがわかる。 

 

 

図 2.6-9 2 次キャッシュの再利用率 

 

以上のような特徴を持ったプログラムを対象にキャッシュメモリの電源管理について比較検討を行う。今

回比較対象とした方式は以下の 4 方式である。 

・ SRAM＋電源遮断 

2次キャッシュをSRAMとし、アイドル時に電源遮断をおこなう。2次キャッシュの内容は全て失われ

る。 

・ SRAM+待避 

2 次キャッシュを SRAM とし、アイドル時に再利用されるデータのみを不揮発メモリに待避し、電源

遮断を行う。電源復帰時には不揮発メモリから SRAM へデータの復帰を行う。（再利用されるデー

ア

イ

ド

ル

時

間

の

割

合 



 

73 

タは理想的に全て予測可能と仮定した。） 

・ MRAM 

2 次キャッシュを MRAM とする。STT-RAM 自体はアイドル時に電力を消費しないが周辺回路が若

干の電力を消費する。 

・ MRAM＋周辺遮断 

2 次キャッシュを MRAM とし、アイドル時に周辺回路の電源遮断を行う。電源遮断によりアイドル時

の消費電力は 0 になるが、電源遮断のために時間およびエネルギのオーバーヘッドが必要とな

る。 

SRAM を用いて電源遮断を行わなかった場合を基準とした電力削減率を図 2.6-10 に示す。この結果

から、単純に MRAM に置き換えただけでは、SRAM と理想的な待避を組み合わせた手法に劣ることもある

が、周辺回路の電源遮断を組み合わせることにより最大の電力削減を達成できることがわかる。 

 

図 2.6-10 電力削減率 

 

次に、実行時間に与える影響を調べるために、実行時間の増加率を測定した。結果を図 2.6-11 に示

す。SRAM に置き換えただけでは 2 次キャッシュのデータが失われるため、実行時間が大幅に増加してい

ることがわかる。MRAM を用いる方式では、MRAM 自体の読み書き速度が SRAM よりも遅いため、最大

15%の実行時間増加が発生している。 

 

図 2.6-11 実行時間増加率 

 

今回のプログラムではそもそもアイドル時間の割合が長いため、実行時間の増加を許容範囲に抑えるこ
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とができると考えられるが、アイドル時間の割合が少ない利用形態では注意深く適用を検討する必要があ

ると考えられる。また、各種メモリのパラメータによっても最適な制御手法は大きく影響を受けることがわか

った。 

 

 

(b) （2）－2 ハイブリッドメモリの最適化および評価 

②－2 では、プロセッサ内のメモリ階層において、L1 キャッシュまでは従来型の SRAM ベースのキャ

ッシュとして、L2 キャッシュ以下を STT-MRAM に置き換える構造を検討した。②－3 では、さらに電力

効率を上げる方法として、メモリ階層の中で L1 キャッシュよりも上の階層は揮発メモリ（SRAM またはフ

リップフロップ）で、L2 キャッシュよりも下の階層は、揮発メモリと不揮発メモリのハイブリッド型メモリが

適しているということを明らかにした。（図 2.6-12） 

 

図 2.6-12 揮発メモリと不揮発メモリを使い分ける新しいメモリ階層 

 

GEM5 というシミュレータを改良して、①－1 で具体化した超高速不揮発メモリをキャッシュメモリに

搭載したプロセッサについて、ベンチマークソフト(特徴的な処理を行う多数の小規模ソフトからなる

SPEC2006 を利用)のシミュレーションを可能となる環境を整えた。これを利用して MRAM と揮発メモリ

（SRAM や DRAM）との組み合わせによるハイブリッドキャッシュ構造のメモリシステムを評価することを

可能とした。これを利用して、①－1 で開発された DRAM/MRAM のハイブリッドキャッシュメモリシステ

ムを評価した。この際、短時間で消えても良いデータは DRAM に、長時間保持したいデータは

MRAM に保持するという使い分けの手順を開発し、プロセッサシミュレータに組み込んで評価できる

ようにした。DRAM のほうが MRAM よりも高速で低消費電力(短時間データ保持の場合)であるので、

MRAM 単体よりも、消費電力を下げることが出来ることが確認された。演算性能の劣化はほとんどの

場合数%未満に抑えられていた。（図 2.6-13） 
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図 2.6-13 STT-MRAM/DRAM ハイブリッド型の L2 キャッシュメモリを用いたプロセッサの性能とキ

ャッシュメモリの消費電力の比較 

 

今後、これらのアーキテクチャ改良を盛り込んで、電力効率向上の効果を定量化していく予定である。

また、これらのアーキテクチャをさらに改良しつつ、ハードウェア側への要求事項をより明確にし、MTJ 素

子、メモリセル回路、キャッシュメモリシステム、メモリ階層構造の更なる改良により、電力効率 10 倍以上と

なる動作条件の幅を広げていく。 
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特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H23FY 8 件 4 件 0 件 7 件 27 件 2 件 

H24FY 18 件 21 件 0 件 27 件 29 件 5 件 

H25FY 3 件 0 件 0 件 5 件 23 件 4 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 
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IV. 実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

1. 実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発では、具体的な 3 つの応用製品、携帯情報端末、スマ

ートシティ・センサーネットワーク、ヘルスケア応用をターゲットに開発を行う。これらが当初の技術目標を

達成したあかつきには、以下の図 IV-1 に示すような、スマートメモリシステム、マイコン、特定用途向け

LSI という半導体製品として、PJ 終了後、それぞれ事業化されることが期待できる。 

 

 

図 IV-1 実用化、事業化の概要 

 

①－1＋②－2： 携帯情報端末向けノーマリーオフプロセッサ 

 

①－1 と②－2 の研究開発項目の成果により、以下の事業が候補となる。 

・ プロセッサとして販売、SoC として販売 

・ キャッシュメモリ単体部品の販売 

・ キャッシュメモリをウエファーで販売（プロセッサへの実装はプロセッサベンダー） 

・ 要素技術や IP の社外へのライセンス 

これら可能性は多岐にあるため、市場の動向、顧客ニーズ、など事業性を分析しつつ、研究開発の成果

に基づき、開発コスト、製品コストを予測し、売り上げ、収益性が十分見込めると判断できた段階で、上記

いずれかの事業のための製品技術開発に着手する。 
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①－2 スマートシティ・センサー ネットワーク低電力化技術  

 

サイバーフィジカルシステムは、スマートコミュニティの基盤技術であり、センサーからインターネットに

実時間で流し込まれる社会環境や自然環境のデータを処理することで、高度なサービスの実現を目指し

ている（図 IV-2）。 

 

図 IV-2 サイバーフィジカルシステム 

 

このように、社会環境・自然環境の情報をリアルタイムに収集するために、多種多様なセンサー端末が

広範に使用されることになる。サイバーフィジカルシステムの発展とともに膨大化するセンサー端末をいか

に低電力化するかが性能面で重要となる。 

ルネサスエレクトロニクスは、本プロジェクトで得られた技術(ノーマリーオフ・HW アーキテクチャ、ノーマ

リーオフ電源制御技術、タスクスケジューリング技術等)をマルチセンサー系マイコンへ適用することで、環

境・計測モニター応用に向けた次世代のノーマリーオフ・マイコンの事業化を推進する。 

 

①－4 ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術  

 

大きな分野としては、日本の成長分野の一つである「医療・介護・健康」を狙う。新しいデバイスやアー

キテクチャを含む商品を市場に投入するためには、目標とする市場や商品仕様を明確化、先鋭化し、橋

頭保市場を確保する必要がある。分散研方式で実施する①－4 では、貼り付け型の成体情報計測セン

サーモジュールの中核をなす LSI の開発を行う。事業化することが目的であるため、LSI の開発方針は、

量産化可能なデバイス（ここでは FeRAM 技術）を用い、量産可能な回路技術（ここでは、信頼性や歩留り、

動作保障範囲確保が可能な技術）を用いて、LSI を設計、試作することとしている。 

また、商品としては LSI だけでなく、モジュール全体の電力が減ることが重要なので、モジュールの総

電力の電力を削減することを目指している。 

ロームとしての事業化の形態は、 
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・LSI（FeRAM や不揮発 FF を混載したもの） 

・各種センサー（加速度センサー等） 

を想定している。 

2017 年に市場参入し、2025 年には貼り付け型センサーLSI の市場として 300 億円を目指している。 

①－4 で得られる成果が特定用途に特化したものであるため、集中件方式の②－3 で行う研究成果を

用いて、応用範囲（応用商品）の拡大、汎用化を進め、売上増に繋げる。 

 

 



 

プロジェクト基本計画 1 

(添付資料）                  ●プロジェクト基本計画  

Ｐ １ １ ０ ０ １ 

（ Ｉ Ｔ イ ノ ベ ー シ ョ ン プ ロ グ ラ ム ） 

「 ノ ー マ リ ー オ フ コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 基 盤 技 術 開 発 」 基 本 計 画 

 

電 子 ・ 材 料 ・ ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー 部 

 

１ ． 研 究 開 発 の 目 的 ・ 目 標 ・ 内 容 

（ １ ） 研 究 開 発 の 目 的 

① 政 策 的 な 重 要 性 

   スマートグリッドやクラウドコンピューティングといった流れの中、今後コンピュータが社会

のあらゆる局面で活用されることが予測されるが、その実現のためには、メンテナンスの観点・

低炭素化の観点から更なる機器・システムの低消費電力化が求められる。しかしながら、半導体

の微細化を中心とした従来技術では機器・システムの高集積化と低消費電力化の両立が困難にな

ってきており、新たな技術的アプローチが求められる。電源を切っても情報を保持できる次世代

不揮発性素子は、この点で大きな可能性を秘めている。本プロジェクトは、同素子を用いた低消

費電力システムの実現のための基盤技術の確立を目指すものである。 

   なお、本プロジェクトは「ＩＴイノベーションプログラム」の一環として実施する。 

 

② 我が国の状況 

当該分野のデバイス開発においては我が国の技術的水準は最先端にあって大きな発展の可能性

を秘めており、不揮発性素子やその周辺分野の更なる技術向上が必要である。他方でコンピュー

タアーキテクチャやソフトウェアの面では諸外国に比べて必ずしも研究開発が盛んでなく、早急

な取り組みが求められる。 

 

③ 世界の取り組み状況 

 次世代不揮発性素子については今まで各国で盛んな取り組みが行われており、一部実用化も図

られている。ただしシステム化といった点ではまだ大きな取り組みは顕在化しておらず、我が国

が世界の開発をリードできる可能性がある。 

 

④ 本事業のねらい 

 我が国が優位性を持つ不揮発性素子に関わるハードウェア技術の更なる高度化と併せて、不揮

発性素子を用いる機器等のアーキテクチャ、ソフトウェアおよびシステム化の要素技術を世界に

先駆けて確立することにより、同素子の特性を活かした新市場を創出し、併せて超低消費電力機

器の普及により、温室効果ガスの削減に寄与することを目的とする。 

 

（２）研究開発の目標 

   ① アウトプット目標 

  これまで、次世代強誘電体メモリの研究開発や、半導体アプリケーションチッププロジェク

トおよびスピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト等において様々なメモリの個別開 
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発が行なわれ、それぞれ一定の成果を上げている。 

    しかしながら、これらのプロジェクトで相応の開発成果が出ているものの現状の揮発性メモ

リに即座に置き換わる性能の実現までには至っておらず、将来の機器・システムに採用される

ためには、更なる性能向上が求められる。さらに、デバイスの開発に限らず、基本ソフトウェ

アやコンピュータアーキテクチャの開発が必要である。 

    これらを踏まえ本事業は、先行的に進めている「高速不揮発メモリ機能技術開発」事業の成

果と連携しつつ、将来的な機器へのスムーズな導入を考慮した、デバイス・基本ソフトウェア

（例えば、ＯＳ、コンパイラ、ライブラリ、ＡＰＩ等）・コンピュータアーキテクチャ全体の

研究開発を行うものである。 

 

【最終目標】 

次世代センサーネットワーク、モバイル情報機器、サーバー等、不揮発性素子を用いると想

定される機器・システムにおいて、事業終了時に求められると予測される処理性能を満たすこ

とを前提に、不揮発性素子を用いたハードウェア技術、ソフトウェア技術、コンピュータアー

キテクチャの一体的な開発により、システムとしての低消費電力性能（電力あたりの性能）を

本事業開始時に対して１０倍とすることを実証する。 

 

【中間目標】 

    次世代センサーネットワーク、モバイル情報機器、サーバー等、不揮発性素子を用いると想

定される機器・システムにおいて、事業終了時に求められると予測される処理性能を満たすこ

とを前提に、不揮発性素子を用いたハードウェア技術、ソフトウェア技術、コンピュータアー

キテクチャの一体的な開発により、システムとしての低消費電力性能（電力あたり性能）が１

０倍となる見込みを、実験・シミュレーションにより示す。 

 

② アウトカム目標達成に向けての取り組み 

 標準化や普及活動等、本研究開発事業に関連して必要とされる取り組みを行う。 

 

③ アウトカム目標 

 これらの取り組みにより、我が国が技術的優位性を有する不揮発性素子のニーズをより強固

にするとともに、新規コンピューティングを活用した機器による既存市場におけるシェア拡大

と新規市場の創出を目指す。また、ノーマリーオフ型の電子機器の普及が拡大されると、２０

３０年におけるＣＯ２削減効果は約３０００万トン／年になると試算される。 

 

（３）研究開発の内容 

 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき研究

開発を実施する。 

【共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：１／２以下）】 

① 次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発 
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② 将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現

する新しいコンピューティング技術の検討 

 

   以上の研究開発項目①②は、ＮＥＤＯおよびプロジェクトリーダーの指導のもと、密に連携し

て実施するものとする。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、ＮＥＤＯが、単独ないし複数の原則、本邦の企業、大学等の研究機関（原則、

本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等（大学、研究機

関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準獲得の観点から国外企業等

との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。）から公募によっ

て研究開発実施者を選定し実施する。 

本研究開発において、効率的な研究開発の推進を図る観点から、原則として当事業にはＮＥＤ

Ｏが共同研究先決定後に指名する研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を置き、その下に研

究者を可能な限り結集して効率的な研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と密接

な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標に照らして

適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置される技術検討委員会等における外

部有識者の意見を運営管理に反映させる他、四半期に一回程度プロジェクトリーダーとともにプ

ロジェクトの進捗について報告を受けること等により進捗の確認及び管理を行うものとする。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は、平成２３年度から平成２７年度までの５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義並

びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平成２５年度、

事後評価を平成２８年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加

速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術

動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 

共同研究によって得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジ

ェクト内で速やかに共有した後、ＮＥＤＯおよび実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 
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得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業又は標準化等との連携を図るため、デ

ータベースへのデータの提供、標準案の提案等を積極的に行う。 

 

③知的財産権の帰属 

共同研究の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25条の規定等に基づき、原則として、すべて共同

研究先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開発動

向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の

進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力

的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１

号ニに基づき実施する。 

 

（４）その他 

産業界が実施する研究開発との間で共同研究を行う等、密接な連携を図ることにより、円滑な

技術移転を促進する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

   （１）平成２３年３月、制定。 

   （２）平成２３年７月、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法の改正に伴う改 

              訂。 

 



 

プロジェクト基本計画 5 

 

（別紙）研究開発計画 

研究開発項目①「次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発」 

１．研究開発の必要性 

  従来の電子機器においては、非動作時においても状態を保つために多くの電力を浪費している。

動作時にのみ必要な電力を供給する技術を開発することで上記のムダを排除し、劇的な低消費電力

化を実現することができる。そこで、事業終了時に予測される次世代不揮発性素子の性能を前提に、

次世代センサーネットワーク、モバイル情報機器、サーバー等の機器・システムにおいて、間歇動

作等を志向する新たな電力制御技術の検討が必要である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

フラッシュメモリを除く次世代不揮発性素子の性能を最大限活かすための消費電力を抑える動

作技術を志向する新しいメモリアーキテクチャ、基本ソフトウェア、アルゴリズム等を開発する。

また、必要に応じて、デバイスそのものの技術開発により、上記の消費電力を抑える動作技術に求

められる次世代不揮発性素子の性能（レーテンシ、スループット、耐久性などを含む）を実現する。 

 

３．達成目標 

【最終目標】  

  事業終了時に予測される次世代不揮発性素子の性能を満たすことを前提に、次世代センサーネッ

トワーク、モバイル情報機器、サーバー等から研究開発実施者が想定するアプリケーションにおい

て、劇的な低消費電力化を志向する新しいメモリアーキテクチャ、基本ソフトウェア、アルゴリズ

ムのデザインを提示するとともに、必要に応じて間歇動作等に求められる次世代不揮発性素子の性

能を提示し、システムとしての低消費電力性能（電力あたり性能）が１０倍となることを実証する。 

 

【中間目標】 

  事業終了時に予測される次世代不揮発性素子の性能を満たすことを前提に、次世代センサーネッ

トワーク、モバイル情報機器、サーバー等から研究開発実施者が想定するアプリケーションにおい

て、劇的な低消費電力化を志向する新しいメモリアーキテクチャ、基本ソフトウェア、アルゴリズ

ムのデザインを提示するとともに、必要に応じて間歇動作等に求められる次世代不揮発性素子の性

能を提示し、システムとしての低消費電力性能（電力あたり性能）を本事業期間中に１０倍としう

る見込みを、実験・シミュレーションにより示す。 
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研究開発項目②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ

化を実現する新しいコンピューティング技術の検討」 

１．研究開発の必要性 

将来の社会生活を大きく変革させるような技術革新を実現するためには、既存の応用分野を

対象とした機器・システムの漸進的な性能向上と並行して、新しい応用領域へも適用可能なコ

ンピューティング技術の検討を開始する必要がある。 

他方、このような取り組みを効果的に進めるにあたってはそれを評価するための基盤・プラ

ットフォームの整備が重要となるが、現状では電力消費性能に関する評価技術が確立されてい

ない状況である。そこで、上記のような先駆的な研究開発を評価するための技術の開発が必要

である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

  次世代不揮発性素子ならではの機能を活かした画期的なコンピューティング技術の開発を行

う。他方、新たなコンピューティング技術を広く展開するためには、その優位性が適切に評価

されることが必要である。このため、本事業全体を通して利用可能な、デモシステムの電力消

費性能を評価する基盤・プラットフォームを開発する。 

  

３．達成目標 

【最終目標】 

 新規コンピューティング技術について、中間目標時に提案した目標を達成するほか、実用化

までの更なる技術的課題を明示する。 

また併せて、デモシステムの電力消費性能を評価するための基盤となる評価技術・プラット

フォームを確立する。 

 

【中間目標】 

 新しい応用領域への情報通信技術の適用に向けてあるべきコンピューティング技術を提案し、

その実現に向けた課題およびその課題を克服するための目標と当該目標を達成するための検討

方針を明示する。 

  また併せて、デモシステムの電力消費性能を評価するための基盤となる評価技術・プラット

フォームを明確化する。 

 

 

  
 

 



 

事前評価-1 

 

●事前評価書 

 

作成日 平成２３年２月８日 

１． 事業名称 

 （コード番号） 

 ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 
 （Ｐ１１００１） 

２．推進部署名  電子・材料・ナノテクノロジー部 

３．事業概要 

(1) 概要：新市場を創出すること、併せて超低消費電力機器の普及に
より、温室効果ガスの削減に寄与することを目的に、我が国が優位
性を持つ不揮発性素子に関わるハードウェア技術の更なる高度化と
併せて、これを用いるアーキテクチャ、ソフトウェアおよびシステ
ム化の要素技術を世界に先駆けて確立する。 

(2) 事業規模：総事業費（国費分） １２億円（１／２共同研究） 
(3) 事業期間：平成２３年度～２７年度（５年間） 
 

４．評価の検討状況 

（１） 事業の位置付け・必要性 

・電機製品の省電力化という観点で見ると、半導体素子の微細化技術は長らく大きな役割

を果たしてきた。しかしながら近年微細化が極限まで進んだ結果、リーク電流が増加し構

造的にも閾値電圧の更なる低下は困難になってきており、電機製品の更なる省電力化のた

めには従来とは視点が異なるアプローチが求められるようになっている。 

・他方近年 FeRAM、MRAM、PRAM 、ReRAM 等次世代不揮発性素子の急速な性能向上が達成さ

れており、これら次世代不揮発性素子を有効に利用すれば従来の素子技術では達成が出来

ない程の細粒度で電力を制御し省電力化を実現する「ノーマリーオフコンピューティン

グ」が可能になることが予測される。 

・これを産業への影響という観点で見た場合、現在のコンピューティングの在り方自身を

変革する可能性もあり、世界に先駆けてこの分野の研究開発に取り組むことは我が国の産

業競争力強化という文脈でも大きな意義を有すると考えられる。 

・しかしながら「ノーマリーオフコンピューティング」の実現には素子技術のみ成らず、

基本ソフトウェアの見直し、コンピュータアーキテクチャの再検討など多岐にわたる側面

からのアプローチが必要であり、また従来の延長線上にない画期的な挑戦でありリスクも

高く民間単独では行うことは極めて困難である。 

・従って本プロジェクトは、NEDOが持つ高いネットワーク機能やマネジメント機能を活用

し、官民が協同した国家プロジェクトとして取り組むことが適切と考えられる。 

 

 

 

  



 

事前評価-2 

（１） 研究開発目標の妥当性 

・本プロジェクトでは「次世代センサーネットワーク、モバイル情報機器、サーバー等、

不揮発性素子を用いたハードウェア技術、ソフトウェア技術、アーキテクチャ技術の適応

先と想定される各機器・システムにおいて事業終了時に求められると予測される処理性能

を前提に、不揮発性素子を用いたハードウェア技術、ソフトウェア技術、コンピュータ

アーキテクチャの一体的な開発により、システムとしての低消費電力性能（電力あたりの

性能）を本事業開始時に対して 10 倍にするための要素技術開発」を目標として掲げるこ

とを予定している。 

・目標設定値を柔軟にするのは、適用される市場毎に求められる性能が異なるためであ

る。例えばスマートフォンやタブレット端末市場においては高い処理性能と低消費電力性

能の両立が求められることが予測されるが、他方で今後拡大が期待されるセンサーネット

ワーク市場においてはメンテナンスフリーのセンサーが志向されており、最低限必要な処

理性能とずば抜けた低消費電力性能の両立が求められている。 

・また低消費電力性能を 10 倍とすることの根拠は、半導体の微細化の速度と省電力化を

将来において両立させることを意図したものである。別途公募がなされている「次世代半

導体微細加工・評価基盤技術の開発」基本計画においては 2010 年時点における最先端の

技術世代を hp45nm と仮定し、2016 年時点での hp16nm に対応した微細加工・評価基盤技

術の確立を目指しており、現行の 1/9程度まで微細化が進むことが予定している。 

・本プロジェクトの成果は必ずしも最先端プロセスでの適用を前提としているわけではな

いが、2016 年までに多くの半導体製品市場において、現行よりも 1/9 程度の微細化が進

むと仮定しそれを上回る速度での低消費電力性能の向上を担保するために「処理性能を満

たした上で、デバイス・OS・アーキテクチャを通したシステムとしての低消費電力性能

（電力あたりの性能）を 10倍にするための要素技術開発」を目標として設定した。 

 

 

 

 

 



 

事前評価-3 

（１） 研究開発マネジメント 

・本事業では以下の２つの技術的取組が連携して目標が達成されることを想定してい

る。 

 

【産業化への障壁を越えるための研究開発】 

次世代不揮発性素子を用いた電力制御技術の開発 

 

・次世代不揮発性素子の性能を最大限活かすための消費電力を抑える動作技術を志向す

る新しいメモリアーキテクチャ、基本ソフトウェア、アルゴリズム等を開発する。例え

ば間歇動作志向の OS の開発や、低消費電力志向のセンサーネットワーク向け API の開発

などが想定される。 

・また、所望の電力制御を実現するために必要に応じて、書込/読み出し速度、書込電力

の低下、書き換え耐性といった次世代不揮発性素子の基本性能の向上のための技術開発

を行う。 

 

【共通基盤的技術開発及び将来の課題を解決する研究開発】 

将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現

する新しいコンピューティング技術の検討 

 

・次世代不揮発性素子ならではの機能を活かしたコンピューティング技術の開発。例え

ば演算結果をキャッシュすることにより効率的な処理を可能とする計算技術などが想定

される。 

・また、電力消費性能を評価するための評価基盤・プラットフォームも整備する。 

 

（２） 研究開発成果 

①成果の意義 

・多様な電子機器をノーマリーオフ化することで、コンピューティングの新たな活用が可

能となり、新規市場を我が国が先駆的に開拓することができる。 

・本事業は我が国発の不揮発性素子を活用した超低消費電力型コンピューティングを提唱

する世界初の成果を目指しており、新たな技術領域の開拓が期待できる。 

 

②論文発表・成果の普及 

・研究開発対象は広く一般に使用される電子機器を想定しており、成果は広範囲にわた

る。また、競争部分の研究開発は、事業参画者が早急な実用化を想定しており、一方集

中研での協調部分は成果を戦略的に公開し普及させることを想定している。したがっ

て、アウトカムの最大化を見据えて事業設計している。 

 

（３） 実用化・事業化の見通し 

 ・実用化に当たっては本事業の成果が独自規格とならないよう、既存ソフトウェアとの

整合性や標準化との関係性について十分配慮することとする。 

 

（４） その他特記事項 

・特に無し 

 

 



 

論文リスト-1 

●論文リスト 

【研究発表・講演】 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 
査 

読 

発表年 月日 

1 佐藤他 
電通

大 

Effect of the Gilbert Damping Constant on the  

Switching Current in SpinRAM 

The 3rd International Symposium 

on Advanced Magnetic Materials 

and Applications 

無 2013 7.22 

2 佐藤他 
電通

大 

Simulation of Spin Current Switching Assisted by  

Electric Field 

The 3rd International Symposium 

on Advanced Magnetic Materials 

and Applications 

無 2013 7.22 

3 藤田 東芝 
[招待講演]Progress of STT-MRAM and its  

Challenge towards Normallyoff-Multi-core SoC 

13th International Forum on  

Embedded MPSoC and Multicore 
無 2013 7.17 

4 中村 東大 
[基調講演]Challenges and Opportunities of  

Normally-Off Computing 

13th International Forum on  

Embedded MPSoC and Multicore 
無 2013 7.16 

5 清水 
ルネ

サス 

[招待講演]Normally-off Computing and its  

Application to the Sensor-Net 

13th International Forum on  

Embedded MPSoC and Multicore 
無 2013 7.16 

6 林越 
ルネサ

ス 

[パネル・パネリスト] 増々アナログインタフェース

機能を拡充するマイコン 

電子情報通信学会集積回路研

究会  
無 2013 7.04 

7 林越 
ルネ

サス 

[招待講演] 低電圧不揮発メモリデバイス技術と

システム応用 －ゼロスタンドバイ LSI の実現に

向けて－ 

電子情報通信学会 集積回路研

究会 
無 2013 7.04 

8 藤井他 
神戸

大学 

Noise-Tolerant Instantaneous Heart Rate and 

R-Peak Detection Using Short-Term  

Autocorrelation for Wearable Healthcare  

Systems 

35th Annual International IEEE  

EMBS Conference 
有 2013 7.03 

9 水上他 
東北

大学 

Magnetic Tunnel Junctions with Mn-based  

Magnetic Alloys for Spin-Torque Applications 

Collaborative Conference on 3D  

& Materials Research (Jeju)  

(Invited) 

無 2013 6.25 

10 藤森他 
ロー

ム 

ヘルスケア応用生体情報計測センサにおけるノ

ーマリーオフコンピューティング 

情報処理学会誌 54 巻 7 号

（2013 年 7 月号）特集「ノーマリー

オフコンピューティング」 

無 2013 6.15 

11 林越他 
ルネサ

ス 

センサー端末におけるノーマリーオフコンピュー

ティング 

情報処理学会誌 54 巻 7 号（201

3 年 7 月号）特集「ノーマリーオフ

コンピューティング」 

無 2013 6.15 

12 中村他 東大 
ノーマリーオフコンピューティング −期待と課題

− 

情報処理学会誌 54 巻 7 号（201

3 年 7 月号）特集「ノーマリーオフ

コンピューティング」 

無 2013 6.15 

13 藤田他 東芝 

携帯情報端末におけるノーマリーオフコンピュー

ティング STT-MRAM で実現するノーマリオフメ

モリ技術 

情報処理学会誌 54 巻 7 号

（2013 年 7 月号）特集｢ノーマリー

オフコンピューティング｣ 

無 2013 6.15 

14 野口他 東芝 

A 250-MHz 256b-I/O 1-Mb STT-MRAM with 

Advanced Perpendicular MTJ based Dual Cell for 

Nonvolatile Magnetic Caches to Reduce Active 

Power of Processors 

2013 SYMPOSIUM ON VLSI  

CIRCUIT 
有 2013 6.13 

15 川澄他 東芝 

Circuit Techniques in Realizing  

Voltage-generator-less STT MRAM Suitable for 

Normally-off-type Non- volatile L2 Cache  

Memory 

2013 5th IEEE International  

Memory Workshop (IMW) 
有 2013 5.28 



 

論文リスト-2 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 
査 
読 

発表年 月日 

16 木村他 
ロー

ム 

Highly Reliable Non-Volatile Logic Circuit  

Technology and Its Application (Invited) 

International Symposium on  

Multiple-Valued Logic,   

ISMVL2013 

無 2013 5.24 

17 藤田 東芝 
高性能モバイル CPU の低消費電力化を実現す

る垂直磁化 STT-MRAM メモリテクノロジ 

先端 CMOS デバイス・プロセスセ

ミナー (1) 
無 2013 5.21 

18 佐藤他 
電通

大 

Effect of the Gilbert Damping Constant on the 

Switching Current in SpinRAM 

The 8th Intenational Symposium 

on Metallic Multilayers 
無 2013 5.20 

19 山下他 
大阪

大学 

Field and bias dependence of high frequency 

magnetic noise in perpendicularly magnetized  

TMR nanopillars 

The 8th International Symposium 

on Metallic Multilayers  

(MML2013) 

有 2013 5.20 

20 與田他 東芝 
スピン注入書き込みＭＲＡＭ技術の進展と、ノー

マリオフコンピューティング 
学術振興会 151 委員会  無 2013 5.09 

21 藤森 
ロー

ム 

ヘルスケア応用生体情報センサーの小型、低電

力化技術 

ノーマリーオフコンピューティング

基盤技術開発プロジェクト公開シ

ンポジウム（第 1 回） 

無 2013 4.16 

22 志賀 

オム

ロン

ヘル

スケ

ア 

人々の健康を支援する LSI とシステム 

ノーマリーオフコンピューティング

基盤技術開発プロジェクト公開シ

ンポジウム（第 1 回） 

無 2013 4.16 

23 林越 
ルネ

サス 

スマートシティ・センサー ネットワーク低電力化

技術 

ノーマリーオフコンピューティング

基盤技術開発プロジェクト公開シ

ンポジウム（第 1 回） 

無 2013 4.16 

24 中村 東大 
ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発

プロジェクト 「プロジェクト概況報告」 

ノーマリーオフコンピューティング

基盤技術開発プロジェクト公開シ

ンポジウム（第 1 回） 

無 2013 4.16 

25 戸田他 
はこだ

て未来 

道南地域を対象とした階層型デマンド交通とノ

ーマリーオフコンピューティング技術への期待 

ノーマリーオフコンピューティング

基盤技術開発プロジェクト公開シ

ンポジウム（第 1 回） 

無 2013 4.16 

26 藤田 東芝 
高速低消費電力磁性体メモリによるノーマリーオ

フプロセッサの開発 

ノーマリーオフコンピューティング

基盤技術開発プロジェクト公開シ

ンポジウム（第１回） 

無 2013 4.16 

27 松原他 

はこ

だて

未来 

道南地域を対象とした階層型デマンド交通とノ

ーマリーオフコンピューティング技術への期待 
サービス学会第一回国内大会 有 2013 4.11 

28 藤田他 東芝 
高性能モバイル CPU の低消費電力化を実現す

る垂直磁化 STT-MRAM メモリテクノロジ 
集積回路研究会 無 2013 4.11 

29 水上他 
東北

大学 
垂直磁化 Mn3+xGe 合金薄膜の構造と磁気特性 

第 60 回応用物理学会春季学術

講演会 
無 2013 3.30 

30 野口他 東芝 
D–MRAM Cache: Enhancing Energy Efficiency 

with 3T–1MTJ DRAM / MRAM Hybrid Memory 

Design, Automation & Test in 

Europe 2013 
有 2013 3.21 

31 椿他 
神戸

大学 

低参照電圧を用いた実時間計測用弛張発振回

路 
電子情報通信学会総合大会 無 2013 3.19 

32 中川他 
立命

館大 

センサノード低消費電力化のためのノーマリー

オフ動作検証環境の構築と評価 

組込み技術とネットワークに関す

るワークショップ ETNET2013 
無 2013 3.13 



 

論文リスト-3 

番 

号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 
査 
読 

発表年 月日 

33 薬師寺他 
産総

研 
垂直型 STT-MRAM の材料開発とその展望 

日本磁気学会 スピンエレクトロ

ニクス研究会 
無 2013 3.6 

34 堀他 
立命

館大 

Low Power Sensor System Using Smart Analog 

under Normally Off Operation 

2013 RISP International  

Workshop on Nonlinera Circuits, 

Communications and Signal  

Processing 

有 2013 3.04 

35 本田他 
立命

館大 

Development of Low-power Camera Sensor  

Node using Infrared Array Sensor and CMOS  

Image Sensor 

2013 RISP International  

Workshop on Nonlinera Circuits,  

Communications and Signal  

Processing 

有 2013 3.04 

36 安部他 東芝 
高性能モバイル CPU の低消費電力化を実現す

る新規 DRAM/MRAM ハイブリッドメモリ 

応用物理学会シリコンテクノロジ

ー分科会第 154 回研究集会、電

子情報通信学会シリコンデバイ

ス・材料研究会1 月研究会 共催 

無 2013 1.30 

37 與田他 東芝 

スピン注入書き込みＭＲＡＭ技術の進展と、そ

のノーマリオフコンピューティング実現に対する

効果 

電子情報通信学会 シリコン材

料・デバイス研究会、応用物理学

会シリコンテクノロジー分科会

ULSI デバイス研究委員会 

無 2013 1.30 

38 安部他 東芝 
高性能モバイル CPU の低消費電力化を実現す

る新規 DRAM/MRAM ハイブリッドメモリ 

電子情報通信学会 シリコン材

料・デバイス研究会、応用物理学

会シリコンテクノロジー分科会

ULSI デバイス研究委員会 

無 2013 1.30 

39 北川他 東芝 
Sub-30nm p-MTJ with small switching current, 

large MR, and high thermal stability 

12th Joint MMM/Intermag  

Conference 
有 2013 1.17 

40 才田他 東芝 
Switching current and energy barrier analysis of 

dynamic switching in perpendicular MTJ 

12th Joint MMM/Intermag  

Conference 
有 2013 1.17 

41 薬師寺他 
産総

研 

Development of CoPtV and CoNiPt Synthetic 

Alloy Thin Films with Reduced Magnetization 

The 12th Joint MMM/Intermag  

Conference 
有 2013 1.17 

42 福島他 
産総

研 

Statistical analysis of spin-torque switching in 

in-plane magnetized MgO-MTJs under in-plane 

magnetic fields 

The 12th Joint MMM/Intermag  

Conference 
有 2013 1.17 

43 山下他 
大阪

大学 

Unified Analysis of Spin-Injection  Thermally  

Assisted and Precessional Switching  in  

Perpendicularly Magnetized GMR Nanopillars 

The 12th Joint MMM/Intermag  

Conference 
有 2013 1.17 

44 中村 東大 
[招待講演]ノーマリーオフコンピューティングへ

の挑戦 

電子情報通信学会コンピュータ

システム研究会技術研究報告 
無 2013 1.16 

45 藤田他 東芝 

Novel Nonvolatile L1/L2/L3 Cache Memory 

Hierarchy using Nonvolatile-SRAM with  

voltage-induced magnetization switching and 

ultra low-write-energy MTJ 

12th Joint MMM/Intermag  

Conference 
有 2013 1.15 

46 北川他 東芝 

Impact of ultra low power and fast write  

operation of advanced perpendicular MTJ on  

power reduction for high-performance mobile  

CPU 

2012 International Electron  

Devices Meeting 
有 2012 12.12 

47 與田他 東芝 
Progress of STT-MRAM Technology and the 

Effect on Normally-off Computing Systems 

2012 International Electron  

Devices Meeting 
有 2012 12.11 
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48 安部他 東芝 

Novel Hybrid DRAM/MRAM Design for  

Reducing Power of High Performance Mobile  

CPU 

IEEE International Electron  

Devices Meeting (IEDM) 2012 
有 2012 12.11 

49 椿他 
神戸

大学 

A 6.66-kHz, 940-nW, 56ppm/°C, Fully  

On-chip PVT Variation Tolerant CMOS  

Relaxation Oscillator 

19th International conference on  

Electronics, Circuits, and  

Systems 

有 2012 12.09 

50 藤田 東芝 
Nonvolatile Memory Technologies for  

Normally-off Comuputing 

IEEE Asian Solid-State Corcuits  

Conference 2012 
有 2012 11.17 

51 久保田他 
産総

研 

Spin transfer torque based magnetic memory and 

storage 

New Non-Volatile Memory  

Workshop 2012 
有 2012 11.15 

52 清水 
ルネ

サス 

[パネル・副オーガナイザ]Challenge for  Zero 

Stand-by Power Management  - Road-map to 

the "Normally-Off Computing" - Normally-Off 

Computing Architecture for Low-power Sensor 

Node 

IEEE Asian Solid-State Circuits  

Conference 2012 
無 2012 11.13 

53 中村 東大 

[ パ ネ ル ・ モ デ レ ー タ ]Challenge for  Zero 

Stand-by Power Management  - Road-map to 

the "Normally-Off Computing" - Normally-Off 

Computing Architecture for Low-power Sensor 

Node 

IEEE Asian Solid-State Circuits 

Conference 2012 
無 2012 11.13 

54 林越 
ルネ

サス 

[ パ ネ ル ・ パ ネ リ ス ト ]Challenge for  Zero 

Stand-by Power Management  - Road-map to 

the "Normally-Off Computing" - Normally-Off 

Computing Architecture for Low-power Sensor 

Node 

IEEE Asian Solid-State Circuits 

Conference 2012 
無 2012 11.13 

55 藤田 東芝 

[ パ ネ ル ・ パ ネ リ ス ト ]Challenge for  Zero 

Stand-by Power Management  - Road-map to 

the "Normally-Off Computing" - Normally-Off 

Computing Architecture for Low-power Sensor 

Node 

IEEE Asian Solid-State Circuits 

Conference 2012 
無 2012 11.13 

56 中野他 
神戸

大学 

ウェアラブルヘルスケアシステムのための短時間

自己相関を用いた瞬時心拍取得手法 

電気学会 センサ・マイクロマシン

部門大会第 29 回「センサ・マイク

ロマシンと応用システム」シンポジ

ウム 

無 2012 10.22 

57 荒川他 

はこ

だて

未来 

ノーマリオフによる組み込みシステムの低消費電

力化に関する研究 

情報処理北海道シンポジウム

2012 
無 2012 10.06 

58 新田他 

はこ

だて

未来 

省電力オンデマンド型知的バス停システムの提

案 

情報処理北海道シンポジウム

2012 
無 2012 10.06 

59 福島他 
産総

研 

Statistical variance mapping of spin-torque  

switching probability in in-plane magnetized  

MgO-MTJ 

ICAUMS2012 有 2012 10.4 

60 薬師寺他 
産総

研 

Development of Perpendicular-MTJs for 

Gigabit-Scale Spin-RAM Application 
ICAUMS2013 有 2012 10.03 

61 大丸他 
電通

大 

Effect of the Gilbert Damping Constant on the 

Switching Current in SpinRAM 
ICAUMS 2012 無 2012 10.02 
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62 塩見他 
電通

大 

Simulation of Spin Current Switching Assisted by 

Electric Field 
ICAUMS 2012 無 2012 10.02 

63 小西他 
大阪

大学 

RF amplification properties in magnetic tunnel 

junctions afforded by field-induced ferromagnetic 

resonance 

the 21th International  

Colloquium on Magnetic Films  

and Surfaces (ICMFS2012) 

有 2012 9.25 

64 山下他 
大阪

大学 

Spin Transfer Switching in Perpendicularly 

Magnetized GMR Nanopillars in both Dynamic 

and Thermally Assist Regimes 

2012 International Conference on 

Solid State Devices and Materials 

(SSDM 2012) 

有 2012 9.25 

65 水上他 
東北

大学 

垂直磁化 Mn-Al-Ge 合金薄膜の構造と磁気特

性 
第 73 回応用物理学学術講演会 無 2012 9.11 

66 山下他 
大阪

大学 

垂直磁化 GMR 素子の熱活性およびダイナミック

領域におけるスピン注入磁化反転確率 

応用物理学会 2012 年（平成 24

年）秋季講演会 
無 2012 9.11 

67 岡本他 

東大 

ルネ

サス 

周期実行システムにおける省電力スケジューリン

グの初期検討 

情報処理学会第 26 回組込みシ

ステム研究発表会 
無 2012 9.10 

68 松原他 

はこ

だて

未来 

スマートシティはこだての中核としてのスマートア

クセスビークルのデザイン 

第 22 回インテリジェントシステム・

シンポジウム（FAN2012) 
無 2012 8.31 

69 中野他 
神戸

大学 

Instantaneous Heart Rate Detection Using  

Short-Time Autocorrelation for Wearable  

Healthcare 

34th Annual International IEEE  

EMBS Conference 
有 2012 8.28 

70 清水他 
ルネ

サス 

[ 基 調 講 演 ]Challenge for the “ Normally-off 

Computing ”  - Towards Smarter Society by 

Low-power and Programmable Sensor Network - 

電子情報通信学会(IEICE) エレ

クトロニクスソサイエティ 集積回

路(IDC) 

無 2012 8.13 

71 有間他 東大 
アイドル時のキャッシュ電源遮断における性能

ペナルティ削減手法の実装 

情報処理学会第 193 回アーキテ

クチャ研究会研究報告 
無 2012 8.01 

72 野村他 東芝 
超低消費電力 STT-MRAM を Magnetic キャッシ

ュに用いた Run-time Normally-off Processor 

第 25 回回路とシステムワークショ

ップ 
有 2012 7.31 

73 有間他 
東大 

東芝 

OS の電力管理下におけるラスト・レベル・キャッ

シュのリーク削減手法の比較 

第 25 回回路とシステムワークショ

ップ 
有 2012 7.31 

74 大丸他 
電通

大 
Fast SpinRAM Simulation by GPU 

International Conference of  

magnetics 2012 
無 2012 7.13 

75 塩見他 
電通

大 

Effect of the external fields on SpinRAM  

switching time 

International Conference of  

magnetics 2012 
無 2012 7.10 

76 中村 東大 
［招待講演］ノーマリーオフコンピューティングの

実現へ向けて 

電子情報通信学会 VLSI 設計技

術研究会技術研究報告 
無 2012 7.03 

77 松原他 

はこ

だて

未来 

スマートシティはこだてにおける観光の位置づけ

～観光を基盤にした街の再設計の試み～ 
観光情報学会第 9 回全国大会 無 2012 5.25 

78 大丸他 
電通

大 
Fast SpinRAM Simulation by GPU 

International Magnetics  

Conference 2012 
無 2012 5.08 
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79 福島他 
産総

研 

Statistical variance in switching probability of  

spin-torque switching in MgO-MTJ 
Intermag 2012 有 2012 5.11 

80 薬師寺他 
産総

研 

Technology Development of Giga-bit Scale  

Spin-RAM  

The 8th International  

Nanotechnology Conference 
有 2012 5.08 

81 三輪他 東大 
CMP におけるキャッシュ・データを考慮したスレ

ッド・スケジューリング手法の初期検討 

情報処理学会第 192 回アーキテ

クチャ研究会研究報告 
無 2012 5.08 

82 Kim 他 東大 
A Novel Power-Gating Scheme Utilizing Data  

Retentiveness on Caches (poster) 

2012 Great Lakes Symposium on 

VLSI (GLSVLSI'12) 
有 2012 5.03 

83 野村他 東芝 
MRAM を用いた次世代ノーマリーオフプロセッ

サ 
2012 年 電子情報通信学会  無 2012 3.20 

84 藤井 
大阪

大学 

CoFeSiB フリー層を有する MTJ 素子の高周波ス

ペクトル特性 

2012 年春季 第 59 回応用物理

学関係連合講演会 
無 2012 3.18 

85 安部他 東芝 
ハイブリッド Magnetic キャッシュメモリによるノー

マリオフプロセッサ 

2012 年春季 第 59 回応用物理

学関係連合講演会 
無 2012 3.17 

86 小西 
大阪

大学 

光 学 ポ ン プ ・ プ ロ ー ブ 法 を 用 い た

CoFe/Ru/CoFe 反平行結合膜における磁化ダ

イナミクス測定 

2012 年春季 第 59 回応用物理

学関係連合講演会 
無 2012 3.16 

87 宮崎 
東北

大学 
スピントロニクスの基礎（チュートリアル） 

2012 年春季 第 59 回応用物理

学関係連合講演会 
無 2012 3.15 

88 丸山他 

はこ

だて

未来 

需要調査分析による函館圏におけるデマンド交

通運行計画の考察 
情報処理学会第 74 回全国大会 無 2012 3 

89 薬師寺他 
産総

研 

大容量スピン RAM の実現に向けた垂直磁化

MTJ の開発 

日本磁気学会誌｢まぐね｣ 

Vol.7,No.1 
無 2012 2 

90 清水 
ルネ

サス 

[招待講演]ノーマリオフコンピューティング課題と

挑戦 

第 190 回計算機アーキテクチャ

研究発表会 
無 2012 1.19 

91 藤田他 東芝 

[招待講演]ノーマリオフプロセッサ実現に向けた

腑揮発メモリの課題と展望-『不揮発ロジックのジ

レンマ』を如何に解決するか？ 

第 190 回計算機アーキテクチャ

研究発表会 
無 2012 1.19 

92 中村 
東京

大学 

[パネル・オーガナイザ]ノーマリーオフコンピュー

ティングによる低消費電力化への挑戦 

第 190 回計算機アーキテクチャ

研究発表会 
無 2012 1.19 

93 湯浅他 
産総

研 

Magnetoresistance and spin-transfer torque in  

magnetic tunnel junctions 

The 2nd ASRC International  

Workshop on Magnetic Matetials  

and Nanostructures 

無 2012 1.10 

94 金他 
東大 

東芝 

データ保持性を利用したキャッシュのパワーゲ

ーティング手法 

第 190 回計算機アーキテクチャ

研究発表会 
無 2012 1.19 

95 有間他 
東大 

東芝 

アイドル時のキャッシュ電源遮断による性能ペナ

ルティとその削減手法 

第 190 回計算機アーキテクチャ

研究発表会 
無 2012 1.19 
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96 湯浅他 
産総

研 

[招待講演]Magnetic tunnel junctions for  

non-volatile memory 

2011 Tsukuba Nanotechnology  

Symposium (TNS’11) 
無 2011 12.16 

97 鈴木 
大阪

大学 

電流と電圧によるスピンの制御 -高速省エネル

ギー不揮発性素子の実現に向けて 

アモルファス・ナノ材料第 147 委

員会 114 回研究会 
無 2011 12.16 

98 福島他 
産総

研 

[招待講演]Spin dice: Random Number  

Generator using Spin-torque Switching 

2011 TICSpin 7th Taiwan  

International Conference on  

Spintronics 

無 2011 12.04 

99 湯浅他 
産総

研 

[招待講演]Magnetic tunnel junctions with  

perpendicular anisotropy for high-density  

spin-torque MRAM 

Joint Polish-Japanese Workshop  

Spintronics - from new materials  

to applications 

無 2011 11.18 

100 安藤他 
産総

研 

[招待講演]Spin-RAM for Normally-Off  

Computer 

2011 11th Non-Volatile Memory 

Technology Symposium (NVMTS 

2011) 

無 2011 11.07 

101 Bang 他 
産総

研 

Spin-torque diode spectrum of ferromagnetically 

coupled (FeB/CoFe)/Ru/(CoFe/FeB) synthetic 

free layer 

The 56th Magnetism and  

Magnetic Materials Conference 
有 2011 11.02 

102 小西 
大阪

大学 

RF amplification in a Current-field driven spin  

transistor 

The 56th Magnetism and  

Magnetic Materials Conference 
有 2011 11.02 

103 Ando 他 
産総

研 
Spin-RAM for Normally-Off Computer  

Proc. 2011 11th Annual  

Non-Volatile Technology  

Symposium 

有 2011 11.01 

104 久保田他 
産総

研 

Enhancement of perpendicular magnetic  

anisotropy in FeB free layers using a thin MgO  

cap layer 

The 56th Magnetism and  

Magnetic Materials Conference 
有 2011 11.01 

105 戸田他 

はこ

だて

未来 

農林水環境産業の画像技術 映像情報メディア学会誌 無 2011 11 

106 薬師寺他 
産総

研 

Development of perpendicular-MgO-MTJs with 

RA-product below 3 Ω μm2 prepared at room 

temperature 

The 56th Magnetism and  

Magnetic Materials Conference 
有 2011 10.31 

107 富田 
大阪

大学 

High speed spin-transfer switching in GMR  

nanopillars with perpendicular 

第 11 回「関西コロキアム電子デ

バイスワークショップ」 
無 2011 10.21 

108 塩見他 
電通

大 
外部磁界による SpinRAM の反転時間への影響 第 35 回日本磁気学会学術講演 無 2011 9.29 

109 大丸他 
電通

大 

GPU による SpinRAM シミュレーションの高速計

算 
第 35 回日本磁気学会学術講演 無 2011 9.29 

110 福島他 
産総

研 
スピントルク磁化反転における反転確率の分散 第 35 回日本磁気学会学術講演 無 2011 9.29 

111 富田 
大阪

大学 

光ポンプ・プローブ法による半平行磁気結合膜

の高速磁化ダイナミクス測定 

第 35 回 日本磁気学会学術講

演 
無 2011 9.29 

112 湯浅他 
産総

研 

不揮発エレクトロニクスによるグリーン・イノベー

ション 

日本セラミックス協会 資源・環

境関連材料部会「エコマテリアル

の最新動向と将来」 

無 2011 9.21 
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113 松原 

はこ

だて

未来 

情報技術と農業・漁業 第 10 回情報科学技術フォーラム 無 2011 9.09 

114 戸田 

はこ

だて

未来 

画像処理技術を用いた水産業支援の試み 
平成 23 年電気学会電子・情報・

システム部門大会 
無 2011 9.09 
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1 関他 産総研 
Switching-probability distribution of spin-torque  

switching in MgO-based magnetic tunnel junctions 

Applied Physics Lettes, 99,  

112504 
有 2011 

2 Bang 他 産総研 

Spin-torque diode spectrum of ferromagnetically  
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２．分科会における説明資料 

次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 
プロジェクトの説明 

評価結果公開 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

研究評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）確定 

理事長 

報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 プロジェクトの説明 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 
評価事務局 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

国 民 
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１．評価の目的 

 

評価の目的は「技術評価実施規程」において。 

● 業務の高度化等の自己改革を促進する 

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 

としている。 

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 

 

２．評価者 

 

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 

● 産業界の専門家、有識者 

● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 

これらに基づき、分科会委員名簿にある 7 名を選任した。 

なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 

 

３．評価対象 

 

平成２３年度に開始された「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開

発」プロジェクトを評価対象とした。 

なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ
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ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 

 

４．評価方法 

 

分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 

 

５．評価項目・評価基準 

 

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-8 頁
参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 

プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準（中間評価） 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 関連する上位施策の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと

により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比

較において十分であるか。 

 

(2) 事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動

向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい

るか。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい

るか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの

配分を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観

点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明

確になっているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
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・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実

用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行わ

れているか。 

・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) 

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 

(5) 情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等

に機敏かつ適切に対応しているか。 

 

３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 

・ 成果は目標を達成しているか。 

・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果

として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果

については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がって

いる場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合に

は、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 

(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の
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登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用化計画

に沿って国内外に適切に行われているか。 

 

(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(4) 成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なも

のか。 

 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始

されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販

売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 

(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確にな

っているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確

保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込めるものとなっているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 
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 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に

なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 
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標準的評価項目・評価基準 

平成２５年５月１６日 

 NEDO 

 

 

 

本「標準的評価項目･評価基準」は、「技術評価実施規程」に定める技術評価

の目的※を踏まえ、NEDO として評価を行う上での標準的な評価項目及び評価基

準として用いる。 

本文中の「実用化・事業化」に係る考え方及び評価の視点に関しては、対象

となるプロジェクトの特性を踏まえ必要に応じ評価事務局がカスタマイズする。 

  

※「技術評価実施規程」第 5 条(技術評価の目的) ①業務の高度化等自己改革の

促進、②社会への説明責任、経済･社会ニーズの取り込み、③評価結果の資源配

分反映による、資源の重点化及び業務の効率化促進 

 

なお「評価項目」、「評価基準」、「評価の視点」は、以下のとおり。 

   ◆評価項目：「１．・・・」 

   ◆評価基準：上記、各項目中の「（１）・・・」 

     ◆評価の視点：上記、各基準中の 「・」 

 

 

 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・ 

制度の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと 

により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比 

較において十分であるか。 

 

(2) 事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動 

は じ め に 

評価項目・基準・視点 
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向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい 

るか。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい 

るか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの  

配分を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観 

点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が 

明確になっているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担って 

いるか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争 

が十分に行われる体制となっているか。 

・知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 

(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

(基礎的・基盤的研究開発及び知的基盤・標準整備等研究開発の場合は、「事

業化」を除く) 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用 

化の担い手、ユーザーが関与する体制を構築しているか。  

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の 

   実用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行 
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われているか。 

・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や 

標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 

(5) 情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等 

に機敏かつ適切に対応しているか。 

 

３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 

・ 成果は目標を達成しているか。 

・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で 

きるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま 

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果 

として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成 

果については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっ 

ている場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場 

合には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 

(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権 

の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用 

化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の 

成果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及
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しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

 ・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(4) 成果の最終目標の達成可能性(中間評価のみ設定) 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なも 

のか。 

 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開

始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の

販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 

 なお、評価の対象となるプロジェクトは、その意図する効果の範囲や時間軸

に多様性を有することから、上記「実用化・事業化」の考え方はこうした各プ

ロジェクトの性格を踏まえ必要に応じカスタマイズして用いる。 

 

 

(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確に 

なっているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は 

確保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が 

見込めるものとなっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 

整備に向けた見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 
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・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、

事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 

 

 

◆プロジェクトの性格が「基礎的・基盤的研究開発」である場合は以下を 

適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済

的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 

 

 

◆プロジェクトの性格が「知的基盤・標準整備等の研究開発」である場合は 

 以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得ら 

れているか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されている 

か、その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 

整備に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・ 

経済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

  

(2) 実用化に向けた具体的取り組み 
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・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２ 分科会議事録 

 



 

研究評価委員会 

「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発」 

（中間評価）分科会議事録 

 

日時：平成 25 年 8 月 6 日（火） 10：30～17：50 

場所：大手町サンスカイルーム（朝日生命大手町ビル 27 階）D 会議室 

（東京都千代田区大手町二丁目 6 番 1 号） 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   松山 公秀    九州大学 大学院 システム情報科学研究院   

情報エレクトロニクス部門         教授 

委員    伊藤 公平    慶應義塾大学 理工学部 物理情報工学科    教授 

委員    井上 弘士    九州大学 大学院システム情報科学研究院    

          情報知能工学部門           准教授 

委員    権藤 正樹    イーソル株式会社           執行役員 

                          /技術本部長 

委員    高田 広章    名古屋大学 大学院情報科学研究科      

附属組込みシステム研究センター      教授/センター長 

委員    並木 美太郎 東京農工大学 大学院 工学府 産業技術専攻  教授 

 

＜推進者＞ 

推進者     関根 久   NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部    統括研究員 

同     吉木 政行  NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部    主幹 

同  高橋 伸幸  NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部    主査 

 

＜実施者＞ 

ＰＬ     中村 宏     東京大学 大学院 情報理工学系研究科    教授 

（共同研究先） 中田 尚     東京大学 大学院 情報理工学系研究科    特任助教 

実施者       藤田 忍     株式会社 東芝 研究開発センター      研究主幹 

同             伊藤 順一  株式会社 東芝 研究開発センター      主任研究員 

同             西山 彰   株式会社 東芝 研究開発センター      センター次長 

同             清水 徹   ルネサスエレクトロニクス株式会社 第一事業本部 主管技師長 

同             林越 正紀  ルネサスエレクトロニクス株式会社 第一事業本部 主管技師 

同             植木 浩   ルネサスエレクトロニクス株式会社 第一事業本部 主任技師 

同             河合 浩行  ルネサスエレクトロニクス株式会社 第一事業本部 主任技師 

同             原口 大     ルネサスエレクトロニクス株式会社 第一事業本部 技師 

同           藤森 敬和  ローム株式会社 LSI 生産本部          次席技術員 
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同             和泉 慎太郎 神戸大学 大学院               助教 

 

＜企画調整＞ 

中谷 充良  NEDO 総務企画部 課長代理 

 

＜事務局＞ 

事務局     竹下 満   NEDO 評価部    部長 

同     保坂 尚子  NEDO 評価部    主幹 

同     柳川 裕彦  NEDO 評価部    主査 

 

＜一般傍聴者＞  1 名 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、分科会の設置について、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法と評価報告書の構成について 

４．プロジェクトの概要説明 

4.1  ｢事業の位置付け･必要性｣及び｢研究開発マネジメント｣ 

4.2 「研究開発成果」及び「実用化・事業化の見通し及び取り組み」 

4.3  質疑 応答 

 

（非公開セッション） 

５．プロジェクトの詳細説明 

5.1  ②「将来の社会生活を支える新しい情報システムにおいて飛躍的なノーマリーオフ化を実現す

る新しいコンピューティング技術の検討」 

5.2  ①「次世代不揮発性素子を活用した電力制御技術の開発」 「研究開発成果」及び「実用化・

事業化の見通し及び取り組み」について 

 5.2.1 ①-1：高速低消費不揮発メモリシステムによる携帯情報端末低電力化技術 

 5.2.2 ①-2：スマートシティ・センサーネットワーク低電力化技術 

 5.2.3 ①-4：ヘルスケア応用生体情報計測センサーネットワーク低電力化技術 

６．全体を通しての質疑 

 

（公開セッション】 

７．まとめ・講評 

８．今後の予定、その他 

９．閉会 

 

議事内容 

（公開セッション） 

１．開会、分科会の設置について、資料の確認 

・開会宣言（事務局） 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料 1-1 および 1-2 に基づき事務局より説明 

・松山分科会長挨拶 

・委員の紹介（事務局）（分科会長代理である昭和電工㈱事業開発センターの塙 健三室長は欠

席のため書類審査とする） 

・出席者（推進者、実施者、事務局）の紹介 

・配布資料の確認（事務局） 

２．分科会の公開について 

事務局より資料 2-1 及び 2-2 に基づき説明し、議題 5「プロジェクトの詳細説明」および議題
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6「全体を通しての質疑」を非公開とすることが了承された。 

３．評価の実施方法および評価報告書の構成について 

評価の手順を事務局より資料 3-1 から資料 3-5 に基づき説明し、了承された。 

また、評価報告書の構成を事務局より資料 4 に基づき説明し、事務局案通り了承された。 

４．プロジェクトの概要説明 

（1）「事業の位置付け・必要性」及び「研究開発マネジメント」 

推進者より資料 5-2 に基づき説明が行われた。 

（2）「研究開発成果」及び「実用化、事業化に向けての見通し及び取組み」 

実施者（PL）より資料 5-3 に基づき説明が行われた。 

 

［松山分科会長］ 有難うございました。ただいまの説明に対してご意見、ご質問等があればお願い

します。なお技術の詳細については、後ほど議題 5 で議論しますので、ここでは主に事業の位

置付け、必要性、マネジメント等についてのご意見をお願いしたいと思います。委員の皆様、

よろしくお願いします。 

［伊藤委員］ 今、説明いただいた資料 5-2 の 5 ページで、実用化まで長期間を要するハイリスクな

基盤技術開発と書かれた後で、資料 5-2 の 6 ページで相当良いことがたくさん書いてあります

が、何をハイリスクと考えたのでしょうか。それから実用化にはコスト的なこともあると思い

ますが、そこはどう考えたのかを説明していただけますか。 

［高橋（推進者）］ 私以外にも答えられる方がおられると思いますが、NEDO の立場からお答えしま

す。 

［伊藤委員］ NEDO 事業としての評価という観点から質問しています。 

［高橋（推進者）］ ハイリスクと言っているものはいくつかありますが、一つのポイントはノーマリ

ーオフコンピューティング実現の前提となる不揮発性メモリ素子の開発です。特にコンピュー

ティングシステムでキャッシュメモリや CPU の上位のメモリに使うには、MRAM の性能が

まだ未達の状態です。SRAM の速度、スピード感がまだ足りません。 

 単にソフトウェア、アーキテクチャをつくるだけではなく、素子そのものの性能が実現した

あかつきに、初めてノーマリーオフがコンピューティングシステムとして性能を実現するとい

う意味で、性能の高い MRAM が本当にできるかが一つの大きなポイントだと思っています。 

［伊藤委員］ あとは予算的なことです。コストがかかってしまうと具合が悪いと思いますが、そこ

をどう見積もったか、教えていただけますか。 

［高橋（推進者）］ 製品のコストですか。 

［伊藤委員］ はい。実用化に向けての最終製品です。 

［高橋（推進者）］ NEDO の立場では、コスト比較あるいはコストの内訳等の詳細な議論は、まだ十

分ではありません。むしろノーマリーオフ実現にあたっては、コストの前に、まず性能の実現

が前提になります。 

 もちろん並行してコストを考えないと、単に売り上げが伸びても利益が伸びないのでは片手

落ちだというのは、その通りだと思いますが、製品の前提条件としての性能実現が、このテー

マの一つのポイントです。 
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 2015 年にプロジェクトが終わった後、各社がそれぞれ製品開発というかたちで、さらに 5

年かけて 2020 年前後の実用化を目指します。逆に言うと、その間に実現した性能をコストに

耐えうる製品にする中で、見合ったコストターゲットを詰めていくというステップになると思

います。 

［関根（推進者）］ 補足させていただきます。1 点目のハイリスクは、MRAM を中心としたノーマリ

ーオフを実現する大きな枠組みの中では素子です。先生方の専門分野であるスピントロニクス

の部分で、材料で対応しようとしていますが、材料をいろいろアプルーブしなければいけませ

ん。これは企業だけでなく産官学の共同体で、特に大学の技術を含めて幅広く研究開発をして

いく必要があるという観点から、ハイリスクな基盤技術として設定されています。 

 2 点目のコストですが、経済産業省の政策の中で、5 年間 65 億円、NEDO が 2 分の 1 負担

でやっています。共同研究開発で産官学共同ではあるものの、2 分の 1 負担で NEDO が支援

しますが、5 年間 65 億円というのはあくまでも予定です。 

 いま三つのセクションがあって、この後プロジェクト開発で、コストがどれぐらいかかるか

ということで、当該プロジェクトの予算の中でできなかった場合、中止やコスト競争を含めて、

これから考えていかなければいけません。出口として東芝が携帯端末、ルネサスが省電力マイ

コン、ロームが省電力 LSI をイメージしています。これからその中を精査していきますが、

今の見積もりでは 2020 年に約 7000 億円（期待売上）というかたちで実施しています。 

［松山分科会長］ ほかにご意見はございませんか。 

［井上委員］ NEDO に伺います。途中で NEC が終わりになりましたが、こういうかたちで打ち切

ったことは適切な対応であったと思っています。そのうえでお聞きしたいのですが、理由の説

明で「オーバーラップがあった」という話があったと思います。それは始まる前から予期でき

たことなのか、そうではないのかというのが 1 点です。 

 もう 1 点は、平成 23 年度に 1 億円近い予算が実行されているのではないかと思いますが、

それに対する成果はどのように公開もしくは発表する予定なのかを教えてください。 

［吉木（推進者）］ これはもともと 4 社が連名で提案してきたものですが、われわれは NEC のテー

マは、ルネサスとは違う部分でのセンサーネットワークということで期待して採択しました。 

 しかし 4 社連名と言いながら、当初は 4 社の連携がきちんと見えなくて、初年度に「連携体

制をつくるように」という条件をつけました。そして年度末に NEC を含めて各社のヒアリン

グをした結果、NEC 自身、集中研への連携度合いが十分ではなかったこともあります。 

 あとは NEC 自身、メモリをつくるところを持っていなかったので、他社より成果の出具合

がスケジュール的に遅くて、PL の先生とも相談した結果、集中研として、またプロジェクト

全体として進めていくためには、NEC に外れていただいて 3 社でやったほうがスピード的に

も合理的だということで、そういう体制にしました。 

 成果の発表は、今後 NEC がどのようにやっていくかもフォローしながら、結果を紹介した

いと思っています。 

［松山分科会長］ ほかにありませんか。 

［並木委員］ 今はこういう時代なので、事業化・実用化が大事だと思いますが、具体的に NEDO は、

どういう支援を積極的に行えば良いと考えているのか、聞かせていただければと思います。 
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 この中に知的財産が出てきますが、これだけ持っていても、なかなか活用できるものではあ

りません。やはり打って出るのであれば、何かストラテジックに考えていく必要があるのでは

ないかと思いますが、そのへんで何かお考えがあれば、聞かせていただきたいと思います。 

［関根（推進者）］ 大きな枠組みでは、通常 5 年間の研究開発になっていますが、NEDO は、今年度

から第 3 次中期計画に入っていて、実用化・事業化に向けて大きく舵を切っています。調査を

すると、研究開発が終了した時点で 25％が企業の研究活動をやめています。これを極力減ら

すことを第一義的な目標としています。 

 並木委員のご指摘の実用化・事業化については、試作品や製品化に向けて、いかに企業内で

努力しているかということを見ています。研究開発が終わってすぐに製品が世の中に出て欲し

いという思いはありますが、逆に言うと、そんなものは NEDO プロジェクトでやらなくても

企業単独でできたのではないかという見方もあります。年々の加速等によって事業活動と市場

の状況が変わったときには、たまたまそうなることも期待できます。 

 ただ伊藤委員からご指摘があったように、基盤技術の中でやっていたときの事業化・実用化

は非常に難しいところです。 

 そういう枠組みの中で、いかに実用化するかというのは、まずは企業内での調整です。午後

の非公開セッションでもお話がありますが、企業内の研究開発部門だけではなく、事業部と連

携して製品化への道筋をつけて、常に製品化を見据えて企業の中で研究開発してほしいという

ことで、それぞれの企業の幹部の方々、役員の方々を通じて、事業化を見据えた研究開発を行

うことを、大きな枠組みの中で推進しています。 

［高田委員］ いくつか質問があります。まず各企業から集中研に人が常駐してやっているかたちで

すか。もしそうであれば、どのぐらいの人数が常駐しているのか、お聞きしたいと思います。 

［中村（PL）］ 集中研は必ず全員が集まっているわけではありません。各分散研へのフィードバック

も強力にやっているので、基本的には週 5 日のうち 1 日は東芝、3 日はルネサスが来て、われ

われと議論をしています。残りの 1 日は、毎週というわけではありませんが、全員が集まって

議論します。ロームも月何回か来ます。ですから頻度で言えば 1 対 1 でやっていることも多い

のですが、東大の中に一つの部屋をつくって集中研としてやっています。 

［高田委員］ 集中研は議論が中心で、そこで研究開発そのものを行っている訳ではないのですか。 

［中村（PL）］ 実際に手を動かす技術開発は、各社に持って帰ってやるという面も大きいです。 

［高田委員］ これは NEDO だと思いますが、資料 5-2 の 16 ページの知財マネジメント戦略は出願

中心に書いてありますね。活用の戦略をご紹介いただけますか。 

［高橋（推進者）］ このプロジェクトに限らず、NEDO が共同研究契約を結んで国のプロジェクトを

動かすときは、定型的な共同研究契約の約款があり、そこで知財のことに触れています。それ

がベースになっていますが、利用、活用することが基本です。 

 バイドールということで、このテーマの成果として出た知財は、各企業が持ち帰って積極的

に使ってもらうことが前提です。実施者の利用が十分でないときは、当然 NEDO として、そ

れが必要な第三者に対する提供の仕方も含めて、積極的な活用を狙って知財を運用しています。 

［関根（推進者）］ 補足します。本件については、ノーマリーオフコンピューティング事業組合があ

ります。通常はそれぞれの企業内でやりますが、まず 3 社内で開発した人たちに使っていただ
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くことが目的となっていて、それを越えた場合は共同組合に入っている人たちで決めることと

なります。 

 その後は NEDO のルールとして、5 年間知財が使われなかった場合は「開示する」と NEDO

から言います。これは一般論です。戻りますと、まず組合のメンバーの中での共有、そしてそ

れぞれの企業が独自で使うことを優先するというかたちになっています。 

［高田委員］ 分散研で出たものは各社で良いと思いますが、集中研のものは共同知財になると思い

ます。そのへんのルールの整備は終わっていると理解してよろしいでしょうか。 

［中村（PL）］ 集中研は必ず 4 者（大学+3 社）共同というわけではありません。集中研の中で実際

にコントリビューションした人が持ち、どう調節するかをルールで持っているとご理解いただ

ければと思います。 

［高田委員］ 集中研で出た知財は 3 社で割と自由に使えるのですか。そのへんが自由に使えないと

事業化の障害になりますが、そこはどうしているのかという意図で伺います。 

［中村（PL）］ 明確な条文は覚えていませんが、基本的には使えます。どう知財を運用するかを共有

する場が集中研の中にあるので、そこで議論しますが、今のところは、そういう場面には直面

していません。 

［権藤委員］ 主に NEDO の方に、研究開発マネジメントの観点での質問です。次世代不揮発性素子

の開発自体がノーマリーオフ技術実現のキーであることは間違いないと思いますが、当然コン

ピューティングなのでソフトウェアの部分が非常に重要だと思います。 

 素子の開発だけではなくてシステム面の活動もされているということですが、抜けた NEC

は素子の開発はしていないので、当然ソフトウェア的な部分を中心にかかわったと思います。 

 そこで気になるのは、ハード側の企業の方が中心なのでソフトウェアの部分が少し弱くなら

ないかということです。集中研で中村先生を中心に、設計開発手法もかなりかかわっているよ

うなので大丈夫だとは思いますが、NEDO としてのマネジメントの観点での見解等を教えて

いただければと思います。 

［中村（PL）］ NEDO の PL でもあるので NEDO の立場でお答えします。ソフトウェア開発は非常

に重要です。集中研では、特に基本的なアルゴリズムに関して検討していますが、実際のソフ

トウェア開発は各社の技術者が手を動かしてやっています。ですからソフトウェア開発をおろ

そかにしている訳ではありません。 

［吉木（推進者）］ NEC が抜ける際に、集中研の体制としてソフトウェアの部分をだれが担うのか

も含めて、ルネサス中心にバックアップできるだろうということで、体制を変えながらやりま

した。 

［松山分科会長］ ほかにございませんか。では私から確認です。2013 年 6 月閣議決定の、科学技術

イノベーション総合戦略は、このプロジェクトと関係した非常に重要な決定だと思います。10

倍程度の電力効率が掲げられていますが、時間スケールは、この閣議である程度規定されてい

るのでしょうか。それは一つの目安になると思います。 

 あるいはタイムスケールをどのようにとらえているのか、お尋ねしたいと思います。指数関

数的に所要電力自体がどんどん伸びているので、達成の難しさは、タイムスケールによって非

常に違ってくるような気がします。 
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［高橋（推進者）］ ご質問の意図がつかみ切れていませんが、確かに今年、この閣議決定で、科学技

術イノベーション総合戦略が発効されました。そこでは 2020 年ごろに科学技術として確立し、

達成すべき姿として「10 倍程度の電力効率のノーマリーオフコンピューティング」という表

現になっていますが、2013 年を起点にした 10 倍の効率なのかということは、具体的には盛り

込まれていません。ですから厳密に言うと、解釈は少し個々にバラつき感があるかもしれませ

ん。この文書の中では、そこまで規定していません。 

［松山分科会長］ わかりました。デバイスからのソフトアーキテクチャという、いろいろな分野を

含む総合的なプロジェクトで、複数の企業が参画しているので、全体の運用や統括に関して

NEDO で留意したこと、難しかったところがあれば、お聞かせいただけますか。 

 携帯電話、交通システム等、プロジェクトの各要素の内容が非常に違うような気がします。

たとえばヒアリングを行って研究予算の配分をしていると思いますが、このへんの調整も難し

いような気がするので、そのへんをお聞きしたいと思います。 

［吉木（推進者）］ もともと共同提案として受けていますが、それぞれのターゲットに向かってやる

分散研の部分は会社できちんとやっていただきます。一方、集中研は、もっと大きなビジョン

を持って、「ノーマリーオフコンピューティングというアーキテクチャそのものの道筋をつく

る方向でできないか」という検討をしてきました。 

 初年度は集中研での連携で、技術開発という点で薄い部分があったので、集中研にどう貢献

できるかを各社に問いながら、「集中研の体制をどうすれば良いのか。目標をどう持てば良い

のか」と中村先生とも話し合いました。そして体制や頻度をマネジメントしながら、集中研の

アウトプットがきちんと出るようにマネジメントしていくという考え方です。 

［松山分科会長］ 特に意見が相反することはないのですか。集中研で全体の汎用的な成果を出すと

きに、意見が食い違うことはないですか。意見がぶつかることはなかったのでしょうか。 

［中村（PL）］ 事実を聞かれれば「なかった」としか答えようがありません。今回の基本計画書にあ

るように「事業開始時に対して 10 倍」というのがプロジェクトの目標値になっています。 

 ただ実施者としては、9 倍はだめで 11 倍は良いというのではなくて、技術競争力のあるも

のが大事ではないかということでやっています。 

 集中研に関しては、NEDO の方々とも非常によく議論をしていますし、基本計画書にも「実

施項目①と実施項目②が良く連携するように」と書かれています。分散研が集中研にコントリ

ビューションするということもありますが、実際には集中研も分散研にコントリビューション

しないと回りません。 

 集中研の技術を分散研にフィードバックさせて、お互いに信頼関係を持ちながら、良い技術

をつくって上手く回っています。われわれは集中研と分散研のフィードバック関係、貢献が相

乗効果を持っているので、上手く進んでいると思いますが、それはこれから評価いただくこと

だと思っています。 

［松山分科会長］ 例えば集中研の評価の中から出た特許化など、具体的なフィードバックの事例は

ありますか。 

［中村（PL）］ 集中研で出ている特許の件数は午後に報告しますが、それほどありません。確か一つ

だと思います。 
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 具体的に電力効率を上げるということでは、ルネサスのセンサーノードが 8 割というのは集

中研で開発したタスクスケジューリング技術を使った場合です。あるいは東芝の素子をキャッ

シュに使ったときに 7 割削減というのは、モードをどう切り替えるかを東大と議論しながら開

発した技術でそこまで行っています。ただ 7 割では届かないので、さらにどうしようかという

ことを、今一緒に議論しています。このように技術的な議論を 1 対 1 で行っています。 

 集中研に関して「三つの応用分野で割と広い分野」と言いましたが、より広い、新しいコン

ピューティングに適用するために大きい領域をカバーするということで選んでいます。決して

やりたい人が集まってやったのではなくて、私が研究代表者として、プロポーザルをするとき

にある程度セレクションしたつもりです。 

 一方で分野が広く、あまり競合せずに良い技術を持っているので、ほかの応用領域に対して

競合になっていないという現実があります。ですから現在は、ご質問の困るような状況はあり

ません。われわれは、それをさらに相乗的に統合して新しいコンピューティング技術に持って

いくことを実施している状況です。 

［関根（推進者）］ 補足します。プロジェクトの構成ですが、これは提案公募で、4 社の提案です。

NEDO としては 4 社の連合と集中研で、プロジェクトリーダーになっていただいた中村先生

のノーマリーオフコンピューティングの提案に基づいてやっていますが、各社共通で必要なも

のがあるので、集中研と各社の分散研というかたちで構成しています。 

［松山分科会長］ どうもありがとうございました。ほかにありますか。 

［並木委員］ 目標が 10 分の 1 というのは要素技術では明確だと思いますが、集中研では最後にどう

いう観点で評価するのか、どのあたりを見て達成できたと言うのか、というところが明確なか

たちで決まっていたら、お聞かせいただければと思います。 

 これは広いので、そういうものがないと、どこに着陸するかが見えにくいという印象があり

ますが、議論の中でそういうものがあったら、お聞かせいただければと思います。 

［中村（PL）］ 最終目標は、実施項目②の集中研領域に関しては特に数値目標もなく、割と漠とした

ものになっていますが、実施者としては各社と連携してやっているので、産学連携の技術が企

業の競争力になっていくことに対してコントリビューションしたいと考えています。「分散研

が成果を出さないと集中研は成功と言えない」というところも実際にあると思いますし、そう

いう心づもりでやっています。質問に答えると、そういう議論はしていますが、明確な定量的

目標はないという状況です。 

［伊藤委員］ 先ほど PL が言われた「9 倍ではだめで 11 倍なら良いのか」という競争力のところは、

私も非常に賛成ですが、その意味で NEDO の方に伺いたいと思います。たとえば 5 倍で非常

にコストの安い、使える素子ができたら評価すべきだと思いますし、10 倍でもきわめて高価

で製品化が難しいものをひたすら求めるのは非常識的だと思いますが、NEDO の方の説明で

は 10 倍にこだわっていたので、そのへんが少し気になりました。 

［吉木（推進者）］ アウトプットの変化に伴って、最終目標そのものをどう変えていくかというのも、

われわれの検討課題の一つです。必ずしも目標が 10 倍でなければいけないとは思っていませ

ん。世の中にきちんと成果として広がるかたちであれば、基本計画そのものの変更も厭わない

と考えています。 
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［関根（推進者）］ 補足します。午後のセッションで一部の企業から、少しスピンアウトしたかたち

で一部成果の実用化を紹介するので、そのときにお聞きいただければと思います。よろしくお

願いします。 

［松山分科会長］ ほかにございませんか。よろしいですか。ほかにもご意見、ご質問等があると思

いますが、本プロジェクトの詳細内容について、午後に詳しく説明していただくので、その際

に質問していただくこととします。 

 

（非公開セッション） 

５．プロジェクトの詳細説明 

   省略 

６．全体を通しての質疑 

   省略 

 

（公開セッション） 

７．まとめ・講評 

 

【冒頭、実施者から午前中の質疑応答に関する補足があった。】 

 

［関根（推進者）］ 午前中の NEDO への質問について、回答を明確にするために、ここで時間をい

ただきたいと思います。発表資料 5-2 の 3～4 ページです。 

 分科会長からご指摘のあった、NEDO の事業目的として設定した 3 ページの「機器・シス

テムの低消費電力性能 10 倍を目指し」と、4 ページの「科学技術イノベーション総合戦略（2013

年 6 月閣議決定）」の「2020 年頃達成すべき姿、情報機器では、10 倍程度」との 10 倍の設定

の違いについて、回答を明確にしたいと思います。 

 イノベーション総合戦略会議は、第 2 章の工程表に「2020 年に達成すべき姿が 10 倍」と書

いてあります。2013 年に設定されて、2020 年に中期目標として 10 倍程度ということでノー

マリーオフをやることになっています。 

 NEDO の設定は 2011～2015 年なので、この 5 年間に電力消費性能を 10 倍程度上げること

になっています。したがって 2010～2015 年の 6 年間で 10 分の 1 に減らすという目標です。

科学技術イノベーションは 2013 年から 2020 年に向けて 10 分の 1 に減らします。 

 これをグラフに描くと、2013 年の NEDO 成果で下がってくれば、2015 年は政府の設定の

ほうが若干上になります。したがって NEDO の目標は、その中でバッファーがありますが、

今のところ NEDO の目標のまま進める方針でやっていきます。 

 

［松山分科会長］ わかりました。ご説明ありがとうございました。それでは委員の皆様方から講評

をいただきたいと思います。並木委員から始めて最後に私、分科会長という順番で講評したい

と思いますので、まず並木委員からよろしくお願いします。 

［並木委員］ 今日は午前から、いろいろご説明ありがとうございました。各テーマ、各組織で大変
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ご尽力されていると思いながらお話を伺っていました。研究テーマとしても当然ですが、ビジ

ネスチャンスも多い分野だと思うので、まず個々の企業では、ぜひ実用化・製品化を目指して

欲しいと思います。 

 あとは「何年まで」というのはありますが、こういう時代なので、できるところから、また

はビジネスになりそうなところから前倒しで世の中に問うていくことが大事だと思います。 

 最終目標を考えると、このまま進めて良いところと、もう少し見直したほうが良いところと、

対象と課題をもう一度よく整理していただければと思います。特に後半では、集中研のほうが

さらに大事になると思います。これだけの内容をまとめるのはかなり大変ですが、ぜひ各テー

マや組織の連携を強めて、より良いものにしていただければと思います。 

 日本は「要素技術は割と得意だ」と言われていると思いますが、こういう時代なので NEDO

に限らず、それをちゃんとまとめて、さらに新しい応用をしていくことが大事ではないかと思

っています。そのへんをご検討いただければと思います。 

 特に私の分野から言うと、ソフトウェア関連まで含めたシステム化はレイヤーによってシス

テム化の意味が違うと思いますが、そこを含めてよく検討いただくことと、個人的にはすぐ使

ってみたいものがあるので、出せるところから出すと、エコシステムもそうだし、研究者も喜

ぶと思います。以上です。 

［高田委員］ 「今日は厳しいことを言え」と皆さんから言われているので、あえて厳しいことも言

わなければいけない立場だと思います。並木先生が言われたように、集中研の活動が非常に大

事なので、ぜひ活動を強化していただきたいという気がします。 

 分散研に関しては、テーマ①-1 は非常に強い要素技術を基にブレークスルーをしようとして

います。ビジネス戦略も練られているようなので、これはじっくり腰を据えて取り組んでいた

だきたいという印象を持ちました。 

 ①-2 は私が理解し損なったのかもしれませんが、既存の技術を集大成して一つのチップにま

とめるというように聞こえました。もしそうだとすると、もっとスピード感を持ってやる必要

があると思います。つまり既存の技術ベースでのものづくりでは、他社も当然同じようなこと

をやると考えられます。そういう意味では①-1 と①-2 はだいぶ時間感覚が違うように思いま

した。 

 ①-4 は割とシャープにテーマを絞って、確実にビジネスにつながりそうで良いと思いますが、

こういうプロジェクトでやられているので、汎用化や開発した技術の一般化を少し検討すると、

より良くなると思いました。以上です。 

［権藤委員］ 本日はありがとうございました。大変答えにくい質問もして、苦慮いただいたと思い

ます。 

 まず全体としては、中間目標も達成していますし、最終的にも見込みが見えているので良い

と思います。開発成果としても、すでに世界でトップクラスの結果を出しているものもあるの

で非常に有望だと思います。 

 課題というかフィードバックですが、システム全体、またビジネス戦略という観点では、や

はりソフトウェアや開発手法、そして標準化を絡めたエコシステムという点も重要だと思いま

す。ですから後半では、ソフトウェアに関する部分のさらなる検討と強化を進めることが重要

参考資料2-11



 

だと思います。 

 集中研、分散研という体制の観点では、ソフトウェアの部分は集中研が中心ですが、どちら

がどうということではなく合同で、全体としてつながって成果を出すことが大事です。個別で

企業機密もあり、縦で共有できない部分もある中で、個別のところは個別で話し合いながら、

いかにシェアしてノーマリーオフ技術基盤としての共通部分をフレームワーク化し、上手く中

心をつくっていくかというのが、集中研に課せられた一番のミッションだと思います。 

 それがビジネス戦略に掲げた標準化やエコシステムの効きやすさにそのまま繋がると思い

ますので、そのへんも引き続き進めていければ良いと思います。以上です。 

［井上委員］ プロジェクトリーダーの中村先生をはじめ、各企業の方々から非常に勉強になる話を

聞かせていただきました。ありがとうございます。 

 まず分散研に関しては、グッドポイントとして、皆さんがすごく進んでいるという印象を受

けました。それが 1 点です。 

 要望としては率直に言わせていただくと、各論にとどまり過ぎている印象を強く受けました。

実際には実施計画書に書かれたことをきちんとやらなければいけないという縛りがあるのは

よくわかりますが、この事業の背景にもうたわれているように、コンピューティングシステム

全体としての取り組みが世界的にやられていないので、これを世界に先駆けてやることが重要

なポイントとしてあると思います。それを意識したうえで各論を進めて、その各論をいかにシ

ステム全体に広げていくかということが重要だと思います。 

 もしくはシステム全体を踏まえて、各論はこうあるべきだというところを押さえたうえで進

めることが重要だと考えます。それをやっておけば、今回の数年間のプロジェクトの成果にと

どまらず、今後ノーマリーオフコンピューティングが長く続くとすると、次の製品、技術開発

につながるはずなので、ぜひそういうかたちで進めると良いと思います。 

 一方集中研に関しては、今後のコンピューターシステム設計方法論そのものの方向性を示す

一つの重要なテーマだと思います。要望を言わせていただくと、今回は時間の関係もあって、

まだノーマリーオフコンピューターシステムをどう設計すべきかという、あるべき論というか、

哲学が明確にはうたわれていないようです。ブレークイーブンタイムは一つの指標で、その言

葉だけがよく出てきますが、それ以外にどういう方針に基づいてシステムを設計すれば良いか

という方法論まで到達していない気がします。 

 これは中間なので、プロジェクト終了までにそこをクリアにすると、学術的にも非常に大き

なインパクトのある話になると思います。 

 もう一つ、要望です。実際にはかなり密にやられているのかもしれませんが、私が今日受け

た印象では、企業からのフィールドテストのデータや現場の生のデータや声をもっと積極的に

集中研に集めて、それを基に一般化するという作業を、より加速しても良いのではないかと思

いました。 

 ビッグデータに代表されるように、フィールドで得たデータを隠しておくのは時代遅れのよ

うな気がします。せっかく集中研があるので、新しいコンピューティングシステムのスタイル

を築くためにも、もっと積極的に情報共有をしたほうが良いのではないかと思います。今後を

期待しています。 

参考資料2-12



 

［松山分科会長］ どうもありがとうございました。では私から。非常に高性能の不揮発メモリを活

用した低電力でのコンピューティングの技術開発で、応用システムまで含めて、非常に素晴ら

しい成果が得られていると思います。特に総合的なプロジェクトということで、このへんは日

本がまだ十分に進んでいないところだと思うので、新しい視点で取り組んだという点でも非常

に高く評価される部分があると思います。 

 要素デバイスに関しては、特に STT-MRAM という SRAM のキャッシュ第一線まで手が届

くような、非常に高機能のデバイスの開発に成功しています。これは市場規模の非常に大きい

携帯電話等にも応用展開が考えられるので、顕著な成果の一つではないかと思います。 

 材料やデバイスの特性は、多くが相反要求になってくるので、アーキテクチャや OS サイド

からのフィードバックがかかると、開発側にとっても非常に貴重な情報になります。このへん

も集中研等を通して、良いフィードバックがかかれば良いと思います。 

 今回の研究体制の分散研と集中研という二つの構造は、非常に特色がありますし、集中研を

通して普遍的な成果を還元するという意味で、非常に良い取り組みだと思います。具体的な物

を出していくということでは、今後もいろいろ苦心されると思いますが、産学の協同を通して、

具体的な、形のある成果が出ると良いと思います。 

 今後、発展途上国等においても情報化が進んでくると、情報機器の総電力が非常に問題にな

ってくると思うので、こういうプロジェクトが一つの契機になって、国際的な標準化や規制の

動きにもつながる提言ができるような成果が出ることを非常に期待しています。 

 これは 5 年間の時限のプロジェクトですが、終了時点が次の出発点になって、次の展開に向

けて繋げられるようなかたちで、継続的な省電力化に対する試みが今後も続くことを期待した

いと思います。 

［松山分科会長］以上で講評はすべて終わりました。推進部あるいは実施者代表の方から最後に一言

あれば、よろしくお願いします。いかがでしょうか。 

［関根（推進者）］ 分科会長の松山先生、ありがとうございます。そして委員の皆様、ありがとうご

ざいます。中村 PL をはじめとする実施者の皆様、ご苦労様でした。 

 NEDO としては第 3 期中期計画の中で、実用化・事業化を目指す技術開発ということでノ

ーマリーオフコンピューティングの技術開発に非常に期待しています。本日の委員の方々のご

指摘を踏まえて、中間評価を残りのプロジェクトに反映させるように研究開発を進めていきた

いと思います。 

 加えて本研究開発は、経済産業省の政策の下で 2 分の 1 共同研究形態を取っています。その

中で東大の中村先生に、プロジェクトリーダーとして集中研、そして 3 社のまとめをお願いし

ています。取りまとめも非常に難しく、資金面での工面も非常に重要な部分ですが、NEDO

としても実用化・事業化に向けて成功するように、各社の再委託先を含めて、細かく今日のご

指摘を踏まえたもので推進して、事業化・実用化を目指したいと思います。よろしくお願いし

ます。本日はどうもありがとうございました。 

［中村（PL）］ 評価委員の先生には、朝から長きにわたり、大変貴重なご意見、非常に示唆に富むご

意見をいただきまして、大変ありがとうございます。また NEDO の皆様に、本プロジェクト

実施に多大なご支援をいただいていることに、この場で感謝申し上げたいと思います。 
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 いずれにしてもわれわれ実施者は、成果を出すことが非常に大事です。皆様のご意見に真摯

に耳を傾けて、今後のさらなる事業の加速に資していきたいと思いますので、今後ともご支援

の程よろしくお願いします。今日はどうもありがとうございました。 

［松山分科会長］ どうもありがとうございました。これにて分科会を終わらせていただきますが、

事務局から今後の予定等を含めて事務の連絡をお願いします。 

 

８．今後の予定、その他 

 

９．閉会 
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参考資料３ 評価結果の反映について



 

 

「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発」（中間評価）の評価結果の反映について 

 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

世界最高水準の高速動作性能と省電力性能を備えた不揮発メモリの

開発に成功し、ノーマリーオフコンピューティング技術の開発、及び

その応用製品・システムの実現に向けた卓越した研究開発成果が得ら

れている。総合的な研究開発が推進され、課題が明確化され、解決の

具体的方策も立てられていることから、新規産業創出に繋がる高度の

技術蓄積が期待される。 

 

①集中研と分散研の連携をより深め、各企業で得たフィールドデータ

等を積極的に集中研にフィードバックし、集中研側で技術として一般

化するプロセスをさらに加速することを期待する。 

 

 

 

 

②知財マネジメント戦略が知財の創出/権利化の戦略のみになってい

るが、活用戦略についても検討すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①NEDO、実施者及び東大（集中研）が、少なくとも月に一度はプロ

ジェクト会議で情報交換を実施することとする。具体的には、PLの

主導により分散研から集中研へフィールドデータ等の提供と集中研

から分散研へ解析結果のフィードバックを徹底するとともに、集中研

の 3テーマを上位概念の 1テーマに集約し、集中研の成果を一般化す

るプロセスを加速する。 

 

②プロジェクト会議を活用し、目標達成に向けた進捗確認及び新たに

発生した課題への対処等の議論に加え、集中研の知財の活用も議題と

する。その上で、成果によっては、API(アプリケーションプログラミ

ングインターフェース)のようにオープンにすることで市場拡大が狙

えるようなアイテムを抽出し、オープン・クローズ戦略を策定させる。 
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評価における主な今後の提言 今後の取り組み方針 

③成果の普及については、日本の産業としてユーザを巻き込む形を含

めて検討してほしい。 

 

③公開シンポジウム、展示会等の外部成果発表の場を積極的に作りユ

ーザの関心を高め、この中で集中研での設計論の指針をβ版として公

開し（H27.4 月目途）、成果普及に努める。 
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本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 

 

平成２５年１２月 

 

 NEDO 評価部 評価部 

 部長 竹下  満 

 主幹 保坂 尚子 

 担当 柳川 裕彦 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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